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組 織 の 概 要

1.設 置 の 目的

2と 機 能 と事 業

機 構 お よ び業 務 内容
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４



■

日 設置の 目的

本県の工業は、昭和 30年代後半から新規工場立地の進展に伴い大きく発展 し、従来は繊維

工業が中心でしたが、一般機器、輸送用機器、電気機器等の加工組立型産業が中心を占めるよ

うにな り、工業構造は大きく変化 してきましたと

こうした状況の中にあって、本県進出企業 と在来中小企業間では技術水準の格差が大きく、

また、企業間の連携・協力体制が十分でないこともあり、中小企業の技術力向上、支援体制整

備の要請は、急激な技術の進歩に伴い、ますます重要な課題 となってきました。

これまで、地場産業の発展を支える機関はあつても、県内工業の全般的課題に深 くかかわ り、

基盤的役割を果たす機関は未整備で した。

また、本県産業の主要な部分が高度で先端・先進的な技術を必要 とす る電子、機械、精密加

工等の業種に転換 してきたことや、これ ら業種や複合技術に関連する協力企業群の技術水準の

向上が不可欠 となり、これ らへの技術力向上支援体制を充実することが大切 となってきま した。

さらに、こうした時代背景の中で、企業相互、産 。学・官の連携により、各分野に分散・個

別に蓄積 されてきた技術ポテンシャルを結集するなどの適切な対応が必要 となってきま した。

産業界からの強い要請もあり、このような課題に応えるため、電子、機械、化学、食品、材

料、デザインなど、広範な分野を対象 とする総合的な試験研究指導・研修機関として、また本

県工業技術振興の拠点として、工業技術センターは昭和 60年 4月 に設置 されま した。

また、急速な技術革新に対応 し、今後技術立県としての地位を確立するため、総合的な試験

研究機関としての工業技術センターの整備に伴い、人材育成、技術 。人的交流、情報の収集 。

提供 といつたソフ ト部門を受け持つ (財)滋賀県工業技術振興協会が昭和 60年 3月 に設立さ

れました。

さらに近年、時代の要請や本県の特性を踏まえた行政課題に即応 した試験研究を進 めるとと

もに、他の試験研究機関や大学、地場産業をはじめとする産業界 との連携、交流を推進 し、簡

素で効率的な中にも質の高い組織のあり方が求められてきました。 こうした社会情勢の中、研

究成果を行政施策へ効果的に反映できるよう努め、他の試験研究機関や大学、地場産業等 との

役割分担、機能連携を検討するとともに、産学官交流を推進 し、地場産業等への技術の普及に

努めることを目的として、平成 9年 4月 1日 、行政改革の一環 としてこれまでの滋賀県工業技

術センター と滋賀県立信楽窯業試験場が整備統合され、滋賀県工業技術総合センター として新

たにスター トしま した。

また、県内企業の総合的な支援を行 うことを目的に、平成 11年 4月 1日 、これまでの

(財)滋賀県工業技術振興協会が、 (財)滋賀県中小企業振興公社、滋賀県中小企業情報セン

ターおよび滋賀県小売商業支援センター と統合 され、 (財)滋賀県産業支援プラザ と改称 しま

した。
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2B機能 と事業
(平成 11年 4月 1日 現在 )

企 画 調 整 １

２

工業技術振興施策の企画・研究の調整

工業技術関係調査の実施

試 験 。 分 析

(1)試験分析機器の整備

(2)原材料・製品等の依頼試験

(3)開 放試験機器の提供

指 導 ・ 助 言

(1)技術相談 。指導
(2)技術相談役制度
(3)技術普及講習会の実施

(4)地域活性化ア ドバイザー派遣・巡回指導
の実施

工
業
技
術
総
合

セ

ン
タ
ー

研 究 (技術開発 )

(1)研究活動の推進

(2)コ ンピュータの利用促進

(3)リ サーチ・カウンセラー制度

広 報

(1)情報誌の発行

(2)工技連連合部会・地方部会等の開催

(3)図書の整備 。開放利用

(4)ホ ームページの運用

教 育 。 研 修 (1)技術研修の開催

情 報 収 集 提 供
(1)科学技術セミナーの開催

(2)オ ンラインシステム (」 OIS)を 利用
した情報検索サービス

(3)情報誌の発行

異 業 種 交 流

１

２

３

技術交流プラザ事業の実施

異業種交流推進事業の実施

広域異業種交流

産

業
工支

業援

支プ

援ラ

課ザ 産 学 官 交 流

(1)産学官交流促進協議会

(2)しがFAコ ンノーシアム

(3)滋賀 ウエルフェアテクノハ ウス研究会

下 請 企 業 振 興
(1)受発注の推進と取引あつせん

(2)適正化取引の指導

(3)広城商談会 。テクノフェアの実施

(4)下請企業の経営等指導

産 業 総 合 支 援

1)イ ンキュベータ入居企業の支援

2)新技術の商品化・事業化促進

3)総合的相談窓 口の開設

T2-



3 機構および業務内容

工業技術総合センターは総合的な試験研究、指導、研修等を実施するために、管理課、技術第一科・第二科およ

び信楽窯業技術試験場を設けています。そして、 (財)滋賀県産業支援プラザエ業支援課と連携を図りながら、効果

的な活動を推進 しています。

(平成 11年 4月 1日 現在)

工業技術 総合

セ ン タ ー

管 理 課

電子情報係 ①電気・電子技術に関する試験研究および指導に関

すること。

技術第一科

機械システム係 ①機械技術に関する試験研究および指導に関するこ

と。

所長 一 次長 ― 参事 ―

一無機材料係 ①無機材料・高分子材料に関する試験研究および指

導に関すること。

― 技術第二科 ―一有機材料係 ①有機材料 。食品に関する試験研究および指導に関

すること。

― デザイン係 ①CADお よび産業デザインに関する研究および指

指導に関すること。

一指 導 係 ①研究の企画調整に関すること。

②技術支援 。人材育成に関すること。

③場の管理運営に関すること。

職員数 40名

―技術 1デザイン係①デザインおよび新製品の開発に関すること。

②デザイン開発技術の高度化研究に関すること。

③陶磁器成形および加飾技術の研究に関すること。

理事長 一― 副理事長 ――

①センターの庶務に関すること。

②センターの予算・経理に関すること。

③試験研究の企画調整に関すること。

④工業技術情報および調査研究に関すること。

⑤ (財)産業支援プラザに関すること。

⑥他の科および係に属さない事項。

一研究開発係 ①生産技術の確立研究に関すること。

②新素材 。新技術の開発研究に関すること。

③依頼試験 。分析に関すること。

総 務 課

企画情報課

資金支援課

商業支援課

工業支援課 ①技術研修(講座)の 開催に関する

②技術セミナーの開催に関するこ

③異業種技術交流の推進に関する

④技術情報の収集・提供に関する

⑤下請企業振興に関すること。

⑥産業総合支援に関すること。

信 楽 窯 業 一

技術試験場事務 7名

技術 32名

現業 1名

(財)産業支援プラザ

理 事

(事務局長)

と

。
と

と

ン
」
と

ン
」

こ

職員数 15名

理 事 ― 事務局次長

3

⑦工業技術総合センター支援事業に関すること。



4.職 員
(平成 11年 4月 1日 現在 )

職  名 氏  名 職  名 氏   名 職  名 氏  名 Vlt 名 氏  名

所   長 井上 嘉明 技 術 第 一 科 技 術 第 二 科 信楽窯業技術試験場

研 究 参 事 坪田 年 科   長 中山 勝之 千半ず毒(事務取扱) 坪田 年 場 長 (兼 ) 今西 康博

次   長 谷 弥寿男 専 門 員 河村安太郎 専 門 員 前川  昭 主任専門員 高井 隆三

参   事 今西 康博 電子情報係 無機材料係 専 門 員 宮代 雅夫

管  理  課 係   長 木村 昌彦 係 長 (兼 ) 前川  昭 専 門 員 福村  哲

課   長 森下 善次 主   査 小川 栄司 主   査 那須 喜一 指 導 係

主   査 横江 淳子 主 任 技 師 今道 高志 主 任 技 師 坂山 邦彦 係   長 伊藤 公一

主   査 小西 義則 技   師 山本 典央 技   師 佐々木宗生 事 務 主 任 奥村  篤

主 任 主 事 河村  努 機械システム係 有機材料係 主査 (兼 ) 川澄 一司

主 任 主 事 青山祐美子 係 長 (兼 ) 河村安太郎 係   長 業 務 員 村田友技子

事務主任(兼 ) 奥村  篤 副 係 長 酒井 一昭 主   査

松本  正

山中 仁敏 技術・テ
゛
ナ
゛
イン係

主 任 技 師 深尾 典久 主 任 技 師 白井 伸明 係 長 (兼 ) 福村  哲

主 任 技 師 藤井 利徳 デザイン係 主   査 西尾 隆臣

主 任 技 師

主 任 技 師

野上 雅彦

山下 誠児

主 任 技 師

技   師

高畑 宏亮

大谷 哲也

研究開発係

係 長 (兼 ) 官代 雅夫

副 係 長 黄瀬 栄蔵

横井川正美主   査

主   査 川澄 一司

主 任 技 師 中島  孝

-4-



予 算 の 概 要

1口 事  業  費

2 歳 入 B歳 出

3.決  算 額



■

‥ 事 業 費 (平 成 10年 度 )

(

概 要 金   額

74 390 2

2.459.550

3,870.988

7.661.850

104,003,552

試験研究指導費 5,299.679

技術開発費 44,384.101

技術指導費 2.655,300

び究連携推進事業費 1.405.445

化事業費 1,313.000

ISO140004進事業費 889,262

ものづくり試作開発支援センター事業費 176.844,050

試験場運営費 11.433.953

試験場試験指導費 6,317.006

試験場技術指導施設費 52 59

窒業技術者養成事業費 535 000

1 543 382

生産技術に関する研究費 12 853

新蓋粧に関する研究費 1 663 000

信
楽

窯
業

技
術

試
験

場
分

新製品の開発研究費 4

lIL域活性化アドバイザー事業費 1 471 633

職  員 費 332 742 969

そ  の 他 10 574 961

計 823 985 16

概 要 金   額

備費 501,812,850

-5-
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2.歳 入 歳 出

歳 入

9年度繰越

(単位 :

調 定 額 収 入 済 額 適 要予 算 額

24,300,000 25,144,960 25,144,960

試験分析機器等設備使用料

試験分析機器等設備使用料

試験等手数料 (栗東)

試験等手数料 (信楽)

20,280,900

2,336,040

565,120

1,962,900

(栗東)

(信楽)使用料及び手数刈

28,336,300

中企庁技術開発研究費補助金

中企庁地域産学官交流促進事業補助金

地域産業集積活性化対策事業費補助金

3,370,000

9,037,800

15,928,502

国 庫 支 出 金 28,870,000 28,386,800

50,000 273,705 273,705 生産物売払収入 (信楽)財 産 収 入

寄  付  金

繰  入  金

諸  収  入 211,595,000 211,595,000 211,498,523
機械工業振興事業費交付金

複写サービス (粟東)

211,414,903

83,621

県   債

264,315,000 265,349,965 265,253,488計

収 入 済 額 適 要科   目 予 算 額 調 定 額

266,716,000 266,348,000 266,348,000 地域産業集積活性化対策事業費補助金国 庫 支 出 金

-6-



歳  出

9年度繰越

( :円 )

執   行   額

幸風 酬 672.000

給 刈 171.253.500

職  員  手  当 110.028.165

共   済   碧 51.464.586

賃 小 678.684

報      償      費 5,698,975

旅 著 8,232,678

需    用   脅 70.623.316

役   務   蒼 5,922.241

委   託   料 76,980,871

使 用 料 及 び 賃 借 料 2,293,830

原 材 料 警 8,741,500

備 品 購 入 費 294,476.798

負 担 金 補 助 及 び 交 付 金 4,845,631

中小企業費 工業技術総合

センター費

公   誤   書 30,800

小   計 811,938,575

報   僧   審 2,0001000

旅 書 849.676

需    用   脅 18.000

役   務   脅 6、 750.973

委   託    溜 477.375

商工業費 工 業 振 興 費

負 担 金 補 助 及 び 交 付 冷 222.000

小   計 10,318.024

報   償   費 246.000

旅 費 63,580

需    用   碧 408,490

中小企業費 中小企業指導費

役   務   警 13.000

商工費

小   計 731,070

建築書 建 築 総 務 書 工 事 請 負 費 997.500土木費

/Jヽ   計 997,500

△
四 計 823,985,169

款 項 目 執   行   審

工 事 請 狼 費 432,549,600

備 品 購 入 費 69,263,250商工費 中小企業費
工業技術総合

センター費 △
口 計 501,812,850

-7-



3.決算額

年度別歳入一覧表

.財産収入……工業技術振興基金運用収入他

.繰 入 金……工業技術センター施設整備基金取崩し

,諸 収 入……日本自転車振興会補助金他

寄付金 5,100,000円 を含みます。

寄付金 9,000,000円 、県債 270,000,000円 を含みます。

寄付金  360,000円 を含みます。

平成 9年度分には平成 9年繰越分を含みます。

(単位 :円 )

700,000円 を含みます。

5,100,000円 を含みます。

360,000円 、県債 90,000,000円 を含みます。

１

２

３

■

弼

巧

Ｗ

注

*2寄付金

*4寄付金

*6寄付金

歳 八年

　

　

度
使用料及び
手 数 料

国 庫 支 出 金 財 産 収 入 繰 入 金 諸 収 入 一 般 財 源 計

57 2,695,240 2,695,240

58 43,967,000 43,967,000

59 13,897,000 350,189,350 58,585,000 2,120,427,000 2,543,098,350

60 1,397,100 12,950,000 241,353,380 40,845,000 196,987,904 493,533,334

61 6,818,350 16,012,633 261,292,980 33,165,000 218,562,326 535,851,289

62 6,919,850 16,656,532 99,886,246 226,806,293 350,268,921

63 10,325,100 5,709,000 17,884,599 97,444,000 20,597,000 249,350,601 401,310,300

一死 12,599,050 27,319,000 47,035,361 112,937,776 14,910 キ1   563,805,758 763,711,855

2 15,298,300 7,750,000 87,251,224 106,709,703 33,267,995 262,587,852 512,865,074

13,941,100 10,400,000 72,563,529 109,026,776 55,874 759,074,398*2   553,087,119

4 15,552,050 20,125,000 39,589,382 81,776,284 28,183,260 *3   760,733,237 945,959,213

17,323,050 23,470,114 65,932,463 55,940 *4   349,292,414 456,073,981

6 20,293,650 13,283,000 18,502,868 50,815,200 17,878,270 *5   362,601,330 483,374,318

7 16,278,950 13,448,000 8,273,082 9,986,507 14,567,266 *6   546,326,863 608,880,668

620,168,916 666,698,31218,200,650 21,485,000 6,843,746

9 25,480,780 *7 301,144,950 161,581 30,694,760 キ7   859,608,099 1,217,090,170

10 25,144,960 28,336,300 273,705 211,498,523 546,685,087 811,938,575
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年度別歳出一覧表

1.建 設 費……調査等事務費を含む

2.平成 9年度分には、平成 9年度繰越分を含む

(単位 :円 )

歳 出
年

　

　

度
建  設  費 施設整備費 普及指導費 研究開発 振興協会

助  成
運  営  費 職 員 費 計

57 2,695,240 2,695,240

58 43,967,000 43,967,000

59 2,188,909,000 350,189,350 4,000,000 2,543,098,350

60 295,149,000 22,757,933 4,086,000 29,580,481 49,491,557 92,468,366 493,533,334

61 301,307,984 34,221,520 9,020,000 30,770,881 50,503,872 110,027,032 535,851,289

62 109,987,607 30,549,100 9,192,500 28,807,124 54,414,818 117,317,772 350,268,921

63 123,231,000 45,049,000 11,734,000 29,366,778 54,756,318 137,173,204 401,310,300

7E 109,991,759 73,718,000 11,780,000 30,812,163 390,510,761 146,899,172 763,711,855

2 2,953,440 110,473,684 84,235,516 14,423,000 30,128,061 108,521,510 162,129,863 512,865,074

292,064,790 82,728,956 76,017,591 13,231,000 31,524,168 91,674,784 171,833,109 759,074,398

4 448,900,754 96,191,391 83,229,609 12,441,000 36,760,705 81,326,940 187,108,814 945,959,213

36,520,813 87,319,210 13,155,000 37,205,434 85,540,268 196,333,256 456,073,981

64,452,632 81,478,987 15,005,000 37,797,950 85,589,872 199,049,877 483,374,318

7 123,502,270 45,212,721 69,313,996 38,249,726 38,282,681 83,255,664 211,063,610 608,880,668

8 131,527,781 129,260,652 53,954,499 47,225,504 83,429,093 221,300,783 666,698,312

451,360,350 242,841,391 63,188,639 37,000,533 93,946,369 328,752,888 1,217,090,170

10 290,327,728 52,822,893 45,611,212 90,433,773 332,742,969 811,938,575

9



施 設 お よび設備 の概 要

1日 敷 地 お よ び建 物

2H設 備 E機 器



1.敷地および建物

所在地 〒520-3004

滋賀県栗太郡栗東町上砥 山 232番 地

電 話  077-558-1500 FAX 077-558-1373

(1)案内図

〇 」R線利用の場合

琵琶湖線 (東海道線)草津駅 (東 口)下車 (新快速電車停車 )

。帝産バス 「栗東トレーエンク
゛
センター(東宝ラン ド経由)」 行 (昼 間 毎時 55分発 )

北の山下車 徒歩 3分 ‐―‐‐――‐―…………………………………――‐――…………… 約 23分
・ タクシー ーーーい…………………………………………………………………………………――……… 約 15分

O自 動車利用の場合

・名神高速道路栗東インターチェンジ (信楽方面出口)よ り東南方向 ‐―…………――T―… 5分
。国道 1号線上鈎北 (かみまが,きた)交差点 欲嫁離前)よ り東へ …………―………………………………… 8分

至水口

ヽ

高野交差点

es

●

GS

栗東IC

琵琶潮CC工業技術総含セ
0
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(2)配置図

地

物

土

建

35,350。 14浦 (登記面積)(実 測面積36,610,88浦 )

研究管理棟

(鉄筋ヨンクリー ト造 2階建 。一部 5階建 )

実験棟

(鉄筋 コンク リー ト造平屋建・ 日本 自転車振興会補助 )

別 棟 (開 放試験室 )

(鉄筋コンクリー ト造平屋建 。国庫補助 )

別 館 (工業技術振興会館 )

(鉄筋ヨンク リー ト造 3階建 )

企業化支援棟

(鉄筋コンク リー ト造 2階建 。国庫補助 :平成 11年 2月 竣工 )

その他

券

D

至名神栗東 IC
国道 1号線

4,296耐

693浦

154ド

2,394浦

886.57「百

254ド

至国道 1号線

県
道
上
砥
山
上
鈎
線

駐車場

駐車場

県道粟東信奈練

O

駐車場跡

＼
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2 設 備 田機 器

平成 10年 度 に取 得 した 主要機 器 等 は次 の とお りです 。

口 H 名 規    格 数 量 取 得 年 月 日 摘   要

イ ンス トロン型万能材料試

験機

い島津製作所製
AG-50KNG

H10,12。 10 日本 自転車

振興会補助

蛍光 X線 分析装置 棚 島津製作所製

XRF-1700WS
H10.12.10 日本 自転 車

振 興 会 補 助

ICP発 光 分析 装 置 仰 島津製 作 所製

ICPS-8000
Hll. 1.20 地域産業集積活性化対

策施設費補助

試 料 埋 込機 ビュー ラー社製

シンフ
°

)メ ット2000

1 Hll, 1.29 県 単

キャス試験機 スガ試 験機 帥製

CY90AR
H10。 12.10 県 単

CG研 修 システ ム Macintosh POwerBook G3 H10,10, 9 中小企業庁地域産学官

交流促進事業

支 援 端 末 シ ステ ム Power Maclntosh G3

DT233
H10,10. 9 中小企業庁地域産学官

交流促進事業

伝 送 解 析 システ ム ネットワークアツシエイツ4■ 夢壁
セキスハ

°―卜・インターネットワーク・モン
゛

ュル

H10.10。 30 中小企業庁地域産学官

交流促進事業

制御プログラム開発用 ソフ

トウェア

マ イ ク ロ ンフ ト社製

PT-645SP
H10。 11.26 県 単

放射 イ ミュニテ ィ (EM
S)測 定 システ ム

アンフ
t,フ

ァイアー,サ
ーチ

100W 1000

Hll. 1.31 地域産業集積活性化対

策施設費補助

放射 電磁 界 (EMI)試 験

シ ス テ ム

ローデ シュフル ツ社製

ESCS30

Hll. 1,31 地域産業集積活性化対

策歯設費補助

精 密 真 空 蒸 着装 置 誠南工業仰製 Hll, 3.30 中小企業事業団ものづ

くり試作開発支援セン

タ‐整備事業委託

レーザー表面改質装置 LSMDA PHYSIK身業

COMPex102

Hll, 3.30 中小企業事業団ものづ

くり試作開発支援セン

タ‐整備事業委託

-13-



口
ロロ 名 規    格 数 量 取 得 年 月 日 摘   要

スパ ッタ リング装置 日本真空技術仰製 1 Hll. 3.30 中小企業事業団ものづ

()試 作開発支援セン

タ‐整備事業委託

薄膜用 X線 回折装置 理 学 電気 伽 製

RINT2500VHF
Hll, 3,30 中小企業事業団ものお

くり試作開発支援セン

タ‐整備事業姿託

顕微 赤 外 ATR測 定装 置 ハ
°いキンエルマーシ̀ャ ハ ンE翼

SpectrumOneTurbo Mass,

SpectrumOne Auto IMAGE

Hll. 3.30 中小企業事業団ものづ

くり試作開発支援セン

タ‐整構事業委託

蛍光 。光増幅測定装置 浜松ホ トニクス製

ARGUS-50/VIM

1 Hll, 3,30 中小企業事業団ものづ

くり試作腑発支援セン

タ‐整備事業委託

自動 エ リプ ツメー タ 溝尻工学工業所製

DHA―XAVW/S6

Hll. 3.30 中小企業事業団ものづ

くり試作開発支援セン

タ‐整備事業委託

-14-



研 究 (技 術 開発 )活 動

1,研 究 概 要

2.共 同研 究 B研 究 委 託 お よ び研 究 生 等 受 託

3日 研 究 発 表 等

4E職 員の技術研修



■

１ 研究概要

(1)研究テーマ

バブル経済の崩壊、急激な円高、さらには価格破壊 と、中小企業を取 り巻 く状況は 日に 日に

厳 しくなつています。ボーダレス、グローバル化の時代 と言 うことで、部品の海外調達や海外

移転など海外シフ トが注 目されていますが、やは り「ものづ くり」の基本は技術、粒に独 自技

術 と言えるでしょう。 21世紀を目前にして、中小企業が生き残つていくためには、中長期的

な視点に立った独 自技術力の開発・向上がなくてはなりません。
また、知的財産 (特許やンフ ト)を めぐる問題、 ISO規 格や PL法人の対応、環境問題ヘ

の取組などが企業の存続にも深 くかかわつてくるような時代に入つたことも十分認識する必要

があります。このような激 しい状況を乗 り越えるためにも、中小企業の技術力向上が欠かせま

せん。
当センターでは地域企業への技術移転を前提に、平成 10年度も開発研究や応用研究に重点

をおいて、画像処理や 自動化技術、新素材・複合材料の開発 と評価、酵素の利用技術、および

新 しいデザイン手法について研究を進めました。

①研究テ〒マ
10年度は、次の 14テ ーマについてリサーチカウンセラーの指導を得ながら研究を実施 し

ました。

研 究 者研 究    テ マ

信楽陶器産業にお ける商品開発支援 システムの開発 (第 2報 )

筋力補助器具の開発 と評価に関する研究 (第 3報 )

電磁波遮蔽材料の特性評価 に関す る研究

どとてこAシ替磐要碁蕊持七把握繕碁鳥圭長舟会憂EttF壁
関する研究

喜
号監暴笹霧算舟

伝笑蚕甲鑑雷み農蟹賽境下での疲労強度特性について(第

皇融梨楔落9摂会蚕驚后習義禽暦祭の試作について一

セ
ピ

一

ロ

ロ
響

プ
プ
影

イ
リ
の

ラ
ポ
射

ド

一 う歩多身見貧ん嘉      鷲轟募為寡暫稚ぽ2ぼす紫外線照

光触媒機能を応用 した水質浄化技術の実用化研究 (第 3報 )

低弾性層 を有す るハイブ ジン ドFRPの 曲げ特性 について

カーボンブ ラックによるポ リエチ レン樹脂 の導電性付与 に関す る研究 (2)

導篠重錦給逸夢矛宴惨繊督.迅速な検出法について一
伝統産業彦根仏壇 と現代デザインの融合化研究

環境汚染物質計測用セ ラ ミックス薄膜セ ンサの開発研究 (第 2報 )

放射光表面励起反応 を用いた新素材創製の研究

潮耀
箸
帥

安村
川
上
井
島
谷

河
小
野
高
中
大

久
児
郎

典
誠
太安

尾
下
村

深
山
河

村

道

　

道

木

今

　

今

立彦
　
　
士
い　
　
　
　
士
心

昌
　
一局
　
　
一局

井
岡
下
　
　
村
井
本
　
川
山
島

酒
種
竹
　
　
中
岩
坂
　
一削
坂
小

常 四

昭

最

紀

一
隆

吉
順
好

昭
邦彦
一男

山中

那須

白井

仁敏

喜一

伸 明

筈棗 讚界
山
條
井

坂
上
青

彦
治
史

邦
榮
芳

生
巳
之

宗
克
康

木々
一万
山

佐
花
中
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②研究要旨

信楽陶器産業における商品開発支援システムの開発 (第 2報 )

技術第一科

技術第二科

信楽窯業技術試験場

技術第一科

技術第二科

技術第一科

Yasutaro Kawa■ lura

Eiji Ogawa

Masahiko Nogaml

Ryuzou Takal

Takashi Nakajima

Tetsuya Ootanl

河村

/Jヽ )||

野上

高井

中島

大谷

安太郎

栄司

雅彦

隆三

孝

哲也

信楽陶器産業の商品開発支援を目的に、簡単な操作性 と分散処理機能を持つた 「陶器CGシ ミュレーショ

ンシステム」 とマルチメディアを活用 した 「ノウハ ウ情報の提供システム」による商品開発支援システム

の開発を行なつた。

陶器CGシ ミュレーションシステムでは、作成出来る形状を回転体に絞ることで簡単な操作性を実現 し、

ロクロロ等の表面の凸凹形状を釉薬 (色・微細な凹凸)と 分けて選択式とすることで、簡単な操作で リア

ルな陶器のCG表現を可能 とし、さらにプログラムを」avaアプレントとして開発することで、安価なヨンピ

ュータから利用可能な、プラットホームを限定しないシステムとすることが可能 となった。

また、ノウハ ウ情報提供システムでは、試作・制作へ と商品開発を進めるにあたって必要な情報のデー

タベース化 と、その情報提供技術の開発を行つた。本成形工程を中心に作業手順のビデオ撮影 とそのデジ

タル化を行い、釉薬テス トピースについても原料、焼成条件、画像等のデータベース化を進め、検索シス

テムを実現 した。

筋力補助器具の開発と評価に関する研究 (第 3報 )

深尾

山下

河村

典久

誠児

安太郎

Norlhisa Fukao

Sel」 l Yanashita

Yasutaro Kawamura

高齢化社会への対応が急がれている今日、新しい技術を利用し高齢者や障害をもつ人の自立を支援する

対策をとることが望まれている。人は、年を取るにつれて重量物を持ち上げて移動させる能力が低下する。

また、下肢に障害を持つ人は、健常者と比較して腕の到達範囲が制限される。さらに、足腰の自由度が制

限されることから、物を持ち上げることのできる重量にも制限がある。本研究ではこれらの点を踏まえて、

下肢に障害を持つ人や高齢者の日常生活における、把持動作あるいは運搬作業を補助する機器の開発を目

指す。本年度は、昨年度までの研究の結果をもとに、日常生活で用いる重量物を搬送するための日用品搬

送補助装置と事務作業における文具等の軽い物を把持するためのステーショナリー型リーチャーの第 2次

試作を開発した。

電磁波遮蔽材料の特性評価に関する研究

技術第一科 木村 昌彦  Masahiko Kimura

電磁波ノイズが重大な障害を引き起こすようになつて、ノイズ遮蔽が大きなコア技術として多方面の研

究がなされている。本研究では、電磁シール ド材料のの性能評価において、従来から用いられているいく

つかの測定法のlGHz超 帯域の特性を明らかにし、その問題点を考察した。また、遠方界でのシール ド

特性をTEMセ ルによる場合とその他の方法による場合とで比較検討した。
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シンクロ トン放射 (SR)光 利用によるLIGAプ ロセスに関する研究
一LIGAプ ロセスを利用した超精密加工技術 (第 2報 )一

技術第一科 ∠〉封童  浮言貴蛍    Takashi lmamichi

マイクロマシンの製作技術として期待されているLIGAプ ロセスでx線源として高強度で透過性・指
向性の良いSR光を用いることにより、アスペクト比の大きな形状を作製可能となる。このプロセスで利
用される材料は金属、セラミックス、プラスチックなど選択範囲が広く、超精密部品、高機能マイクロセ
ンサなどの開発に大いに期待されている。しかし、この技術の有効性は確かめられ、プロセスに関する研
究は多く行われるようになってきたが、実用化に向けた研究は十分でなく検討をさらに行 う必要がある。
本研究では超伝導小型 SR装置の利用によリマイクロマシン分野でのLIGAプ ロセスの確立を目指し、
実用化に向けた検討を実施 した。

表面改質処理材の特性評価に関する研究
―プラズマ溶射材の大気中および腐食環境下での疲労強度特性について (第 3報)一

技術第一科 今道 高志  Takashi lmanichi

材料の表面改質は耐熱性、耐食性、耐摩耗性などの特性を向上させる有効な手段 として広 く利用 され、
より過酷な条件下での使用を可能にする技術 として多くの分野への応用が期待 されている。 しかし、これ
ら技術には異質な材料での表面形成や従来技術の複合化等、複雑な要因が増加 している。本研究では表面
改質処理材の強度特性を明らかにすることを目的とし、これまでに行った大気中および腐食環境下で回転
曲げ疲労試験結果について、破面観察等の解析を実施 した。

自動制御弁の用途開発に関する研究
―粉末供給システム用の自動制御弁の試作について一

技術第一科     酒井 一昭

株式会社カオス   種岡 一男

滋賀県技術アドバイナ―゙ 竹下常四郎

Kazuaki Sakai

Kazuo Taneoka

Tsuneslrou Takeshita

自動制御弁は、化学プラン トをはじめビルの空調用、生産設備や搬送関係などで使用され、配管内の流
体を調節するとい う重要な役割がある。

本研究では、原材料の粉末を供給するラインにおいて、不安定となつている粉末供給状態の改善を目標
に、自動制御弁の試作を行った。              .

ドライプロセスによる高分子材料の表面改質に関する研究 (lV)
一ポリプロピレンフィルム/アルミニウム蒸着薄膜の接着性に及ぼす紫外線照射の影響一

技術第二科

株式会社麗光

株式会社麗光

Yoshiki Nakamura

」un― ichi lwai

Yoshitaka SakamOtO

中村

岩井

坂本

吉紀

順一

好隆

これまでアルミニウム蒸着ポジプロピレンフィルム(PP/Al)の 接着性に及ぼす酸素プラズマ処理の効果と
その機構について報告してきた。プラズマ処理は処理効率は高いと考えられるが、通常は真空雰囲気を
必要とする。一般にドライプロセスのうち大気中での処理が可能なものとして、コロナ処理と紫外線(UV)処
理があげられる。本研究では、PPフ イルムにUV照射をおこない、それらがPP/Alの 接着性に及ぼす影響に
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ついて検討した。PP表 面の変化を接触角およびXPSで分析するとともに、UV処理とプラズマ処理の相違 に

ついて も考察 した。

UV処理によりPP表 面に導入された酸素官能基は、PP分子と酸化されたアルミニウム表面間の結合に重

要な役割を果たす と考えられる。UV処理の場合、酸素の導入速度はプラズマ処理に比べて遅く、最大酸

素量 (約 17%)に達するのに長時間を要した。一方、ラジカル生成に起因するPP主 鎖分子の切 断反応は

逆に起こりやすいため、最大接着強度はプラズマ処理の場合に比べて低かつた。これはプラズマ処理が主

として表面反応であるのに対して、UV処理は光反応であり、フィルム内部での反応が起こりやすいためと

考えられた。

光触媒機能を応用 した水質浄化技術の実用化研究 (第 3報 )

技術第二科     前川

坂山

立命館大学理工学部 小島

昭   Akira Maegawa

井円を多  Kunihiko Sakayama

一男  Kazuo Kojima

光触媒の持つ高い酸化力と還元力を利用すれば水中の有害物質や汚染物質の分解除去が可能であり、排

水処理や半導体洗浄用の超純水の製造などに光触媒を利用する可能性が期待できる。現在は、光触媒機能

を持つ半導体の研究が酸化チタンを中心に行われており、実用化されたものも多いが、より以上の高機能

化が求められている。そこで、本研究では水処理分野に応用すべく取り扱いやすい光触媒薄膜の高機能化

と新 しい光触媒を持つ化合物の作製方法を検討した。その結果、酸化チタン薄膜に金微粒子を含有するこ

とにより光触媒機能が増加することがわかった。また、新たに光触媒活性の持つ化合物を見出した。

低弾性層を有するハイブリッドFRPの 曲げ特性について

技術第 科   山中 仁敏  Masatoshi Yamanaka

高弾性PAN系炭素繊維―アルミナ繊維強化ハイブリンドFRPで、他繊瀧強化層間に低弾性率層を有

するFRPと有さないFRPの 曲げ試験を行なった。その結果、低弾性率層を有無に関わらず破壊はCF
RP層のハイブリンド比が低い試料については引張側のAFRP層 から徐々に破壊し、ハイブリッドの高

い試料については圧縮側のCPRP層 とAFRP層 の界面からCFRP層 にクラック生じ破壊した。曲げ

弾性率については低弾性層の影響により低弾性率層を有するハイブリンドFRPは低下した。しかし初期

破壊ひずみは、熟膨張から起因すると考えられる内部応力を低弾性率層が緩和するため大きく向上し、弾

性率の低下の影響を越え初期破壊強度を向上させた。

カーボンブラックによるポリエチレン樹脂の導電性付与に関する研究 (2)

技術第 不や     刃[勿買  甲峯―一  Yoshikazu Nasu

カーボンブラックをポジエテレン樹脂に溶剤中での混合を行い、導電性を付与したポリエチレン樹脂を

作製 した。カーボンブラックの添カロ量により導電性が急激に変化するパーヨレーション現象を利用した、

応力や温度の検知方法の検討を行つた。また、この樹脂と一般の樹脂との複合化により、センシング機能

を備えた樹脂材料の開発手法について検討を行つた。

遺伝子組換え食品の検出法

一除車剤耐性ダイズの微量・迅速な検出法について一

技術第二科   白井 伸明 Nobuaki Shirai
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遺伝子組換え技術によって作られた除草剤耐性ダイス (glyphosate― tolerant soybeaniGTS)を 検出する方

法について検討 し、0,01g(1/16粒 程度)の極少量のサンプルから判定できることがわかつた。国産ダイズと遺

伝子組換え体が含まれると予想 される北米産のダイズを使用 し、 1粒のダイズの一部を用いて薬剤 ntJ性 を与

えるために導入された遺伝子の有無をPCR法により検出し、残 りを栽培 した苗に対 して除草剤 (glyphosate)に

よる薬剤耐性試験を行 うことが可能であった。今回、実験に使用 した北米産ダイズには除草剤耐性ダイズが

約 9%含まれていた。

伝統産業彦根仏壇と現代デザインの融合化研究

滋賀県彦根市は大型仏壇を主力 とする仏壇産地である。近年、彦根仏壇業界は住宅事情などによる消費

者ニーズに合わせた中型や小型仏壇の開発などを行つてきたが、年間 55億円前後の売上高が続いてお り、

伸びていない。職人の技術は高度で完成 してお り、商品としての価値は十分に備えてる。では、なぜ売上

げが伸びないのか。

本事業は、産学官およびデザイナーが連携することによって、彦根仏壇業界の抱える問題を抽出 。解決

し、仏壇業界の活性化を目的としている。

本年度はまず、産学官およびデザイナィが連携できる研究会 “虹の匠研究会"を設置 し、そこで彦根仏

壇のプロモーションの拠点ともい うべき
｀
仏壇館構想"を提案 した。また、消費者ニーズの把握のためア

ンケー ト調査を行い、さらに仏壇館構想実現のために、彦根市商店街空き店鋪調査を行つた。

環境汚染物質計測用セラミックス薄膜センサの開発研究 (第 2報 )

技術第二科

滋賀県立大学人間文化学部

誠児  Seijtt Yamashita

慎介 Shinsuke Omoya

KunihikO Sakayama

EijI Kam■ 」o

Yoshifumi  Aoi

坂山

上條

青井

山下

面矢

邦彦

榮治

芳史

近年、環境問題が大きく取 りだたされている中、環境モニタリングの必要性 も重視 さえるようになつて

いる。本調査においては、大気汚染物質 (N Ox、 S Ox、 C02等)と水質汚染物質 (リ ン、窒素、塩素)

に着 目し、より簡単に測定できるセンサを開発することを目的とする。

本年度は、有機色素がフリー塩素によって発光するとい う現象を利用 し、セラミックス薄膜に有機色素

を固定化することによって、センサーとして活用できないか検討するために、 S i02薄膜への有機色素の

固定化および発光性を調べた。結果、有機色素自体では発光が認められたが、 S i02薄膜に有機色素を固

定化 した場合は、発光が認められなかつた。

放射光表面励起反応を用いた新素材創製の研究

技術第二科

龍谷大学理工学部

龍谷大学理工学部

技術第二科

立命館大学理工学部

立命館大学理工学部

佐々木宗生 MuneO Sasaki

花元 克巳 Katulli Hanamoto

中山 康之 Yasuyuki Nakayama

メモ リや圧電素子などに実用化 されているチタン酸 。ジルコン酸鉛 (PZT)強 誘電体薄膜に放射光

(SR)を照射することにより、これ らの材料の表面改質を試みた。XPS、 SEM、 XRFお よびXRD
を用いて分析・評価を行つた結果、SRを強力に照射 した試料は酸素が脱離 し、金属元素についても脱離が

起こっていることがわかった。弱く照射 した試料は結晶化することがわかった。SR照射の条件 と結晶化の

メカニズムについては、引き続き検討 していくことが必要である。
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2口 共 同研究・研究委託 および研究生等受託

(1)共 同研究

期    間 担  当 科機  関  名 研   究  テ マ

6.4.1～ 技術第二科大阪工業技術

研究所

機能性薄膜の精密 コーティング技術

高圧下での酵素反応 を応用 した機能性

食 品素材 。医薬 品材料の開発 に関す る

研究

7, 4, 1- 技術第二科立命館大学

8. 4. 1～ 11. 3.31 技術第一科

技術第二科

広 島県東部工業技

術セ ンター他 2機
関

高齢者 の生活 を支援す るためのADL
(日 常生活動作)評価技術 に関す る研

究

8, 4.  1- 技術第二科立命館大学 プルーグル法によるフォ トニクス材料
の作製に関する研究

8. 4. 1～ 11, 3.31 技術第二科立命館大学 光触媒機能を応用 した水質浄化技術の

研究

8, 9,30-11, 9.29 技術第一科爛カオス

新東ブレータ榊

ブラス ト加工によるエ ッチング方法に

関する開発

9, 4.  1- 技術第二科龍谷大学 環境汚染物質計測用セラミックス薄膜
センサの開発

9, 4. 1-

9, 4. 1-

技術第一科

技術第二科

立命館大学

SR光利用によるLIGAプ ロセスに

関する研究

放射光アブレーシ ョンによる新機能薄

膜の創製

9,10 技術第二科帥 IST 耐熱性樹脂 をマ トリックス とした CF
RPの 研究

H9～ 11年度 技術第二科フ
゛
ラン

｀
ル 'オク

゛
ランテ

S

ドスール (RS)サ Hヽ

科学技術振興財団

RS州産天然資源を活用 した環境汚染

防止技術の研究

技術第一科

技術第二科

信楽窯業技術

試験場

信楽焼陶器産業 における商品開発支援

システムの開発

9. 4. 1～ 11. 3.31近畿地 EXI公 設試験

研究 10機 関

10. 4。  1～ 技術第二科滋賀県立大学 彦根仏壇産業の活性化研究

技術第二科10, 8,10-棚住吉製作所 管路補修システムに関する研究

10.12.21″ ‐12. 3.31 技術第一科停勲昭]下「lエンシ
｀
エア)ンク

゛

職業能力開発大学

校

非 円形歯車を用いた機械装置への応用

技術 の開発
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(2)研究委託

委 託 先 研 究 テ マ 期   間 担  当 科

龍谷大学 セ ラ ミックス薄膜 によるセ ンシング

機能 に関す る研究 (Ⅱ )

10, 6.12-11, 2.28 技術第二科

立命館大学 光触媒無機半導体を含む機能性薄膜

の機能性評価に関する研究

10. 7. 1-11, 2.28 技術第二科

(3)県 内商工関係四場所技術研究会

商工関係試験研究機 関 (工業技術総合セン ター、東北部工業技術セ ンター)が互いに密接 な連携

を図 り、県内企業の技術ニーズに適合 した試験・研究・指導事業を実施 してい くため、下記の研究

会 を設置 しています。平成 10年度の活動状況 は次の とお りです。

ネ ッ ト ワ ク 研 究 会

実 施

日 10.4.22 10.6.24 10.9.16 10,11,11 11,1.20 11,3.24

開催

場所

東北部工業

技術センター

(彦根 )

工業技術総合

セ ンター

(信楽 )

東北部工業

技術セ ンター

(能 登川 )

工業技術総合

セ ンター

(栗東 )

東北部工業

技術セ ンター

(長 浜 )

東北部工業技

術セ ンター

(彦根 )

(4)研究生受託

(5)海 外研修生受託

機  関 為 研  究  テ マ 期 間 担  当 科

安全索道 株式会社 1.有限要素法 による応力解析

2.「滑車、溶接構造物設計疲労曲

線」の構築

10. 6. 1～ 11. 3。 31 技術第一科

アル メタックス 株

式会社

1。 T102を 用いた光触媒 タイルの薄

膜形成法の開発

2.光触媒薄膜 の薄膜特性 に関す る

研究

10.10,16-11. 3,31 技術第二科

日本 ジ ョン・ クレー

ン 株式会社

高圧発熱下にお けるメカニカルシー

ル フランジの三次元応力解析

10.10, 1～ 11, 3.31 技術第一科

国 名 氏   名 マ研  究 テ 期   間 担  当 科

な し
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(6)学外実習生受託

(7)研究交流

実 習 テ マ 大 学 名 氏   名 期   間 担  当 科

X線透過検査装置か ら出力 され る

画像データのフォーマ ッ ト変換

龍谷大学理工学部 阪 田 剛史 9, 8.24

～ 9,9,11
技術第一科

炭素繊維 ―アルミナ繊維強化一方 向ハイ

フ・ルド複合材料の曲げ特性

尾高 一成 技術第二科

様 々な機器 を使 つた高分子化合物

の性質・挙動 について

上 田中隆志 技術第二科

機  関 名 研  究  テ マ 期   間 担 当 科

立命館大学 ０

０

０

０

０

5,26
8,  7

10,  8
10.23
11.20

技術第二科放射光 を用いた導電性高分子薄膜 の作製

立命館大学 LIGAプ ロセスによるマイクロアクチュエー
ターの製作

０

０

０

０

５

６

０

１

３

０

９

０

１

１

２

１

10.31
技術第一科
技術第二科

立命館大学 高圧測定用小型圧カセ ンサの開発 10
10
10

５

９

９

１

０

１

２

１

１

10 21
技術第一科
技術第二科

技術第一科
技術第二科

立命館大学 振動子の形状剛性変化 を利用 した振動式加速度
セ ンサの試作

10
10

.29
,30

立命館大学 単電子 トランジスタの作成

単電子 トランジスタの作製プロセスに関する研
究

1 6.  8
10. 6.17

10,11,19

技術第二科

龍谷大学 ゾルグル法による撥水性・帯電防止膜の作製
０

０

０

０

０

１

６

４

々
Ｘ

と

つ
争

上

′
９

７

Å

υ

９

，

技術第二科

10. 9. 1′ ‐10.31
10,11,27

技術第一科
技術第二科

立命館 大学 X線マスクの開発

10, 9, 7-9。 17 技術第一科立命館大学 3次元加 工手法の基礎研究

技術第二科聾話学校 ホームページデザイ ン とデジタル配信 10,10. 6-12.10

MOMBE法 によるTBAsを 用いたⅢ―Ⅳ族
化合物半導体におけるキャリア密度の制御

９

５

６

８

技術第二科龍谷大学

立命館大学 ポ ジステレンラテックスのキャラクタジゼーシ
ョ ン

10,10,29
10,11,11
10,12, 9
10,12。 18

技術第二科

人幡工業高校 VRMLに よる建築空間の表現 10.10.30-11.25 技術第二科

立命館 大学 サブミクロンLIGA 10.11.18 技術第二科

3Dソ フ トの活用 10.12. 2-12. 4 技術第二科聾話学校

立命館大学 重金属補捉剤に関する研究 10,12. 8 技術第二科
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機  関 名 研  究 テ マ 期   間 担 当 科

立命館大学 SiCの H十注入 による薄膜剥離

水素注入 したSiCの 結晶評価

10.12.14

11, 2. 2

技術第二科

龍谷大学 Si基板上へのGaAsの 自己形成量子 ドッ トの作製

Si基板上へのGaAs、 InAsの 量子 ドッ トの作製

10.12,22

11, 1. 5
11。  1. 6

技術第二科

龍谷大学 Si基板上のGaAs/1nAsの 量子 ドッ ト形成

Si基板上へのGaAs/1nAsの 量子 ドッ トの成長

7
8

11, 1.18

技術第二科

立命館大学 堅畠彙稗τ宅奏舟
ホウ酸ガラス中における13~の 11 10 技術第二科
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3.研 究 発 表 等

①学会誌等発表

②学会等研究発表

学  会  名 学  会  誌 発 表 者発 表 題 名

ボロ本［Ｈ
△
芸

＞
学

社
ト

ｒ
ヽ
ツ

日本 ロ ボ ッ ト学 会 誌

Vol。 17 No.2 pp.162
-165, 1999

深 尾  典 久の
説

卜
解

ン

＜

ボロ 教 示 と学 習

記 事 )

日本 接 着 学 会 誌

Vol.34(5),199
(1998)

中 村  吉 紀面
表
学

界
子
化

の
分
面

着
高
界

接

一
の

化 学
面 と金 属 薄 膜

日本 接 着 学 会

白 井 伸 明

他
Safety Assessment of
Genetically Engineered
Food:Detection and
Monitoring of Clyphosa
te― Tolerant Soybeans

日本 農 芸 化 学 会 Biosci.Blotechnol
Biochem.,62(7),
1461-1464,1998

佐 々 木 宗 生

他

Annealing effects on
the hardening of elec
troless plated Ni― P

layer by boron
implant

Nucl. Instr, and
Meth. B145(1998)
391-394

会   場 年 月 日 発 表 者発 表 題 名 主 催 機 関 。峯 称

北海 道 大 学 1998,
9.18-2
0

深 尾 典 久ピ

対

運

ン
る

と

イ

す

現

的

有

表

械

を

性

機

ス
特

形

ン

の
御

線

ダ

物

制

非

一
象

動

第
学

ンボ口
　
△
芸

本

演
日
講

回
術

６
学

「上
△
ム

ト

中村 吉 紀International
symposium of smart
polymer in industry
and mediclne

神 戸 市
ベ ア ー レ神

戸

1998.
6.5-6

Partial surface de
gradation of poly―
propylene film by
oxygen plasma and
its effect on the
adheslon tO a vacu
um― deposited
aluminum film

1998,
6.25-
26

中 村 吉 紀

他△
芸

大

会

次

学

年

着

回

接

６

本

３

日
第

(同 学 会 にて平 成 9年
度 論 文 賞 受 賞 )

学

市

大
田
西

吹

関
と
゛
エルト

'メ

トキンシランσ9フ
°
ラ

ス
Sマ

重 合 がホ
°
リフ

°
,と

°
レ

ンフィルム/アルミユウム弟蕉完争講事
膜 の接 着 性 に及 ぼす

効 果

中村 吉紀東 海 機 能 性 材 料研 究会 浜 松 市
ク,エ

ート浜 松

1998
8. 5,

高 分 子 の表 面 改 質 と
フ ィル ム /金 属 蒸 着
膜 の接 着 性

館
都
会

京
評

東
総

1998.
10.27

中 村 吉 紀メタライン
゛
ンク

゛
にお け る

高 分 子 と界 面 制 御
第 15回 高 分 子 学 会 表 面

研 究 会 講 座
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発 表 題 名 主 催 機 関・ 名 称 会   場 年 月 日 発 表 者

表 面 処 理 し た フ ィ ル
ム の 表 面 及 び 内 部 の

ESCA,SIMS分 析

ン

イ

イ

ア

テ

フ

一

・　
ヽヽ
ヽ

ク
ズ

ツ

一

バ
ザ

ル

一

ア

ユ
グ

大 阪 市

新 大 阪 ワシント
ンホテル

1998.
11.27

中 村 吉 紀

New Development of
Regenerated Silk
Fibroin Fibers .

テ キ ス タ イ ル ア ジ ア
' 98

インテックスぅ('反 1998.
10.14-
15

山 中 仁 敏

口印
導患
　ニ

の

・・
モ

糧
価

の

食
評
物

換
性
作

転
全
換
グ

子
安
転

ン

伝
と
子
ヅ

遺
質
伝

タ

△
【

△
零
一人

学

度
化
年

士芸
ｏｏ

農

９

本

９

日

１
名 古 屋 市

名 城 大 学

1998,
3.31-
4,3

白井 伸 明

他

α―ア ミ ラ ー ゼ に よ
る マ ル トオ ヅ ゴ糖 の

加 水 分 解 反 応 に 及 ぼ

す 圧 力 の 影 響
一 高 圧 下 で の 実 験 と
モ デ ジ ン グ シ ュ ミ レ
ー シ ョ ン

日本 生 化 学 会

第 71回 日本 生 化 学 会
大 会

際

市

国

屋

屋

場

古

古

議

名

名

会

1998,
10.14-
17

明
正
進
他

伸井
本
川

白
松
松

を 用 い た

子 薄 膜 の
電
製

導
作

光
分

射
高

放
性

第 59回 応 用 物 理 学 会
学 術 講 演 会

広 島大 学 1998.
5.15-
18

佐 々 本

宗 生

他

水 素 イ オ ン 注 入 に よ

る SiCの 薄 膜 剥 離 評
価

第 59回 応 用 物 理 学 会 学
術 講 演 会

広 島 大 学 1998.
9.15-
18

佐 々 木

宗 生

他

水 素 イ オ ン 注 入 に よ
る SiCの 薄 膜 剥 離 評
価

SiC及 び 関 連 ワイ ドギ

ャ ップ 半 導 体 研 究 会 第
7回 講 演 会

繊士パエ
学

都

大

京

維
1998.
11,12-
13

佐 々 木
宗 生

他

ヨ
膜

シ
薄

一
材

レ
素

ブ

新
ア

る

光

よ
製

射

に
創

放

ン

の

門

質

部

改

労

面
会

疲

表

科

会

回
分

学

Ｈ
究

料

第

研

材

会

度

本

員

強

日
委

材

業

セ

エ
合

県

総

一

賀

術

タ

滋

技

ン

1999.
3,11

佐 々 木

宗 生

他

材新

状
嬌
現

け

の

お
究

に
研

県
製

賀
創

滋
料

大
会
研

館
究
プ

立 命

所 研
ル ー

学 理 工 学 研 究
SRア フ

゛
レーショング

究 会

立 命 館 大 学 1999
3.24

佐 々 木

宗 生

他

放 射 光 照 射 に よ る フ
ラ ー レ ン 薄 膜 の 作 製

第 46回 応 用 物 理 学 関係
連 合 講 演 会

東 京 理 科 大
学

1999.
3.28-
31

佐 々 木
宗 生

他

Cイ オ ン を 注 入 した I

n208薄 膜 の 電 気 特

性

回 応 用 物 理 学 関係
講 演 会

第 46
連 合

東 京 理 科 大

学

1999,
3,28-
31

佐 々 木
宗 生

他

同 軸 型 パ ル ス 真 空 ア
ー ク 放 電 に よ る 高 精
度 蒸 着 法

電 気 学 会 放 電 研 究 会 1998,
12.15

佐 々 木

宗 生

他
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③工業技術連絡会議関係研究会等発表

会   場 年 月 日 発 表 者発 表 題 名 主 催 機 関 。柔 称

1998,10。
22

昭
之

一
勝

井

山

酒
中

件
す

条
ぽ

削
及

旋
に

の 寸 法 形 状

影 響

機 械 金 属

第 24回
術 研 究 会

技

△
〓
航側

部

評

合

端

連

先

保

ン

易

セ

簡
養

和
保

一

石
険

タ

1998,11
5

深 尾 典 久機 械 金 属 連 合 都

第 13回 メ カ ト

ク ス 研 究 会
ニ

△
言
ロ

業

セ

エ
合

県

総

一

賀

術

タ

滋

技

ン

制

応

習

の

学

そ
の
と

へ
用

卜

適
ン
の

ボ

法
口
御

用

1999.2.1
7

深 尾 典 久△ム競副
△
ボ

合

流
連

交
属
究

金

研
械
畿

機

近

北
術

東

技

一

県
業

タ

賀

正

ン

滋
部

セ

ク

に
二
み

口
組

卜

り

力

取
メ

の

ス 研 究
つ い て

1998,10
1-2

1999.2.2
2-23

久

児

典

誠
尾

下

深

山
業
会

事

議

究
協

研
進

発
推

開

回

術

１

技

第

壮未
本
ム

事

議

究
協

研
進

発
推

開

回

術

２

技

第

福 岡 県 工 業

技 術 セ ン タ

鳥 取 県 産 業

技 術 セ ン タ

力
評

筋
と

補

価

発
究

開

研
の
る

具

す
器
関

助
に

御

講

制
表

ム
発

テ
究

ス
研

彰ン
△
言

回
学

４２
報

会

第
情

演

京 大 会 館 1998.5
20

小 川 栄 司馬
軸

紳

一

に
自

よ
定

御

の
に
推

制

炉

数

の

イ
成

関

気

ジ

焼

関

囲

ア
器

相

雰

フ
陶

一
内

近 畿 通 商 産

業 局

1998。 10

27
小 川 栄 司理

ク
認

処

ン
の

像
チ
ク

画

ス

一

に よ る プ ラ

材 質 表 示 マ

識

近 畿 地 方 公 設 試 テ ク

ノ リサ ー チ ヨ ン フ ァ
レ ン ス '98

1998,12
10

小 川 栄 司年
会
流

１０
部
交

成
方
究

平
地
研

度 電 子 近 畿

電 子 技 術

会

奈 良 県 工 業

技 術 セ ン タ
遠

よ

て

隔 講 義 シ ス テ ム に

る研 修 実 験 に つ い

白井 伸 明
愛

市

ス

屋

リ

古

イ

名

ア
知

1998.10
29

遺 伝 子 組 換 え食 品 の

検 出 法 :大 豆 に お け

る 実 施 結 果 に つ い て

工 業 技 術
命 工 学 連

第 12回 中
方 部 会

生議

　

地

△
言
△
ボ
戴顧

絡

部

近

連

合

部
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4 職員の技術研修

(1)中小企業大学校への派遺

(2)工 業技術院関係会議

研 修 コ ス 期 間 派 遣 者 名

中小企業施策担当者研修課程 (1週 間コース)

～知的all造 時代における技術の役割～
10.4,20 - 4.24 中村  吉紀

公設試験研究機 関管理者等研修課程
～公設試験研究機関 トンプセ ミナー～ (3日 間コース)

10,7。 22 ～  7.24 中山 勝之

中小企業技術指導員研修課程 先端技術
新材料 (lヶ 月コース)

10,11.17-12,15 坂 山 邦彦

△
ボ 議 名 開催地 期 間 出 席 者 名

工技院生命 工学連合部会 中部近畿地方部会 大津・革津 10, 4,23～ 24 松川

山中

那須

白井

坂 山

進

仁敏

喜一

伸 明

邦彦

工技連機械金属連合部会 北九州 10. 5.21′W22 河村安太郎

工技連物質工学連合部会近畿地方部会 奈  良 10, 5。 26 中村  吉紀

工技院第 45回 窯業連合部会 大  阪 10, 5。 28 山下 博 志

工技連資源環境連合部会総会 米  子 10. 6. 3～  5 前川  昭

工技連電子連合部会 橿  原 10, 6, 4～  5 中山 勝之

第 31回 近畿地方工業技術連絡会議企画委員会WG 大  阪 10, 6.19 森 下 善次

工技院生命 工学連合部会総会 静  岡 10. 6.11′～ 12 白井  伸 明

第 71回公 立鉱工業試験研究機 関長協議会総会 芦  原 10。  6.11～ 12 山下 博志

工技連機械金属連合部会近畿地方部会 池  田 10. 6.16 松 川  進

工技連物質工学連合部会 つ くば 10. 6,18-19 中村  吉紀

工技連機械金属連合部会メカ トロニクス研究会 つ くば 10. 6.23-24 河村安太郎

近工連化学専門部会 大  阪 10,  7.  2 山中 仁敏

近工連資源乗境部会 大  阪 10,  7.  2 坂 山 邦彦

工技連物質工学連合部会デザイン分科会 能登 島 10, 7. 2- 3 野上 雅彦

全 国公設研究機 関事務連絡会議 大  官 10。  9, 1～  2 森 下 善次

工技院電子連合部会電磁乗境分科会、 EMC研 究会 河 口湖 10, 9.17-18 山本  典央

近工連化学専門部会 奈  良 10.10. 2 山中 仁敏

工技連電子連合部会 コンピュータ応用分科会 近江人幡 10i10. 8- 9 松サ||

中山

木村

今道

山本

藤 井

進

勝之

昌彦

高志

典央

利徳

工技連電子連合部会近畿地方部会 大  阪 10,10,21 木村  昌彦

工技連機械金属第 27回 計測分科会 石  和 10,10.21-23 酒井  一昭

工技連物質工学連合部会デザイン分科会 千  葉 10,10,26-27 野上 雅彦

近工連テ クノ ツサーチ コンファレンス '98 大  阪 10.10。 27 河村安太郎
小川 栄司
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△

議 名 開催地 期 間 出 席 者 名

那須  喜一工技連物質工学連合部会第 36回 高分子分科会 広  島 10。 10.29-30

工技院生命 工学連合部会第 12回 中部近畿地方部会 名古屋 10.10.29 白井 仲 明

工技連機械金属連合部会メカ トロニクス研究会 草  津 10.11. 5～  6 中山 勝之

河村安太郎

酒井  一昭

深尾 典久

藤 井 利徳

工技連物質工学連合部会近畿地方 部会デザイ ン分科会 草  津 10.11。 24 松川  進

工技連機械金属連合部会近畿地方部会 和歌 山 10。 11,25 松 川  進

京  都 10,11,25 谷 弥寿男近畿地方公設試 験研 究機 関事務長会議

工技院資源環境連合部会秋季近畿地方部会 上  郡 10.11。 27 白井  伸 明

工技連電子連合部会近畿地方部会電子技術研究交流会 奈  良 10.12.10 小川 栄 司

大  阪 10,12,11 佐 々木宗生Eあた勝名聟罠卦竃遇gモ)菩 季ヽきファインセラミックス分科会セラミックスセンサ中研究会

近工連窯業連合部会 池  田 11. 1.20 山下 博志

工技連物質工学連合部会デザイン専門部会 大  阪 11. 2, 2 野上 雅彦

工技院生命 工学連合部会 ニューバイオ技術検討会 つ くば 11. 2. 4～  5 白井  伸 明

東  京 10, 2. 10 山下 博志第 39回 工業技術連絡会議総会

工技院近畿地方部会研究交流会 彦  根 11. 2,17 深尾 典久

大  阪 H,3.12 山下 博志第 83回近畿地方工業技術連絡会議

(3)そ の他 の技術研修等

期    間 出 席 者 名△
ボ 議 名 開催地

日本農 芸化学会 1998年度大会第 6回農芸化学シンホ
°
デウム 名古屋 10,4.1～ 4 白井 伸明

大  阪 10. 4.15-16 白井 伸 明酵素構造解析システム講習会

放射光産業利用技術懇談会 草  津 10, 4.17 山下 博志

今道 高志

佐 々木宗生

中村  吉紀SRAC講 演会 草  津 10. 4.17

千  葉 10。  4.23-24 木村  昌彦EMC 」APAN'98シ ンポジウム

I一 DEAS DESIGN講 習 大  阪 10, 5,13～ 15 藤井 利徳

藤 井 利徳I― DEAS Simulation講 習 大  阪 10. 5,18-19

草  津 10. 5.22 木村  昌彦電子情報通信 学会 マイ ク ロ波研 究会

スマー トポヅマーに関する国際シンポジウム 神  戸 10. 6. 5- 6 中村  吉紀

東  京 10.  6.  5 白井 伸 明環境バイオテ ク ノロジー研 究会

草  津 10. 6.11 那須  喜一エネルギー・環境セ ミナー

光量子科学技術 フォーラム 大  阪 10. 6,12 河村安太郎

東  京 10。  6.17 今道 高志第 39回 機械技術研 究所研 究講演会

和歌 山 11. 6.18-19 河村  努近畿地 区著作権セ ミナー

10, 6.25-26 中村 吉紀日本接着学会 吹  田

大  津 10,  7.  3 中村  吉紀第 96回プラスチ ックフィルム (高 分子学会)研究会

大  津 10. 7.13′‐15 酒井

深尾

藤井

一昭

典久

利徳

日米 FA国 際会議

10. 7.14 前川  昭ISO/TC207報 告 会 大  阪
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△
奮 議 名 開催地 期    間 出 席 者 名

ISO/TC207/SCl説 明会 東  京 10, 7.21 前川  昭

電子 回路 シ ミュ レー タ ンフ トセ ミナー 大  阪 10,  9。   3 山本 典央

第 1回 アー トテ ックまちなみ協議会報告会 京  都 10,  9.  4 山下 誠児

水環境学会シンポジウム 草 津 10, 9. 8～  9 前川  昭

放射光産業利用技術懇談会 大  阪 10. 9.11 今道 高志

佐々木宗生

リサーチ ヨンプ レックス ヮー キング会議 彦  根 10。  9.18 松川  進

計測機能研究会 名古屋 10, 9。 18 酒井  一昭

次世代電子機器 開発研 究会 京  都 10。  9.25 小川 栄 司

次世代電子機器 開発研究会 京  都 10. 9,30 小川  栄司

IS014001内 部環境監査員養成講習会 大  津 10.10, 6- 7 谷  弥寿男

小川 栄 司

那須  喜一

テ クテ キス タル・ ア ジア 大  阪 10,10。 15 山中 仁敏

第 71回 日本生化学会大会 名古屋 10,10.15-16 白井  伸 明

分析分科会 高  知 10,10.28-29 坂 山 邦彦

匡]膀Xマイクロマシンシンホ
°
シ
ヾ
ウム、 マイクロマシン月甦 東  京 10,10.28-30 今道  高志

エ キスパー トシステム分科会 大  阪 10,10,29 野 上  雅彦

日本 国際工作機械見本市 大  阪 10,10,30 酒井  一昭

日本 国際工作機械見本市 大  阪 10,11. 2 深尾

藤井

典久

利徳

立命館 大学ハイテクリサいチセンタい研究成果報告シンホ
°
シ
゛
ウム 草  津 10,11, 6 中村  吉紀

佐 々木宗生

異業種交流大会・分科会 草  津 10。 11,13 山下 誠児

龍谷大学REC見 学会 大  津 10,11.17 河村安太郎

IPACK研 究会 大  津 10。 11.17 中村  吉紀

ファイ ンセ ラ ミックス関連 団体交流会議 多治見 10。 11.19-20 松 川  進

第 39回 素形材技術担 当者会議 名古屋 10,11.26-27 今道  高志

アルバ ックファイ技術セ ミナー 大  阪 10.11.27 中村  吉紀

ファインセラミックス関連 団体連絡協議会近畿地域連絡会 大  阪 11. 1.20 松 川  進

国際化セ ミナー 草 津 11, 1.22 山下 博 志

谷  弥寿男

山中 仁敏

地域技術政策研修 東  京 11. 1.25-29 河村  努

デザインセミナー 草  津 11. 1,30 松 )||

野 上

山下

進

雅彦

誠児

近畿特許流通 フェア 大  阪 11. 2.23 山下 博志

近畿特許流通 フェア 大  阪 11, 2,24 谷  弥 寿男

滋賀 ものづ くリシンポジ ウム 草  津 11. 3。  2 森 下

中山

善次

勝之

ディスプレイセミナー 阿  山 10.  3.  4 山下 誠児

放射光産業利用技術怒談会 大  阪 11。 3.5 今道  高志

ICPS操 作講習会 京  都 11, 3, 9～ 10 坂 山 邦彦

第 2回 幾何形状評価研究会 水  戸 11, 3.10～ 11 酒井  一昭
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開催地 期    間 出 席 者 名△
本 議 名

那須

山下

喜一

誠児
草  津 H。 3,11科学技術セ ミナー

11, 3.12 中村  吉紀大  津龍 谷大学ハイテ ク リイサーチセ ンター シンポジ ウム

山本 典央京  都 11. 3.17～ 19電磁波 障害対策セ ミナー

北九州 11. 3.19-20 中山 勝之健康福祉用具産業化 フォー ラム、福祉機器展

11, 3.28-30 佐 々木 宗 生野  田第 46回 応用物理学 関係連合講演会

東  京 11 31 前川   昭環境管理規格審議委員会 SCl― SME― WG

(4)海 外派遣

(5)大 学派遣研修

(6)地 域技術指導

期    間 氏   名派 遣 先派   遣   目  的

ブラジル 11,3.6-3,22 山中 仁敏リオ・ グランデ 。ド・ スール州の科学技術振興

財 団 との国際共 同研 究の実施

氏   名派   遣   先 期    間研  修  テ マ

10,4,6-11.3,24
(73日 間 )

深尾 典久立命館大学理工学部 ロボ

ティクス学科

ロボ ッ トの知的制御 について

氏   名期    間研  修  テ マ 派   遣   先

佐 々木宗生大阪工業技術研究所材料

物理部量子 ビーム研究室

10,9,4′彰11,2,26

(15日 間 )

イオン注入技術 を用いた新規材料
の創製に関す る研究

-30-
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3日 技術相談指導

広報・情報提供
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1.業務の企画 B推進

(1)企業化支援棟の竣エ

平成 9年度より地域産業集積活性化法に基づく国の補助を受けて、工業技術総合センター内に

整備を進めてまい りました企業化支援棟は、平成 11年 2月 に完成 しました。

この企業化支援棟は、当センターの付帯施設 として技術開発室 (7室)と 電波暗室 (3m法 )

を有 し、県内企業の技術開発 と産業の振興に役立つよう期待 されているところです。特に技術開

発室は、独 自技術の開発や新製品開発に積極的なフロンティア企業や新規開発業者を育成支援す

るものです。整備 した施設等の概要は以下のとお りです。

企業化支援棟の概要

鉄筋ヨンクリー ト造 2階建

延床面積 : 836.57ポ

防犯設備 : 警備保証会社連動による防犯法式

昇降装置 : 機器搬入エ レベータ 1機

床荷重  : 1階  9,8kN/ド (10ookgf/ド )

2階 4.9kN/話 (500kgf/ポ )

①技術開発室の概要

技術開発や新製品開発に必要な研究スペースを賃貸するものです。

電気設備 : 単相 100V e 3相 200V

給排水設備 :各室内に流 し台設置

LPガス : 各室内に取付 口設置

電話設備 : 各室内に端子盤 (外線 2、 内線 1回線)設置

空調設備 : 個別エアコン設置

使用料 (月 額 )

技術開発室 階 面積 使用料

1号室 (化学 )

2号室

3号室

4号室

5号室

6号室

7号室

lF

2F

3F

4F

5F

6F

7F

51ド

50ポ

50帯

51ド

50ポ

50ポ

42席

91,800円

90,000円

90,000円

91,800円

90,000円

90,000円

75,600円

その他の負担 :光熱水費 (電気・水道・ガス)、 電話回線使用料、その他必要な経費

②電波暗室の概要

電波暗室は外界のあらゆる電磁波を遮断し、測定しようとする機器類が出す電磁波を正確に測
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定するとともに、他の装置から受ける不要電磁波で機器が誤作動 しないかどうかを試験する設備

です。現在は規制により、新 しく開発 される機器や装置は不要電磁波を出さず、他からの妨害波

で誤作動 しないような製品作 りが求められています。このため電波暗室等を用いた電磁波測定や

製品評価が不可欠 となつています。

電波暗室の仕様

3m法による規格測定 (FCCフ ァイ リング、VCCI登 録 )

ターンテーブル (EMI):直 径 2.Om、 最大荷重 500 kg

(EMS):直 径 1.5m、 最大荷重 500 kg

EUT用 電源 (50/60HzCVCF):単 相最大 260V 4kVA

二相最大 440V 12kVA

(2)IS014001の 取 り組み

1,IS014001の 認証取得

国際標準化機構 (ISO)が 定めた環境保全に関する国際規格である環境マネジメントシステ

ム IS014001の 認証を、平成 9年度都道府県レベルで初めて取得しました。概要は下記の

とお りです。

①取得機関 滋賀県工業技術総合センター

②取 得 日 平成 10年 3月 6日 (金 )

③認証機関 財団法人 日本品質保証機構

④経  緯

環境保全に関する国際的な関心の高まりのなか、 IS014001の 認証を取得すること

は国際的な取引条件の一つとして企業の経営に不可欠な要件 となっており、県内中小企業に

とつても認証を取得する必要が高まつていました。

環境熱心県である滋賀県としても、工業技術総合センター自らが認証を取得することによ

リノウハウを蓄積 し、県内企業の IS014001の 認証取得支援に生かすこととしました。

1)平成 8年 11月 よリシステム構築作業開始

2)平成 9年 7月 よリシステムの運用開始

3)平成 10年 2月 13日 登録審査を受ける

4)平成 10年 3月 6日 認証登録を受ける

。活動

IS014001で は、環境 目的および環境 目標を定めて活動することを求めています。当所

の環境 目的および目標は以下のとおりです。

環境 目的 電気エネルギーの削減

環境 目標 電気エネルギーの機器使用・依頼分析金額に対する使用効率を1995年 度を基

準として2000年 度までに5%削減する。

実施部門 全 所 責任部門 管理課

2
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環境 目的 水資源の節約

環境 目標 水資源の機器使用・依頼分析金額に対する使用効率を 1996年 度を基準 として

1999年 度までに 5%削減する。

実施部門 全所 責任部門 管理課

環境 目的 用紙の節約

環境 目標 用紙使用量の増加率を2000年 度までに前年度対比で 0%と する

実施部門 全 所 責任部門 管理課

乗境 目的 特別管理産業廃棄物の削減

環境 目標 特別管理産業廃棄物のうち液体廃棄物の廃棄量を 1996年 度を基準 として

1999年 度までに 5%削減する。

実施部門 技術第二科 責任部門 技術第二科

環境 目的 一般事業ゴミの削減

環境 目標 一般事業ゴミの発生量を 1997年 度を基準として 1999年 度までに

20%削 減する。

実施部門 全 所 責任部門 管理課

環境 目的 ハログン化溶剤の使用を低減化する。

環境 目標 ハログン化溶剤の使用量を 1996年 度を基準として、 1999年 度までに

10%削 減する。

実施部門 技術第二科 責任部門 技術第二科

環境 目的 特定フロンの使用の禁止する。

環境 目標 溶剤 としての特定フロンの使用を 1999年 度までに、撤廃する。

実施部門 技術第二科 責任部門 技術第二科

環境 目的 グリーン調達の推進

環境 目標 県推奨リス ト対象項目のうちリス ト記載品購入金額比率を、2000年 度までに

30%にする。

実施部門 管理課 責任部門 管理課

乗境 目的 IS014001の 取得を推進する。

環境 目標 県内企業の IS014001取 得のための施策を 1997年 度から1999年 度

まで毎年 4000ポ イン ト以上推進する。

実施部門 全所 (協会を除く) 責任部門 管理課

環境 目的 環境関連研究を推進する。

環境 目標 環境保全関連プロジェク ト研究を 1997年 度から2000年 度まで

毎年 1テーマ以上実施する。

実施部門 全所 (協会を除く) 責任部門 管理課

3.普及啓発活動

全国の都道府県機関の中で最初に IS014001の 認証取得を行い、そのノウハ タや経験を

普及啓発する活動を行いました。
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Oセ ミナー・研修会による普及啓発

当所主催セ ミナーの開催      開催回数  12回
参加者総数 650名

他機関主催セ ミナーヘの講師派遣  派遣回数 24回
(主催団体名 :通産省、JQA、 中部通産局、青森県、中小企業事業団、中小企業大学校、

滋賀県環境保全協会、彦根県事務所、鯖江市、水 口町、人 口市市など)

参加者総数 2002名

4.認証取得相談 。視察受け入れ

O視察受け入れ

視察受け入れ回数  74回
国関係

国立環境研究所、国立環境研修所、中部通産局、自治大学校など

都道府県関係

岩手県、愛知県、栃本県、山形県、東京都、鳥取県、二重県など

市町村関係

武生市、人 日市市、金沢市、横須賀市、名古屋市など

その他

地球環境センター、若狭湾エネルギー研究所など

O認証取得相談

相談回数  51回
県下の企業からの認証取得に関する相談を当所または、相手先企業で実施 しました。主な

相談内容は以下のとお りです。

・認証スケジュールについて

・認証取得体制について

。環境影響評価について

。環境法規への対応方法について

。環境関連文書の作成方法について

・環境管理の実務について

・緊急事態の考え方についてなど
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(3)知 的所有権センターの併設

知的所有権センターは、従来特許等の工業所有権情報の閲覧サービスを行つていました地方閲

覧所について、その機能強化とともに整理・統合をはかり、各都道府県が主体となって地域の技

術開発に活用されるよう積極的に工業所有権情報を提供する機関として改組されたものです。

滋賀県では、平成 9年 6月 4日 、特許庁より工業技術総合センターにおいて知的所有権センタ

ーの認定を受け、工業所有権情報の閲覧サービス等を行つており、平成 10年度は管理運営を社

団法人発明協会滋賀県支部へ委託することにより、以下の業務を行いました。

①公報閲覧事業

・公報類の閲覧利用

平成 10年度の利用者は以下のとおりでした。

紙媒体公報

種別 CD‐ROM
公 報

特許・

実用新案
意匠・

商標等
索引・

抄録等
合 計

188 157 2,071閲覧人数 34 592

7,723 52,406複写枚数 30,832 10,656 3,195

・技術分野別 CD― ROM公 報加工・編集

特許庁から毎週発行 されるCD― ROMを 、県内技術ニーズ、研究開発ニーズ、県施策

ニーズから独 自の技術分野を選定して加工・編集 した技術分野別 CD一 ROMを 作成 しま

した。

技術分野 (IPC) 範  囲 収録件数

1,351C02F H10.4～

H107

C04B 〃 72

C08L 〃 2,622

D01 〃 506

A41BoA41H 〃

②特許情報検索に関する指導 。相談事業

一般の利用者が必要な情報を入手し、より効率的に活用できるように、工業所有権情報の

より有益で付加価値のある活用方法や特許情報検索に関する指導相談を行いました。

相談者数 来室471件 、電話 624件、文書 387件  計 1, 482件
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(4)滋賀ファインセラミックスフォーラム

当フォーラムはファインセラミックス技術の向上と関連産業の振興等を目的として、ファインセラミックス関連

メーカーとユーザー、および大学・公設試等が各種の情報を交換 し、相互の連携を図るために産 。学・官が一体と

なって運営されている組織です。

平成 10年度は下記に示すような講演会、見学会、研修会、および情報交流会等を実施 しました。

月 実施 日 事 業 名 事 業 内 容 (概 要 ) 出席者数 場所

4月 4/21 40回運営委員会 9年度事業・決算報告、10年度事業・会計計画、役員等 16名 センター

41回運営委員会 9・ 10年度事業と会計報告および計画案、 27回研修会等 17名 龍 大

総   会 9年度事業・会計報告、10年度事業 。会計計画、規約 。役

員の改正等

37名5月 6/ 3

第 36回例会

(講演)

講 演 「最近の産業政策について」

阪南大学教授 大槻員一氏

37名

7月 7/14
第 27回例会

会員企業への

見学会

「溶および蒸着技術の見学 。研修」

・各種金属およびセラミックス溶射技術紹介

・ コーティングおよび硬度機能性フィルム技術紹介

37名

シンコー

メタ)ヨン

麗光

7月 7 / 24

第 1回若手会員

によるフォーラ

ム活性化検討会

第38回例会 (若手会員による泊まり込み研修会について)

今後の進め方 (日 程 。場所等) 14名 センター

センター42回運営委員会 例会順序、中級研修、38回例会、地域賞等審議 9名

第 2回若手会員

活性化検討会

第38回例会 (若手会員による泊まり込み研修会について)

実施計画 。内容等

14名

35名 〃

8月 8 / 25

第 37回例会

(技術講演)

(財)フ ァインセラミックスセンターの

研究成果普及セミナー  2題      (後 援)

。マイクロ波誘電体セラミックスの評価

・燃料電池研究の動向とセラミックスの利用
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月 実施 日 事 業 名 事 業 内 容 (概 要 ) 出席者数 場所

8～

9月

8/27、

28、 9/1

第 28回研修会

(中級研修)

テーマ : 無機薄膜の作製と評価技術

°～Ti02、 Ti等のスパッタ成膜実験～

5名 龍大

センター

9月 9 / 28 第 3回若手会員

活性化検討会

12名 龍 大

11月

11/ 12

13

第 38回例会

(泊 ま り込み

研修会)

「滋賀FCF若手のネットワいク作 りを目指 した宿泊研修会」

講 演 :・ ファインセラミンクスの現状と未来

。公設試からみた滋賀FCFの 役割

・産学官による共同研究事例

フリー  :これからの滋賀 FCFお よび若手のネ ントワ~ク

トいキンク
゛
  づ く りについて

21名

体暇村

近江人

幡

安土城

考古博

物館

43回運営委員会 38回例会・FC交流会議の報告、第29回研修会 (県外研修)等 10名 龍 大

第4回若手会員

活性化検討会

若手ネットワークの進め方、次年度の事業計画等 15名 〃

2月 2 / 25

第 39回例会

(技術講演 )

講 演 NaS電池の開発とその実証

日本得子榊ナス事業部 十時孝夫 氏

薄膜太陽電池の開発とその応用

龍谷大学理工学部 和田隆博 氏

33名 〃

3月 3 / 12

第 29回研修会

(県外研修)

。二重県工業技術総合研究所

研究所概要と二重県工業の現状等の説朔

研究の見学 (関連施設を主に)

・セン トラル硝子 (株 )

板ガラス生産および強化ライン等の見学

講演 「スパ ンタリングによる高機能成膜」

29名

二重県

工技総

研

セン ト

ラル硝

子棚
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(a)滋賀県品質工学研究会

滋賀県品質工学研究会が設立されて 5年近くが経過 しました。この間には会員及び企業の入替わ

りもありましたが、設立当初から継続 して参加 されている会員及び企業が多 くあります。、

本研究会は会員の皆様の熱心な取 り組みと伴に滋賀県工業技術総合センター及び滋賀県工業技術

振興協会の絶大なご支援の下、順調に継続・発展 して参 りました。

また、品質工学会からの支援を始め、矢野先生、原先生の他、諸先生方のご指導を受けながら年

々実施例の発表件数も増加 し、研究会の目的である企業での実践 と地域への普及 とい う面で貢献で

きたものと思われます。

その結果 として、品質工学創始者である田回 玄一先生を招聘 して、直接技術指導を受けること

ができ、当研究会も一定のレベルにまで達 したと実感することができました。 (一 昨年末 )

さらには、定例会 とは別に毎年特別事業を企画 していますが、当年度はTopセ ミナーを開催 し

経営層に品質工学を浸透 させるべく努力をいたしました。このセ ミナーには合計 90名 余の多 くの

参加者を得ることができ、品質工学が経営層に対 して理解いただく地歩を築けたものと確信 してい

ます。

登録会員数は、 3月 末現在、法人会員 67名 (24企業 )、 特別会員 10名 (公的機関 6機関)、

計 77名 と年々、増加傾向にあります。

当研究会の近年のキャッチフレーズは 「実践により深まる品質工学」です。その内容を深めるた

めに下記の点を重点的に運営 してきました。

(1)事例発表件数の増加

(2)テーマ指導の充実化

以下、簡単ではありますが本年度の事業報告を記載いたします。

1.定例会、第 46回～第 57回 (年後 13時～ 17時 )

(1)開発・改善テーマ発表数

(2)事例紹介・情報提供

2.予備学習会 (品質工学入門)(午前 10時～ 12時 )

講師 ;廣瀬副会長  越山幹事  成子幹事

(1)品質工学入門 (考 え方 )

(2)カ ミコプターによる体験学習

3.テーマ指導及び講義 (定例会 )

矢野 宏 先生 原 和彦 先生

延べ 336名
27テーマ

3テーマ

延べ 135名
小林幹事

9回

6回

計

　

　

計

4.QE相 談室 (企業個別テーマ指導、年前 10時～ 12時)計
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5.特別セ ミナー (公開)……・総会時          計 75名
講演 「品質工学の社内導入 と基本機能の重要性」 コニカ脚中央研究所 近岡氏

ハ
°
ネルテ

゛
ィスカッション「技術開発を進める場合の環境づ くり」

近岡氏 (ヨ ニカ)  後藤氏 (科研製薬)   中野氏 (オムロン)

寺澤氏 (化研テック)  林氏 (住 江織物)  沖村氏 (日 本電気 HE)

6.Topセ ミナー                   計 92名
共催 ;滋賀県工業技術振興協会 後援 ;滋賀県工業技術総合センター

講演 1「技術開発の成否は経営層の決断から」   ライオン・エンシ
Sニ

アリンク
ヾ
仰

講演 2「 品質工学の導入 と開発成果」       富士セ
゛
ロックス脚

ハ
°
ネルテ

゛
ィスカッション「技術開発の成果をどう考えるか」

福辺氏 (ネ オス)     西影氏 (日 本電気 IIE)

真栄田氏 (村 田機械)    山下氏 (工業技術総合センター)

岩崎氏 (ライオン・エンデニアリンク
゛) 立林氏 (富士セ

S,ッ
クス)

7.品質工学会における活動

(1)イ ンターネット部会委員参画 (成子氏)

(2)フ ォーラム地方連絡委員 (越 山氏)

(3)研究会活動報告 (酒井氏、後藤氏、中山氏)

(4)機関誌投稿 (後藤氏、他)

(5)研究発表大会 2件…… 日本電気 IIE(沖村氏、越山氏)

化研テック (寺澤氏)

(6)品質工学貢献賞受賞 (中 山氏)

岩崎氏

立林氏

-39-



(6)IS014001構 築に係る研究会

国際環境規格 「IS014001」 が平成 8年 9月 の発効に伴い、県下の大企業はもちろんのこ

と、中小企業に至るまで急速に関心が高ま り、認証取得を目指す企業が増えてきました。

当所 もこの動きに即応 し、これに係るセミナー、研修会の開催等各種の支援策を講 じつつありま

すが、その一環 として工業技術総合センター自身が平成 10年 3月 に認証取得 し、その過程でのノ

ウハ ウ・情報、知 り得た知識等を取得希望企業に伝授、指導すべ く標記の研究会を平成 9年 2月 か

ら開催 しています。

現在、県下の中小製造業から平成 9年度の 4社および平成 10年度から13社が参加 し、研究会

セ ミナーの開催や研究会での会員企業相互の情報交換 とマネジメン トシステムの構築等の取 り組み

のア ドバイス、当所の認証取得ノウハウを用いての個別指導を実施 しています。

参加企業

平成 9年度から参加 平成 10年度から参加

日本電産 (株)滋賀技術開発センター

福田金属箔粉工業 (株)滋賀工場

栗本化成工業 (株 )

(株)鯨岡関西 日野工場

クローダジャパン (株 )

東洋ラジエーター (株)人 口市製作所

口清食品 (株 )

滋賀県商工会連合会

西川ローズ (株)甲賀事業所

(有)ジャパン津川

エス・バイ・エル住工 (株 )

(株)ニシヤマ

岩谷化学工業 (株 )

オプテックス (株 )

新生化学工業 (株 )

岩谷産業 (株)滋賀技術センター

フボウ電子 (株 )

内  容 各要求事項の対応について

業務の洗い出しおよび環境影響評価の実施方法について

環境マネジメン トシステムの構築について

環境関連文書の作成について

運用管理の実務について

内部環境監査の実施方法について

関連情報の交換 とディスカッション 等

第 1回研究会

第 2回研究会

平成 10年

平成 10年
4月 24日 (水 )

5月  7日 (木 )

研 究 会
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第 3回研究会

第 4回研究会

第 5回研究会

第 6回研究会

第 7回研究会

第 8回研究会

第 9回研究会

第 10回研究会

第 ■ 回研究会

第 12回研究会

平成 10年
平成 10年
平成 10年
平成 10年
平成 10年

平成 10年 1

平成 10年 1

平成 11年

平成 11年
平成 11年

5月 20日
6月 19日

7月  3日
8月 28日
9月 10日

0月  9日
1月 27日
1月 14日

2月 10日
3月 26日

(水 )

(金 )

(水 )

(金 )

(金 )

(金 )

(金 )

(木 )

(水 )

(金 )

セ ミナー   第 1回セ ミナー・ 平成 10年  5月 20日 (水 )

「環境影響評価の実施方法」

平成 10年  6月 16日 (金 )

「法規制およびその他の要求事項の対応」

平成 10年  7月  3日 (水 )

「IS014001規 格の解説」

平成 10年  8月 28日 (金 )

「廃棄物関連法規の解説 とその対応について」
「環境配慮意識の醸成のための啓発について」

平成 10年  9月 10日 (金 )

「環境マネジメン トシステムの構築 と認証」

平成 10年 10月  9日 (金 )

「環境関連文書の作成方法」

平成 10年 11月 13日 (金 )

「乗境管理の実務 I(運用管理の実務について)」

平成 11年  1月 26日 (火 )

「環境管理の実務 Ⅱ

(緊急事態の対応 とその予防処置について)」

平成 11年  2月 10日 (水 )

「内部環境監査について」′

・平成 11年  2月 23日 (火 )

「認証取得事例報告」

「滋賀県の支援策説明」

第 2回セミナー・

第 3回セ ミナー・

第 4回セ ミナー・

第 5回セ ミナー・

第 6回セ ミナー・

第 7回セミナー・

第 8回セ ミナー・

第 9回セミナー・

第 10回セ ミナー

この結果、平成 11年 3月 31日 までに参加企業の内、次の 5社が認証を取得 した。
1.オプテックス (株)              平成  9年  5月  7日
2.岩谷産業 (株)滋賀技術センター        平成 10年 10月  9日
3.エス・バィ・ェル住工             平成 10年 10月 15日
4。 日本電産 (株)滋賀技術開発センター      平成 11年  2月 26日
5。 新生化学工業 (株)              平成 11年  3月 26日
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(7)デザインフオーラムSHIGA

県内公設試のデザイン担当者 と成案造形大学 。県立大学および県内デザイン事業所による相互の

交流 と技術力の向上を図 り、併せて県下のデザイン業界の振興を目的として、平成 8年に組織化 し、

10年度も引き続き (財)滋賀県工業技術振興協会に委託 してデザインワークションプ・デザイン

セ ミナー等を開催するなどの活動を行いました。

事業の詳細は、 (財)滋賀県工業技術振興協会の活動欄をご覧下さい。

(8)滋賀ウェルフエア・テクノハウス研究会

健康福祉関係の研究事業推進のために、 (財)滋賀県工業技術振興協会を事務局 として、ウェル

フェア・テクノハ ウスを利用 した研究を進めました。産学官の協力で多くのワーキンググループが

活動 しま したが、工業技術総合センターもワーキング委員 と事務局に協力 しました。詳細は (財 )

滋賀県工業技術振興協会の活動相をご覧下さい。
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2B機器提供および依頼試験分析

(1)開放試験機機の提供

企業が新製品の開発、品質の向上、生産技術の改善等を目的として、試験機機を利用 して試験・研究を実

施 しようとするときは、可能な限リセンターの設備機器を開放 しています。平成11年 4月 1日 現在で、296

種類の設備機器を開放 しています。                          ｀

平成10年度設備機器利用状況

使用機器件数 日延使用時間数 H実企業数

使用機器件数 3,909

延使用時間数 24,357

実 企 業 数 317

使用目的別件数

主な利用機器

使用 目的 基礎研究
新製品

開 発

生産技術

開 発
製品改良 品質管理 品質証明 苦情処理 その他 合  計

件  数
831

(21.30/0)

743

(19.0%)

198

(5.1%)

369

(9,4%)

468

(12.0%)

881

(22.50/0)

396

(10。 10/O)

23

(0.6%)

3,909

平 成 10年 度 昭和60年度～平成10年度

No, 機  器  名 件 数 機  器  名 件 数

走査型電子顕微鏡 424 走査型電子顕微鏡 2,845

2 イオンコーティング装置 277 インス トロン型万能試験機 1,754

3 顕微フージエ変換赤外分光光度計 201 イオンコーティング装置 1,731

4 IC P発光分析装置 160 三久元測定機 1,613

5 振動試験機 153 振動試験機 1,607

6 インス トロン型万能試験機 136 顕微フージエ変換赤外分光光度計 1,198
●
ｒ 高精度妨害波測定装置 136 IC P発光分析装置 977

8 大型マクロ写真装置 91 万能材料試験機 868

9 三久元測定機 90 熱分析装置 705

10 ビデオマイクロスコープ 88 表面粗 さ測定機 691

11 画像解析装置 82 疲労試験機 (油圧式 ) 675

12 金属顕微鏡 80 恒温恒湿槽 619

13 万能材料試験機 76 ガス透過率測定装置 610

14 熱分析装置 73 試料研摩機 598

15 X線光電子分光分析装置 67 金属顕微鏡 583

16 偏光顕微鏡 57 自記分光光度計 525

17 表面粗さ測定機 57 高精度妨害波測定装置 515

18 自記分光光度計 54 蛍光X線分析装置 477

19 疲労試験機 (油圧式 ) 52 ビデオマイクロスコープ 454

20 試料研摩機 51 X線回折装置 450

21 熱変形温度測定機 51 雑音総合評価試験機 441
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設備使用 目的別件数

基礎研究

213% 新製品開発
190%

品質証明
225%

5000

製品改 良

94%

生産技術開発

5.1%

4000

品質管理

12,0%

苦情処理
10.1% その他 06%

年度別の推移
使用機器件数・実企業数

年度

参考 年度別使用機器件数 日延使用時間数 B実企業数

年度 使用機器件数 延使用時間数 実企業数

60 422 1,721 81

61 1,137 6,991 175

62 1,686 10,530 224

63 1,952 14,825 251

一猟 2,399 17,066 250

2 2,656 23,003 291

3 2,487 19,135 297

4 2,733 19,502 265

5 2,884 21,006 266

6 3,311 26,447 272

7 3,287 18,338 296

8 3,694 22,061 288

9 4,032 25,194 302

10 3,909 24,357 317

合 計 36,589 250,176

600

500

400

300

200

100

0

3

黒
辻
昨
翠
暖
超

０

　

　

　

０

　

　

　

０

０

　

　

　

０

　

　

　

０

0

0

0

0

筆
鞘
引
Ж

60 61  62  63  テL  2  3   4  5  6   7  8  9  10

1 1実企業数

― 使用機器件数
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(2)依頼試験分析

企業や団体から依頼を受け、材料や製品などの成分分析や各種試験測定を行つています。これ らの業務に
迅速的確に対応できるよう試験機器の整備を図るとともに、試験方法について新 しい技術の習得に努めてい

ます。

平成 10年度依頼試験分析実施状況

区  分 項   目 件 教 単位数 測定名

電機・電子試験 電磁遮蔽特性測定 4 測 定

材料試験 強度試験 20 105 試料

環境試験

振動試験

腐食試験

恒温恒湿試験

６

　

１

　

３

52

4

71

時 間

日

時 間

化学分析
pH測 定

定量分析

・１

　

７
‘ 52

試料

成分

食品物性 。

微生物試験
微生物試験 2 試料

デザイン指導 デザイン指導 2 13 時 間

合   計 42 304

参考 年度別依頼試験分析実施件数 口単位

件数 (単位数 )

年度
電気・

電子試験
材料試験 精密測定 環境試験 物性試験 化学分析

食品物性 。

微生物試験

デザイン

指導
その他 合 計

６０

６‐

６２

６３

元

２

３

４

５

６

７

８

９

‐０

16(45)

63(252)

37(170)

56(194)

71(256)

67(275)

41(136)

39(146)

79(476)

35 (83)

39(269)

39(219)

46(212)

20(105)

1(16)

― (― )

1(10)

― (― )

1(4)

― (― )

4(27)

― (― )

― (― )

― (― )

1(1)

― (― )

― (― )

― (― )

8(15)

21(207)

4 (28)

18(658)

14(411)

9 (83)

12 (46)

7 (40)

20(153)

11 (47)

21(470)

9(19)

4(283)

10(127)

― (― )

― (― )

― (― )

― (― )

1(3)

― (― )

―
(― )

― (― )

― (― )

― (― )

― (― )

1(1)

―  (― )

―  (― )

20(202)

119(784)

45(491)

51(433)

42(430)

38(244)

22(201)

29(176

23(117)

14 (93)

17(124)

17(119)

7 (70)

8 (53)

3(H)

7 (24)

(21)

(22)

7

5

4

1

2

2

1

(7)

(2)

(9)

(4)

(4)

一
)

― )

― )

― (― )

1(2)

― (― )

― (― )

― (― )

― (― )

3(106)

7(193)

7(142)

6(186)

9(218)

11(227)

4(114)

3 (64)

4 (67)

2 (13)

― (― )

― (― )

― (― )

1 (1)

― (― )

― (― )

― (― )

― (― )

― (― )

― (― )

― (― )

― (― )

― (― )

― (― )

48 (289)

220(1306)

94 (720)

137(1339)

138(1300)

129 (819)

100 (641)

91 (568)

149(1651)

86 (514)

92(1035)

73 (453)

67 (703)

42 (304)

計
98

(1,181)

648

(2,838)

8

(58)

168

(2,587)

2

(4)

452

(3,537)

33

(106)

56

(1,330)

1

(1)

1,466

(11,642)
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3日 技術相談指導

県内企業における新技術の導入や新製品開発等の高度な技術支援を行 うため、大学教授を技術相

談役 とした技術相談・指導を積極的に実施する一方、実践的な現場技術の改善や管理技術等につい

ては、豊富な知識 と長年の経験を有する指導員を派遣する巡回技術指導制度や技術ア ドバイザー制

度により対応 しています。

さらに、工業技術総合センター職員が各専門分野において随時きめ細かな技術相談に応 じるなど

企業の要請に応えるべく努めています。

また、県内企業の技術者に対 し、当センター設置試験研究機器の利用を促進するため、技術講習

会を実施 しました。

平成 10年度の実績は次のとお りです。

実 施 件 数 等事 業 名

3, 397イ牛技 術 本目 談

17企 業 (90日 )技 術 ア ド バ イ ザ

78件  (50日 )特   別   技   術   相   談

11 コース (59名 )技 術 普 及 講 習 会 (講 義 。 実 習 )

11人 (46時間 )工業技術振興協会研修へ講師として派遣

平成 10年度 技術相談役指導事業

本目司獲
件数

本目談
日数指 導 分 野氏  名 職 名

26 12
電気工学

パワーエレク トロニクスおよび

電気機器磁界解析

同志社大学工学部教授

(工 学 博 士)

石 原 好 之

18 10
機械工学

精密加工・切削加工・塑性加工およ

び特殊加工

名古屋大学工学部教授

(工 学 博 士)

山 口 勝 美

1117
金属工学

金属材料、機能材料、焼結材料およ

び熱処理

関西大学工学部教授

(工 学 博 士)

赤 松 勝 也

22
食品工学

食品学、栄養学 (機能性食品)お よ

び食品加工

京都大学名誉教授

(農 学 博 士)

安 本 教 博

15
産輩翼璽登源デザィンおよびCI商標

作成

創造社デザイン専門学校

(専 任 講 師)

平 澤  逸
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備 考

技術相談役制度について

1.目 的

技術革新の進展に対応 して県内企業の技術開発力を高め本県の工業振興を図るため、大学等 と

の連携のもとに各分野で権威のある大学の教授陣を技術相談役 として依頼 し、県内中小企業の新

技術開発等高度な技術問題について直接相談に応 じ、問題の解決を図るとともに産学の技術交流

を推進する。

2.相談ヨーナーの設置

上記 目的を達成するため滋賀県工業技術総合センター (以 下 「センター」 とい う。)に技術相

談役による 「技術相談ヨーナー」を開設する。

3.対象者

技術相談の対象者は、原則 として中小企業者とする。

4.技術相談

1)相談内容は、概ね次の分野とする。

Oエ レク トロニクス関連

(パ ワーエレクトロニクス、電気機器磁界解析、マイクロコンピュータ応用技術など)

Oメ カ トロニクス関連

(ロ ボット関連、自動制御技術マン・マシンエ学、知識工学など)

O先端加工技術関連

(精密加工、切削加工、塑性力日工、特殊加工など)

O新素材 。複合材料関連

(高分子複合材料 (FRP等 )、 金属材料、熱処理、材料試験など)

〇食品関連

(食品製造技術、醸造技術、バイオテクノロジー関連など)

Oデザイン関連

(イ ンダス トリアルデザイン、CIデザイン、VIデザインなど)

2)技術相談には、次に示す 「滋賀県技術相談役」または技術相談役が推薦する大学等の研究者

およびセンター職員があたる。

5。 相談 日時

相談 日時は申し込みに応 じ随時設定する。
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6.相談の申し込み

相談の申し込みは、センター技術第一科 (電子情報・機械システム)及び技術第二科 (無機材

料・有機材料・デザイン)に行 うものとし、受付は随時行 う。

7.相談料

相談料は、無料 とする。

8。 事後指導

企業から事後指導の要望がある場合は、センターと技術相談役は引き続き技術指導を行 う。

平成 10年度の技術相談役一覧表

氏   名 現   職 専 門 分 野

石原 好之 同志社大学工学部

教 授 (工学博士)

電気工学
パワーエ レク トロニクス

及び電気機器磁界解析

山口 勝美 名古屋大学工学部

教 授 (工学博士)

機械工学

精密加工、切削加工、

塑性加工、及び特殊加工

井上 和夫 立命館大学理工学部

教 授 (工学博士)

計測 。制御工学

知識工学、適応制御及び
マン・マシンエ学

前川善一郎 京都工芸繊維大学繊維学部

教 授 (工学博士)

材料工学

複合材料 (FRP)、
製造技術

赤松 勝也 関西大学工学部

教 授 (工学博士)

金属工学
金属材料、機能材料、

焼結材料及び熱処理

安本 教博 京都大学名誉教授

(農学博士)

食品工学

食品学、栄養学、

及び食品加工

平澤  逸 創造社デザイン専門学校

専任講師

産業デザイン

エ業製品のデザイン、

及びCI商標作成
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平 成 10年 度  技 術 ア ドバ ィ ザ ー 指 導 事 業

指 導    班
業

　

　

分

種

類

実 施

日数

企 業

数

地   域

外   部 内   部

指 導 事 項

機  械 15 2 市
　
町

山

　

口

守

水

木 谷

外 山

聰 生

榛 一

深 尾  典 久

藤 井・ 河村

抵 抗溶 接 技術

IS09000の 認 証 取得

金  属 7 2 町

町

わ

部

び
　
石

今 川  博 之

野 瀬  孝 臣

今 道

松 川

高 志

進

金 属 表 面 の 変 色 防 上

IS09000の 認 証 取 得

電  気 2 能 登 川 町

草  津  市

西 川

武 田

吉 一

和 忠

木 村・ 山本

木 村 ・ 山本

照 明方 法 の改 善

電 取法 準 拠 の設 計 法

化  学 4 2 町

町

東

口

栗

水

相 馬  勲

相 馬  勲

中村  吉 紀

中村・ 白井

台 所 用 品 の 開 発

竹 の 利 用 技 術

窯  業 8 3 町

町
　
町

楽

楽

楽

信

信

信

出井

出井

丸

豊 二

豊 二

直 樹

伊 藤

伊藤

伊藤

公 一

公 一

公 一

製 品 デ ザ イ ン 開 発

製 品 デ ザ イ ン 開 発

ヨンと
°
ュータの 利 用 技 術

食  品 18 町

市

町

山

浜

賀

土

長

志

玉 井

上 田

山 下

幸博

修

等

白井

白井

那 須

伸 明

伸 明

喜 一

機 械 的 検 査 方 法

生 産 ラ イ ン衛 生 管 理

工 場 排 水 の 高 度 処 理

そ の他 25 中  主  町

愛 知 川 町

彦  根  市

外 山

外 山

秦

榛 一

榛 一

勝 彦

河 村 安 太 郎

今 道  高 志

松 川  進

IS09000の 認 証 取 得

IS09000の 認 証 取 得

IS014000の 認 証 取 得

合  計 80 17
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平成 10年 度 技術講習会 (講 義・実習 )

(機 械・電子関係 )

(化 学 B材料・食品関係 )

於 :工 業技術総合センター

A:工業技術総合センター

参加 人数実 施 日 内 容講 習 会 名 称

6名耐振動性・耐衝撃性

評価技術

11月 6日 機器・部 品等のランダム振動および衝撃 (正 弦半波

・のこぎり波)による機械 的強度の評価技術

5応力・歪み測定技術 11月 10口 機械部品等の構造材に発生している歪み量を測

定し、応力を得る方法

5電子顕微鏡による微細

表面形状解析技術

H tt H日 2次電子画像情報を利用した微細表面凹凸状態

の非破壊評価技術

5機械部 品等の加 工状態の評価手段である表 面粗

さおよび真 円度の測定技術

表 面粗さおよび真 円度

測 定技術

11月 12日

電磁波耐性評価技術 H月 26日 電子機器の耐ノイズ性評価方法 (静電気、バース

トノイズ、雷サージ等規格対応試験器による評価 )

参加人数内 容講 習 会 名 称 実 施  日

3X線非破壊評価技術 11月 18日 軟X線透過により材料ワーク内部の欠陥を非破壊

で検査・評価する技法

12月 22日 X線光電子分光法の基礎と表面分析実習および

スペクトル解釈

X線光電子分光法によ

る表面解析技術

5各種材料の光、熱、雨に対する耐光性と金属の塩

水による腐食に関する評価

耐候性・耐腐食性評価

技術

1月 19口

4プラスチックや小物金属部品の引張、曲げおよび

圧縮試験方法とその評価技術
材料試験技術 1月 21日

11蛍光X線分析装置によ

る元素分析技術

1月 22日 蛍光X線分析装置の原理と固体試料中の元素分

析実習技術

5有機物微小分析技術 2月 24日 微小有機物質の定性分析の手法および評価技術
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主な技術指導事例

◆課題 【自動測定のプログラム開発について】

平成 5年度に指導いただいたマイコンガスメータとガス濃度計を利用 して脱臭剤の吸収

特性の経時変化を自動測定するシステムに対し、一部ソフ トウェアに独 自の変更を加えて

実験データの取 りに利用させていただいている。

今回、新たな実験を開始するにあたり、以下のような機能を追加 して自動測定を行いた

いと考えているが、指導とプログラム開発に協力願えないか?

(1)ガ ス濃度がある値以上に達したときに、次段の測定点の濃度が自動的に測定されるよ

うイこする

(2)測定点を3点から9点 (3カ ラム×3点 )に増加させる

(3)測定データをファイルに出力し、表計算ソフト等で加工できるようにする

指導  現状のシーケンサによるガスバルブの制御 とパソコンによるガス流量とガス濃度の測定

という組み合わせでは、 (1)の仕様を達成するためにシーケンサとパソコン間で何 らかの

情報のや り取 りが必要となる。実験用のシステムということなので、システムの構成をシ

ンプルなものとするために、パソコンにリレー制御ボー ドを導入 して全てパソコン上のプ

ログラムで処理してしまった方が、後のメンテナンスのためにも望ましいかと思われる。

適当なヅレーボー ドを探して連絡するので購入して準備 しておいて欲 しい。ソフ トウェ

アは、現在使用中のものをベースにこちらで上記仕様を満足するように改造し提供する。

◆課題 【かしめ条件の適正化について】

かしめ鋲を使用 して、機械部品を締結 している加工工程がある。この工程の時間短縮を

図るためかしめ用のジグを改良したが、かしめ後の品質にかなりのばらつきが生 じ、適切

な加工条件が定まらないと言 う問題が発生した。

指導  使用するかしめ鋲と締結部品の形状寸法や材質、また締結時の負荷荷重やス トンパの位

置などが関係 しているが、かしめ加工の適正化は単純には実現できない。そこで、テス ト

機によって得 られたデータを解析 した結果、かしめ時の潤滑状態、ジグの降下速度などに

多少の効果が認められたが、多くの設定条件が誤差要因であり、これ らの条件を設定 して

も余 り効果のないことが判明した。関連部品やジグのセッテイング条件などで精度を高め、

かしめ加工で重要 となるかしめ後の鋲の適切な外径寸法を設定して、効果的なかしめ条件

を見出すための評価法について指導 した。

◆課題 【機械装置部品の破損原因について】

振動を伴 う機械装置の中に使われている長尺部品が破損 した。原因及び対策を教えて欲

しい。

指導  運転中の振動が原因ではないかとい うことで,油 かき棒の固有振動数を測定 した。結果、

運転条件 と固有振動数 とが大きく異なっていたことから、運転中の振動が原因ではない と
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判断 した。ついで、構造解析によるシミュレーションを行った結果、棒の付け根に応力集

中部があることがわかった。そこで形状を改善することになった。

◆課題 【面発熱体の特性評価】

面発熱体の特性の指標 として、電気的に簡単に測れる量は何か。また、発熱体 として何

を評価 しておけばよいか。

指導  任意形状の試料の抵抗を測るよりもノーマライズされた表面抵抗率を測定する方が良

い。これは対向させた同心円形電極で測れる。このような電極がない場合、正方形の試料

が準備できれば測定は可能。

また、総合的な性能評価 として発熟ムラを調べる必要があるが、サーモビュアにより2

次元での温度分布を見れば良い。

◆課題 【電気ポット内の赤い斑点】

電気ポット内の容器に赤い斑点が付着していた。原因は何か、また手入れ方法は。

指導  赤いはん点状のものは水道水の中に含まれる鉄分が内容器に付着 し、発錆したもらい錆

(鉄の酸化物)と 考えられる。また、手入れ方法としてクエン酸による方法を説明した。

内容器洗浄用クエン酸は市販されている。

◆課題 【金属部品への摺動性材料の成膜および高硬度材料の成膜について】

金属部品への蒸着を考えているので、部品の摺動部にはよく知られている SiC、 硬度が

要求されてくる部分にはBN関連の薄膜を蒸着したい。

指導  ものづくり試作開発支援センター整備事業で導入した精密真空蒸着装置およびスパッタ

リング装置により、金属板への SiC薄膜の作製、および BN薄膜の作製をおこなった。

その摺動性、および硬度に関しては、企業側が評価することになった。特に摺動性に関

しては、静音性にも関わることから、慎重な評価が必要であることを指導した。

◆課題 【スパンタリングによるディスプレイ用導電膜の作製について】

液晶ディスプレイ用の透明導電膜 (インデウム・スス
゛
酸化物)の作製方法でスパッタリング

成膜を考えている。スパッタリング法にも多くの方法があるため、それぞれどのような特

徴があるのか知 りたい。

指導  スパッタリング装置を参考にスパッタリング法の特徴について説明した。

特に直流スパンタと RFスパッタの違い、マグネ トロンスパンタの特徴を希望されたの

で、その特徴について、滋賀県工業技術総合センターの既存装置との比較を行いながら、

説明を行つた。その結果、ものづくり試作開発支援センター整備事業導入設備であるスパ

ッタリング装置を使用 して直流、RFス パッタの比較を行 うのが適当であるということに

なった。滋賀県工業技術総合センターにおいても透明導電膜の研究を行つているため、そ
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の成果についても紹介 した。

◆課題 【金型の摩耗 。かじりの防上方法について】

金型の摩耗によるかじりを防止するための表面処理について知 りたい。

精度が 0.1ミ クロン必要であるため、通常の方法では対応できない。以前 DLC薄膜を

付けたことがあるが、形状などがある。

指導  材質 としては、窒化チタン、窒化クロム、DLC等があ り、方法 としてはイオン窒化、

焼き入れ、CvD、 イオンプレーティング、三次元イオン注入、スパ ッタリングなどが考

えられる。加工精度が上記のように精密であるため、通常のメッキなどで対応できるかど

うか不明である。成膜メーカー、大学に相談することにした。また成膜メーカー としては

京都にある日本 ITFを紹介 した。

◆課題 【清涼飲料水製造工程上の具物発生原因の特定と対策】

清涼飲料水に製造最終工程に置かれたフィルターメッシュよりも大きな異物見られた。

発生原因を特定し解決法を探 りたい。

指導  製造ラインを詳しく聞き、発生原因が腐食か、さもなくばバルブ様駆動部の摩耗である

と推定した。対策として、より厳しい条件での滅菌の実施、駆動部材質の変更と摩擦防止

のために機械的な設計変更をされた。改善後に問題は再発 していない。

本指導の金属摩耗 と腐食については、技術相談役制度を利用 した。

◆課題 【食品の品質保持容器の開発】

冷蔵庫に入れた食品の品質が通常の容器よりも良好に保つことの出来るものを開発 した

い。対象とすべき食品や通常の容器での保存性との比較方法について知 りたい。

指導  水分の蒸発をコン トロールする事で品質保持を目標にしているため、以下のような食品

について対比試験を行 うことを提案した。①果物や生野菜の水分と色②果物の香 り (メ ロ

ンのエステル香による蒸れ臭)③温かい惣菜の結露防止

色素メーター、水分活性、精密天秤などによる器機測定は、設備開放にて対応すること

とした。

◆課題 【塗料の品質証明】

スケールの表面に塗ってある塗料の成分が知 りたい。量的には非常に少ないがはがすこ

とは可能であるので、どの様な方法があるのか教えてほしい。

指導  無機系成分の場合、当センターで対応できる測定法は、主に蛍光X線分析、EPMA、
ICP発光分析等である。蛍光X線分析とEPMAは 元素によつても異なるが、数 100
ppm以 上ないとなかなか難 しい。 ICP発 光分析は溶液にしないと測定できないが、 p

pmオーダーの測定が可能である。
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ICP発 光分析装置で対応 した。

◆課題 【材料の品質証明】

SSも しくはSPHCと 思われる材料の成分分析をしてほしい。どの様な方法で行 うの

か ?

指導  Mnゃ P等の金属成分は、 ICP発 光分析装置を使用し、Cと Sに 関しては炭素硫黄同

時定量分析装置を使用する。試料はボール盤で穴を開けるときにでる切 り粉を集めてもら

う。また、このとき材料表面にメッキなどがしてある場合は、必ず取 り除いてから行 う。

成分に関しては、SSに当てはまる結果であつた。

◆課題 【接点不良の原因物質の分析】

電気部品の接点部分で導通不良が起こることがある。洗浄方法の問題がある可能性があ

るので、洗浄方法について検討をする第一として、接点に何が付着しているか確認 したい。

指導  この接点の場合、不良になる原因の汚れが、非常に薄く付着しているので、頭微鏡等で

も非常に確認が難 しい。そこで、頭微赤外ATR測 定装置を用いて測定を行つたところ、

微量ではあるが、有機物の存在が確認された。汚れの原因が解ったので、これに適した洗

浄条件を探すことが容易になった。

◆課題 【食品 トレーやラップフィルムの素材の分析と熱特性測定】

食品 トレーやラップフィルムの熱融着特性の測定と材料の分析をしたい。どのような方

法で行えばよいか。

指導  食品 トレーやラップフィルムは多層の複合体になっていることが多く、その分析は非常

に難 しい。そこで、表層の分析にはATR赤 外分析を用いて、内層については、スライス

して顕微赤外ATR分 析を用いて測定をおこなった。どちらも、今までの赤外分析 と比べ

ると簡単に測定できた。また、熱特性は熱分析の中のDSCと 呼ばれる、融解温度やガラ

ス転移点を測定する装置と、TMAの 一手法である針進入法による軟化温度の測定をおこ

なった。これらの結果から、それぞれの材料の、熱シール性や耐熱性についてのデータが

得 られた。
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4 広報・情報提供

(1)刊行物の発行

①技術情報誌「テクノネ ッ トワーク」

紙面をビジェアルに刷新 し、工業技術総合センターの 「産学官研究会活動」、 「試験研究

機器紹介」をは じめ、技術解説や研究紹介をする 「テクノレビュー」、そのほか 「ヽ研修・ セ

ミナーのお知 らせ」、 「セ ンターニュース」等企業に役立つ情報の提供に努 め、県内企業お

よび関係機 関、団体等に配布 しま した。

O発行 :年 6回 (5、 7、 9、 ■、1、 3月 )VOL.44～ 49 部数 :各 2,500部 (振 興協会 と合 同発行 )

②業務報告書

平成 9年度の工業技術総合センター業務活動の年報 として、第 12号 を発刊 しま した。

内容は、業務概要、施設、設備、組織、予算等を中心にま とめたもので、主に行政・試験研

究機 関、関係団体等へ配布 しま した。

O発行 :12月  部数 :600部
③研究報告書

県内企業への技術移転を 目指 した応用研究を主軸に、併せて先導的な研究実施 を 目的 とす

る 「工業技術総合センター研究指針」にもとづき、メカ トロニクス応用の 自動計測 システム

の研究、複合材料の評価に関す る研究等に取 り組んでいますが、これ ら研究成果 を広 く県 内

企業に普及す るとともに、技術指導等の基礎資料 としての活用 を図るため、平成 9年度研究

報告 として とりま とめ、主に行政・試験研究機 関・ 関係団体等へ配布 しま した。

O発 行 :2月  部数 :600部
④その他の広報関係案内物

当セ ンターに併設 した企業化支援棟の PRの ためのパ ンフレッ トを作成 しま した。また、

当セ ンターの利用促進 を図るため、 「設備機器使用料・試験分析手数料のご案 内」を作成 し、

セ ンターに常備 して利用者の便宜を図 りま した。

(2)工 業技術情報資料等の収集・提供

工業技術 に関す る図書、雑誌お よび資料を備 え、県内企業等に広 く活痛 してもらうため、

(財 )滋賀県工業技術振興協会に委託 して閲覧・貸出・複写サー ビス業務 を実施 しま した。

所有図書 :図 書 :約 10,600冊  雑誌 :約 100種 類  日本工業規格 (」 IS):全 部 門

情報検索 :」 OIS((財 )滋賀県工業技術振興協会にて運用 )

PATOLIS((社 )発 明協会滋賀県支部にて運用 )

(3)ホ ーム ペー ジによる情報提 供

当セ ンター の事業 内容 の紹介 をは じめ、各種セ ミナー・技術講習会等 の案 内 をホー ムペ ー

ジにて提供 しま した。 また、情報検索サー ビス として、整備 した試 験研 究用設備機器 お よび

技術 関係 図書 のデー タベ ース を随時更新 して最新 の情報 を提供 しま した。

(4)見学者等の対応

開設以来、施設、機器、運営等について、海外 を含め、県内外か らの技術者、経営者、行

政関係者等の多数の視察、見学があ ります。また、 10年 度は特に各県、市町村等か ら IS
014001に 関す る調査、視察が数多 くあ りま した。

平成 10年度見学状況

区 分 件  数 人  数

県 外 (海 外 含 む )団 体 等 39件 327人

県 内 団 体 等 7件 115人

計 46件 442人
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5Bマ ス コ ミ発表 等

(1)資 料提供・記者発表
①「食品用ケーシングロボット」の開発

1998,8.31(記者 クラブ資料提供 )

1998,9.10(記者発表、於 :滋賀県工業技術総合セ ンター )

② 小規模排水事業場向け排水処理施設の開発
1998,10。 9(記者 クラブ資料提供 )

1998.10,16(記 者発表、於 :(財 )日 本発酵機構余呉研究所 )

③ 仮想現実技術を利用した「遠隔講義システム」による企業技術者向け事件研修の実施
1998。 11.13(記 者 クラブ資料提供 )

1998.H.20(記 者発表、於 :立命館大学理工学部お よび滋賀県工業技術総合セ ンター )

④ 技術開発室の入居募集
1998.12.14(記 者 クラブ資料提供 )

(2)掲 載・放映等
① IS014001取り組み

新聞報道 8回 、雑誌等 5件
1998,4.4  (読 売新聞 )

1998,4,  (「 工業技術」Vol,39)
1998.5,8  (朝 日新聞 )

1998.5。 21 (日 干」工業新聞 )

1998.春   (「 ヒー トメディア」Vol 「関経連 四季報 」第 53号 )

( 「晨 Ashita」 Vol.17)
(日 本 工業新 聞 )

(「 口刊京者[経 済」 )

(日 本経済新 聞 )

(日 刊 工業新 聞 )

(日 本経 済新 聞 )

(中 日新 聞 )

１

５

３

２

０

２

1998.
1998。

1998.
1998.
1998.
1998.
1999,

② 企業化支援棟、レンタルラボ、入居募集
新聞報道 6回 、テ レビ 1回
1998.6.26 (日 刊工業新聞)′
1998.9.8  (京 都新聞 )

1998,■ ,18 (日 干J工 業新聞 )

1999.1.6 (中 日新聞)

1999.1.8  (読 売新聞 )

1999.1.13 (京 都新聞 )

1999。 3。 H  (び わ湖放送テ レビ)

③「食品用ケーシングロボット」の開発
新聞報道 3回 、テ レビ 3回
1998.9.10 (び わ湖放送テ レビ)

1998。

1998.
1998.
1998.

４

８

８

１

２

２

２

　

・

０

　

●

　

●

０

５

６

８

９

１

１

７

４

５

１

２

　

・

　

・

・

　

・

０

０

９

９

１

１

(京者[新 聞、毎 日新聞 )

(NHKテ レビ)

(び わ湖放送テ レビ 「サンデー 11滋賀」 )

(日 刊工業新聞 )

④小規模排水事業場向け排水処理施設の開発
新聞報道 4回

1998.10。 17 (読 売新聞)

1998,10,18 (京 都新聞、中日新開)

1998.10.30 (朝 日新聞)

⑤環境ISO自 治体ネットワークフォーラム
1998。 10.5 (日 本工業新聞)

⑥プラスチックボトルの材賀表示マークによる「材賞自動選別実証化システム」の開発
1998.8.30 (「 プラスチック経済」 )

⑦センター活動全般
1998.6.17

. (NHKテ
レビ)

1998,7   (「 工業技術」 Vol.39)
1998,12.2 (日 干J工 業新 聞 )

ヤ
究
究

チ
研
研

ン
域
物

べ
地
名

―育成
と地域産業
室地域産前線
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(2)
滋賀県工業技術総合センター信楽窯業技術試験場



1日 沿 革

2E敷 地 口建 物

3E職 員 の 研 修

4H購 入 設 備 B機 器 B図 書



■

‥ 沿 革

昭和 2年 4月  商工大臣設置の件認可、経常経費13,022円臨時建設費51,223円 計上、 5月

7日 滋賀県告示第175号を以て滋賀県窯業試験場 と称する。

昭和 3年 5月 新築竣工

昭和25年 4月  滋賀県立信楽窯業試験場と改称

昭和37年 3月  固形鋳込成形室新築

昭和39年 9月  乾燥試験室新築

昭和42年 2月 本館改築 (総工費18,360,000円 RC造 2階建)

昭和46年 3月  開放試験室ならびに試作成形室新築 (総工費28,562,000円 RC造 2階建 )

昭和50年 3月 調土室棟、物品倉庫および車庫新築 (総工費69,430,000円 )

昭和54年 3月  第 1・ 第 2焼成開放試験棟新築

昭和55年 9月  第 1焼成開放試験棟 2階増築 (総工費2,950,000円 )

平成 7年 12月  調土室棟、物品 1・ 2階改修 (総工費8,137,000円 )

平成 9年 1月  本館相談室改修 (総工費8.858.000円 )

平成 9年 3月  渡廊下新築 (総工費4.635.000円 )

平成 9年 4月 組織統合により薄賀県工業技術総合センター信楽窯業技術試験場と改称

平成10年 3月 福祉環境整備工事により身障者用便所等新築 (総工費10,395,000円 )
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2 敷 地・建 物

○所在地 滋賀県甲賀郡信楽町大字長野498番 地

O敷地   7,561. 23平 方メーートアレ

O建物   3,243. 99平 方メー トル

(内訳 )

本          館

開放試験室並びに試作成形室

固

肉

調

第

第

そ

形

厚

室

室

棟

室

室

他

形

燥

　

験

験

試

試

成

乾

室

放

放

込

物

開

開

の

鋳

大

生

成

成

焼

焼

１

２

607.
576.
90.
63.

698.
612.
201.
395.

82平七ケメ‐―トアレ

00平方メ・―トアレ

90平方メー トアレ

00平七ケメ単―トル

04平方メ単―トル

00平七ケメ ―ヽトル

05平方メー トアレ

18平方メー トル

(本館)

O建物配置図

2隣

1陪

大功乾燥室

固形持込室

第二焼成室

第一焼成室

型倉庫

排水処理装置

便所

輯

X線室精密測定室(1)

補駐測定室(1)

釉薬試験室 物性室
CG室 釉薬資科室

色調測定室
一
一
一
一

テ
゛
サ
゛
イン絵付室

(調土室 )

資料室 回書室

―

室

―

析分学化

会議室

試料作成室

鋳込成形室 原型室 施釉室室Ｖ
ル

と
腸

土 室副

便所 □

室1便所

職員室場長室 事務室
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3.職 員 の 研 修

4.購入設備・機器・図書

(設備・機器 )

派遣職員名 研   修   名 研 修 先

専門員細究鵬懸  宮代 雅夫

榊糠     伊藤 公一

技術・テ
゛
サ
゛
イ琳鰤 大谷 哲也

研究開発ジーダー養成   10,9.28～ 10,9

滋賀県職員海外派遣研修   10.12.7～ 12.16

地域産業活性化と新商品開発 11.1.13～ 2.10

中小企業大学校 東京校

中幸人民共和国湖南省

中小企業大学校 東京校

ロロ 名 規 格 取得年月 日 備 考

場長室エアコン 床置型SVY」80 10,7.7 執務室空気調整

事務室エアコン 天丼カセット型SHYC」 10,7.7 〃

簡易スタジオ 撮影台PTF-2A

ストロホ
｀
セ/ト  コメットCT-150

10.7.10 試作品撮影用

テレビデオ (2台 ) ハ
°
ナノニックTH-21ZV20 10.7.28 窯業技能研修用

テ
゛
シ
゛
マチックキャ,ハ

Sい
ミツトヨCD-20CWV 10。 7.29 粘土試験用 (収縮ギ淑J定 )

電子上皿天秤 島津BX3200D 10,9.16 釉薬試験用の各種原料

秤量

加湿器 遠心式床置式卜50 10。 10.30 試作品の乾燥用蝕譴)

除湿乾燥機 オ)オン蘇甦RFB-1500D 0。 試作品の乾燥用鯉度討整)

製   丸  機 LB400 2枚刃型 10.12.4 球状へ
°
レット成型用

陶磁器焼成用

小型ガス窯

倒炎式 10。 12.20 原料、試料、試作品等の焼成

試験用

回転 プ レス成形

装置駆動部

カシ
゛
セキUR5∝女造品 10.12。 10 耐磨耗性型材による陶磁器製

造技術の開発用

脱泡攪拌装置 ノンハ
゛
ア
｀
)ンク

ヾ
ニータ―゙ 1. 1.19

吸引移送装置 特注品 11.2.22

脱型装置 特注品 11.2.22 〃
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口口 名 規 格 取得年月 日 備 考

熱 分 析 装 置 マックサイエンス瑳壁 11.1.20 試料の熱的特性評価試験

定量送液ポンプ SMP-21 11.2.9 釉薬焼成試験用

荷 車 杉国 11.2.10 重量物運搬用触難より取得)

油圧プレス マサタ
゛
MHP-5 11.3.19 テス トピース作成用

テ
゛
シ
゛
タルカメラ フシ

゛
FinPix2700 11.3.23 釉薬テストと

°
】記録用

蒸 留水製 造装置 アクエ)アスGS-20 11,3。 26 試験 。研究用純水製造

(新規購入図書)

図 書   名 著 者 名 発 行 所 名 購 入 年 月 日

地学事典 地学団体研究会 平凡社 10. 6,16

窯業の事典 浜野、河村他 朝倉書店 10. 10。 12

世界大百科事典CD―ROM 日立テ
゛
シ
゛
タル平凡社 10. 8.31

近世近代遺物編 小石川 1988都立学校遺跡調査会 1988都立学校遺跡討査会 10。  9: 21寄貝曽

〃 本郷元町 1988都立学校遺跡討査会 1988郡立学校遺跡副査会 10. 9. 21寄貝曽

〃 日影町 1988都立学技逮跡副査会 1988都立学校遺跡討査会 10, 9。  21寄貝曽

岡本前高知遺跡 1988都立学校遺跡討査会 1988郷立学校追跡調査会 1 0. 9. 21i寺 貝曽

日本のガラス史 卜
｀
ロシイ・フ

゛
レイア (社)日 本功

ヾ
ラス製∴I業会 10。 11.21

粘土鉱物学 白水晴雄 朝倉書店 11。  1.20

多孔質セラミックスの新展開 (株 )東レ)サ
ーチセンター (株 )東レ)サ

ーチセンター 1 1.   3.   5

鉱産物の知識 と取引 吉田國夫 (財)通商産業調査会 11. 3.12
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研 究 開 発 業 務

lH研 究 概 要

2口 共 同研 究 い受託 研 究



呵

Ｂ 研究概要

県内窯業の技術的基盤を強化するため「生産技術の研究」 「新素材の研究開発」 「地域

産原料の活用化研究」 「新製品の開発研究」を重J煮課題にして研究開発をしています。

10年度は、次の 5テーマについて研究を実施 しました。

研  究  テ マ 研 究 者

加熱発泡セラミックスにおける気孔の制御に関する研究

―地域産原料の活用研究―

横井川 正美

耐磨耗性型材による陶磁器製造技術の開発 )|1澄

高井

り]歩ヒ

高原

一司

隆三

ひ とみ

啓之

陶磁器の再生技術に関する研究 (第一報)

一使用済碍子粉末・スメクタイ ト系素地一

川澄  一司

横井川 正美

明比 ひとみ

奥野  真吾

ブラジルRS州産粘上のキャラクタ,セ
い゙ション 宮代  雅夫

黄瀬  栄蔵

横井川 正美

フェルナント
ヾ
 テ

゛
 メーロ

暮らしの陶製品の開発研究 (Ⅱ )

一くらしの陶製品'98-
高井

福村

西尾

高畑

大谷

穴風

隆三

哲

隆臣

宏亮

哲也

光恵
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加熱発泡セラミンクスにおける気孔の制御に関する研究

一地域産原料の活用研究一

信楽窯業技術試験場   横井川 正美 Masami Ybkoigawa

アプライ トを主原料とし、SiCで発泡させる多孔質セラミンクスにおいては、その気孔は独立

したものになりやすい。 しかしながら、粘土質原料を置換 した組成においては焼成温度を制御

すれば、気孔を連続 させることが前報でわかつた。ここでは、粘土質原料の種類や置換量を変

えることにより、連続気孔が得やすい条件 (組成や焼成温度)について検討 したので報告する。

耐磨耗性型材による陶磁器製造技術の開発

信楽窯業技術試験場

信楽窯業技術試験場

陶芸家

信楽陶器工業協同組合

川澄 一司

高井 隆三

明比ひとみ

高原 啓之

Kazusl  Kawasuml

Ryuzou  Takal

Hitomi  Akebi

niroyuki  Takahara

陶磁器製造における回転機械成形では、石膏型による製造が大多数である。 しかしながら石

膏型は、耐久性が低く、また、乾燥工程の必要性から型の脱着に伴 う労働付加や型置場の確保

など問題 も多い。このことから、石膏型に代わる耐磨耗性が極めて高い型の研究開発を行つて

いる。本年度、耐磨耗性に優れた型素材を用いて連続成型が可能な型を開発 した。

陶磁器の再生技術に関する研究 (第一報)

一使用済み碍子粉末・スメクタイ ト系素地―

信楽窯業技術試験場

信楽窯業技術試験場

陶芸家

龍谷大学学外研修生

川澄 一司

横井川正美

明比ひとみ

奥野 真吾

Kazusl  Kawasuml

Masami  Yokoigawa

Hitomi  Akebi

Singo  okuno

陶磁器の廃棄物を再生する技術の一助として、本研究においては、使用済み碍子の粉末に、

スメクタイ ト族の鉱物を含む粘土を添カロし、その物性を測定した。考察に当つては、粘上の添

加率と碍子粉末の粒度に着 目した。その結果、使用済み碍子粉末の添力日率90パーセン ト以上、

元の素地よりも焼成温度が150～ 200℃ 低い陶器を作ることができた。

-62-



プラジルRS州産粘上のキャラクタ)ど―ション

信楽窯業技術試験場

信楽窯業技術試験場

信楽窯業技術試験場

海外技術研修員

宮代  雅夫

黄瀬  栄蔵

横井川 正美

フェルナント
゛
 テ

ヾ
 メーロ

Masao  Miyadai

Eizou Kise

Masami  Yokoigawa

Fernand Dable De Mello

RS州産の粘土および石炭火力発電に伴 うフライアッシュの基礎性状と、その混合物の焼成

性状について研究 した。粘土には多量の硫黄化合物が含まれていることが判明し、除去は可能

であるがコス ト的に成 り立たない。また、粘土とフライアッシュの混合物の焼成は、廃ガス処

理設備等の設置が必要なことが確認 された。

暮 らしの陶製品の開発研究

―くらしの陶製品' 98-

信楽窯業技術試験場

信楽窯業技術試験場

信楽窯業技術試験場

信楽窯業技術試験場

信楽窯業技術試験場

嘱託員

Ryuzo   Takal

Satoshi  Fukumura

Takatomi  Nisio

Hiroaki  Takahata

Tetsuya  Ootanl

Mitsue  Anakaze

高井

福村

西尾

高畑

大谷

穴風

隆三

哲

隆臣

宏亮

哲也

光恵

現代の住環境の中で使われる生活用品について,①高齢者、福祉対応製品の開発として世代を

超えて誰にも優しく、使いやすいユニバーサルなデザインのもの②ガーデニング関連の陶製品

の新規開発③軽量化等の新しい素材、技術を活用したものなど13種 114点を試作し、「財

団法人滋賀県立陶芸の森の産業展示館」においてlヶ 月間展示発表した。また、試作品の技術

講習会を開催し関係業界への技術移転を図つた。
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2日 共同研究・ 受託研究

(共同研究)

(受託研究)

機 関 名 研究テーマ 期  間 担当者

立命館大学 電磁波吸収材の調査研究 H8,4′…彰 宮代雅夫 。川澄一司

三喜ゴム (株 ) エアーフィルター用セラミック素材の開発 H9.6- 今西康博

アルメタックス アルミドロスを利用 した軽量建材の開発 H10。 1～ 横井川正美

近畿地方建設局

大戸)|夕

ヾ
ムI事事務所

大戸川夕
゛
ム堆積土の活用化調査研究 H10.12-

Hll.3

高井隆三・川澄一司

委託機関名 研究テーマ 期 間 担 当 者

中小企業事業国 耐磨耗性型材による陶

磁器製造技術の開発

10,8.11～

11.3.10

川澄一司
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導  業 務
Ｌ
口

圭

丁

1口 技 術 相 談・ 指 導 事 業

2日 支 援 事 業

3口 人材 育 成 事 業

4.設 備 機 器 利 用

5E依 頼試験

6日 研 究 参 与 事 業



lB技術相談・指導事業

(1)技術アドバイザー指導事業

本事業は、県知事より委嘱を受けた技術ア ドバイザーが企業の要請に応 じ、独 自に解

決するのが困難な技術的課題について、適切なア ドバイスを行 うことにより、新製品お

よび新技術の開発を促進させるものである。平成 10年度は次の指導が行われた。

なお、本事業は企業に経費の 3分の 1の負担金が課せ られている。

指導分野 ア ドバイザー名 指導事項 指導企業 指導 日数

窯 業 出井 豊二 新製品企画 陶器製造業 6

浜野 節朗 1

般 丸  直樹 L創構築指導 〃

△
計 3企業 8日

(2)技術相談・技術指導

現地 140件 )

(3)滋 賀 県地場 産 業 デザ イ ン向上事 業

県内地場産地の商品開発力を高めるため専門デザイナーを相談役に迎え、各産地中小企

業を指導する。

10年度信楽焼産地に封するデザイン指導は次のとお りであった。

・デザイン相談役

岩立通子氏 Io C.Tu代 表  (イ ンテ リアスタイ リス ト)

・指導対象

信楽陶器工業協同組合

インテ リア、雑貨製品開発グループ等 28社
・指導内容

信楽焼インテリア、食器、雑貨製品の開発

・デザイン相談会開催状況

開催次  開催 日        参加者数

第一回  10月  9日 (金) 5事 業所 工組 2名 信楽窯試  1名
第二回  12月 22日 (火) 3事 業所 工組  2名 信楽窯試  3名
第二回   3月  8日 (月 ) 4事 業所 工組  2名 信楽窯試  5名
第四回   3月 29日 (月 ) 5事 業所 工組  1名 信楽窯試  1名

技術相談

対 象

1,459件    (場 内 1,319件
信楽陶器工業協同組合員 (157社 )

県内企業 約 50社
その他県外企業、学校など約 40件
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本事業のなかで企画され、準備に 3年ほどかかつた東京都で開催 された大きな展示

会が昨年度成功裏に終わつた。消費地における生活者の嗜好等、ここでつかんだ多く

のものを生かして新たな感性を持つ陶器の製品開発を本年度からおこなつた。

また、当信楽窯業技術試験場で開発 した新素材 「軽量陶器」が大きな可能性を持つ

ことに岩立相談員が注目され、これを製品に生かしていく事も試みている。インパク

トのある新製品展示発表会を消費地で開催出きるよう完成度を高めることを念頭に、

製品アイテムの展開を目指した。

食器、インテ リア、雑貨と製品の幅を広くして、各社に合わせて指導された。

「軽量陶器」の製造法にはいくつかの種類があり、各社の得意な製品分野や手慣れ

た素材 とに合わせて、軽量化技術を改良する努力をしながらの試作作業 となった。特

に大型の製品分野で強みを発揮する素材であるが、良い土味と実用に絶える強度を得

るための原料の選択 と製造工程の工夫等いくつかの課題は、当初からある程度予想さ

れていたところであるが実際に大変な努力が必要とされた。

各社の努力によりいくつかよい物が試作されてきた事は喜ばしい。今後も目標を定

めて開発をすすめ、この不況に挑戦される事が望まれる。
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2日 支援事業

(1)滋賀県マーケット重視型産地構造構築事業

21世紀に向けて、流通等を重視 した産地構造を構築するなど新 しい時代に適応する

ために、産地組合等が実施する事業に対 して補助する。

事  業  名 :新製品・新技術対応流通チャンネル構築事業

テ  ー  マ :ガーデニング製品の開発 と需要開拓

補 助 対 象 :信楽陶器工業協同組合

委 嘱 専 門家 :御手洗照子 流通ア ドバイザー T―POT代表

参 加 企 業 :ガーデニング開発推進委員会 22社 22名

事 業 内 容 :平成 9年度のガーデニング製品ジサーチ事業に基づき開発 した製品の消

費地での展示、求評会の開催等による需要開拓事業の実施。

O新作発表会の実施

題   名 :J― ガーデン 」APAN IN ASIA信楽発 「和の庭まわりのしつ らえ」

趣   旨 :信楽焼にかかわる若い人達によつて新 しいコンセプ トを確立。信楽の上味

と技術を持って、日本の草木に合 うガーデン用品の開発を試みる。

イングリッシュガーデンとも日本庭園とも異なる、自然を生かした自分た

ちの手で造る庭を J―ガーデンと名付けた。また庭だけでなく、リビングに

まで広げた 「和のしつらえ」 「和のくつろぎ」を提案 していく。

取得 :開発 した商品群の商標を「J―ガーデン」とした。

期 :平成 10年 9月 23日 (水)～ 9月 30日 (水 )

場 :第一園芸 ガーデンアイランド 玉川店Bl

東京都世田谷区瀬田2丁 目32-14
出展点数  :約 300店
展示面積  :約 150平方メー トル

Oカ タログの作成

展示会の結果を踏まえ、委員会に於いて商品の選定、構成、部数等を協議 し、カタ

ログを作成 した。

の標嵩
阿
　
△
言
　
△
言
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3 人材育成事業

(1)窯 業技術者養成事業
本事業は、県内窯業技術の振興をはかり、陶器業界の経営改善に資するために必要な

窯業技術者の養成を行つている。人材難といわれる中、産地の活性化につながるとして、
ますます業界の期待が高まっている。

O平成 10年度の修了生

研 修 生 氏 名 専 攻 科 目 進   路

藤原  純 大物ロクロ 古仙堂

高井 雅代 〃 (有)壺新

松尾 友美 小物ロクロ (有)蓮月

芦田 桃子 〃 (財)陶芸の森

馬場 勝文 〃 (株)丸十製陶

金丸 美代子 〃 研修生 (素地焼成科)

木下 淳子 〃 草土窯 (福 田英明)

上嶋 康之 平由      鶉蓋 陶イ山民芸

平井 岳夢 〃 家業 (窯業)

篠原 希 〃 自営 (窯業)

石田 ちひろ 〃 他業種

谷井 誠 素地焼成 家業 (窯業)

山森 志保 〃 窯業見習い

西田 結 〃 窯業見習い

奥田 咲子 デザイン 研修生 (小物コクロ科 )

藤原 加寿子 〃

小川 志保 〃 (株)菱三陶園

O平成 11年度研修生選考について

平成 10年 12月 10日 (水)平成 11年度滋賀県窯業技術者養成研修実施公告
平成 11年 2月  1日 (月 )～ 12日 (金)願書受付

2月 18日 (木)選考試験
2月 26日 (金)選考委員会
3月  3日 (水 )合格発表

41名 の応募があり、その中から18人を選考
大物ロクロ成形科 2人 小物ロクロ成型科 6人
釉薬科 4人 素地焼成科 3人 デザイン科 3人
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(2)学 外実 習 生 の 受 け入れ

平成 10年度は龍谷大学理工学部物質化学科より3年生 2名 の受入を行つた。
。今井 崇人
・奥野 真吾

実習期間

8月 24日 から9月 12日
実習内容

新素材の開発と物性評価

(3)産 地育 成指導事 業

O信楽陶器研究会  (旧名 信楽陶磁器研究会)

陶器産業にかかわる者で構成 し、信楽陶器の発展に寄与することを目的に昭和 62年
に発足した。講習会、研修会、見学会等の活動を通 して多角的にやきものに関する研究

を実施 している。平成 10年 4月 より「陶器」という言葉の深 く廣い意味を考慮 し、会

の名称を信楽陶磁器研究会から信楽陶器研究会に改名 した。
1  

会員数 :54名  会長 :西尾 矩昌

活動概要

・研修会

「染付け技法」 講師 :Li Cheng

参加者 20名

。見学会

陶芸の森陶芸館  「つくり手たちの原像」

・講演会

「色土による陶芸練 り込み技法」  於 :信楽窯業技術試験場会議室

講師 :Dorothy Feibleman フェイブルマン ドロシー

陶芸家 (イ ギジス在住)

通訳 :芦 田桃子

参加者 22名    10/27

於 :信楽窯業技術試験場会議室

7/1,8.15。 22 29   8/19,26   9/2  8:ヨ 間
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・ボランティア活動

「楽焼ボランティア」 人 日市市 法泉寺 参加者  9名  8/23

「西宮市震災記念行事」壁画製作指導・監修  (於西宮北口駅前)

主催 :住宅・都市整備公団関西支社 震災復興事業部

後援 :西宮市 西宮市教育委員会 西宮北口北東地区再開発協議会

企画 :に しきた縁側会議

参加者 :約 200名 会員参力日12名     1/15,16,17  3日 間

新聞記事掲載 :朝 日、毎 日、読売、京都、中日、神戸等

・出店協力   (び わこデザイン文化協会より協力依頼)

近江ノ(幡市 陶器市 「酒 とアー トの宴」  10/17,18   2日 間

・信楽町長訪問

会名改称の報告とボランティア活動に対する協力のお礼 7/21

○信楽窯業技術試験場研修生OB会

当試験場の研修修了者で構成 し、・窯業技術の向上と産地の活性化を目的に設立され毎

年、信楽陶器祭に合わせて 「研修生 OB展」を開催 している。

10年度は下記のとおり開催 し、会場では、消費者の好みや購買傾向等についてアンケート

調査を実施 した。年代別・男女別に集計を行い各出展者に資料提供 した。

「研修生OB展」

期 間  平成10年 7月 24日 (金)～ 26日 (日 )

会 場  信楽伝統産業会館

出展者  19人

出品数   30J黒 (食器13点、花入5点、置物4点、花器3点、オブジェ2点、照明2点、壷1点 )

〇信楽焼振興協議会

この協議会は、平成 6年度に「信楽焼の振興を図るため必要な事業を行い、もつて産

業の発展に寄与する」ことを目的に当試験場も組織の構成団体の一つとして設立された。

10年度役員会および専門委員会の構成メンバーとして当場職員が委嘱され事業推進

に努めた。
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(4)中 小企 業技 術者 研修 事 業

研修名  :短期技術者研修

課程名  :工芸課程 陶器の装飾技術

研修期間 :平成 10年 10月 22日 から 11月 19日

開催 日数 :11日 間

受講料  :8,000円
研修時間 :講義 3時間  実習 36時間

受講者数 :30名

修了者数 :23名

研修場所 :信楽窯業技術試験場 会議室、施釉室

内  容 :

講座名

顔料 と絵の具について

筆による絵付け技法

染め付け技法

吹きによる絵付け技法

トールペインティング

石膏型 とデザイン

生地彫 リインチン技法

講師

加藤 悦三 (理学博士)

福田  翔 (陶芸家)

Li Cheng(陶芸家)

砂田美喜夫 (卓越技能者 )

田中 真弓 (デザイナー)

斎木 俊秀 (デザイナー )

大原  薫 (伝統工芸士 )
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4.設備機器利用

0設備機器利用          総数 3151回
○県行政財産使用条例による設備利用  小計430回

機械設備名 件数 機械設備名 件 数

クラッシャー 2 熱分析装置 3

ァシンター 3 走査型電子顕微鏡 33

スタンプミル 1 粒度分析装置 22

超微粉砕機 (ア トライタい) 2 画像処理装置 8

トロンミル (300キ ログラム) 3 スクリーン印用J装置 6

トロンミル ( 50キ ログラム) 9 熱風低温乾燥器 2

振動 ミル l 定温乾燥器 2

二段ポットミル 7 オー トグラフ 10

万能混合攪拌機 12 蛍光X線分析装置 40

可搬攪拌機 1 自動高出力X線回折装置 40

フィルタープレス 2 カンテイングプロンタ~ 10

真空土練機 13 電気炉 9キロワント素焼 43

攪拌雷潰機 7 電気炉 9キロワット本焼 13

ラクネール 5 電気炉 15キ ロワント素焼 17

セラローラ 6 電気炉 15キ ロワット本焼 10

石青真空攪拌機 電気炉 45キ ロフット素焼 9

石膏型削盤 2 電気炉45キ ロフント本焼 3

サン ドブラスター 7 シリコニント電気炉 13

硬質物切断機 2 ガス窯 0.4立方メいトル本焼 6

プレー トコンパクター 6 ガス窯 0.4立方メートル本焼 15

油圧プレス 3 ガス窯 2立方メー トル素焼 4

電子天秤 8 ガス窯 2立方メー トル本焼 5

万能試験機 1 ガス窯 6立方メー トル素焼 2

摩耗試験機 2 ガス窯 6立方メー トル本焼 1

熟伝導率計 ガス炉0.05立方メー トル 6
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○行政財産使用条例第 6条適用による設備利用  小計 2721回

機械設備名 件 数 機械設備名 件 数

クラッシャー 3 熱伝導率計 4

ァシンター 6 赤外線放射エネルキ―゙預J定機 16

スタンプミル 熱分析装置 30

超微粉砕機 (ア トライタ中) 10 粒度分析装置 45

トロンミル (50キ ログラム) 15 画像処理装置 106
振動 ミル 12 スクリーン印刷装置 21
二段ポン トミル 64 熱風定温乾燥機 180
鉄粉濾過器 2 定温乾燥器 80

振動フルイ 7 オー トグラフ 40

万能混合攪拌機 0 蛍光X線分析装置 20

ハイスピー ドミキサー 5 自動高出力X線回折装置 22

フィルタープ レス 4 精密切断機 26

真空土練機 34 電気炉 9キ ロヮット素焼 107
攪拌雷潰機 504 電気炉 9キ ロヮント本焼 42

ラクネール 15 電気炉 15キロワット素焼 10

セラローラ 61 電気炉 15キ ロヮット本焼 7

石膏真空攪拌機 87 電気炉 45キロワッ ト素焼 9

石膏型削盤 5 電気炉 45キ ロワット本焼 4

サンドブラスター シリコニット電気炉 33

硬質物切断機 24 脱脂付電気炉 0

油圧プ レス O ガス窯 0。 4立方メー トル本焼 33

PHメ ーター 30 ガス窯 2立方メー トル素焼

電子天秤 668 ガス窯 2立方メー トル本焼 3

硬度計 0 ガス窯 6立方メー トル素焼 2

光高温度計 11 ガス窯 6立方メー トル本焼 2

土練機 125 ガス炉0,05立 方メー トル 45

調土電気炉 1 0kw 51 ジくい―パ ーーバ ーー /` 37

耐火度試験機 12 カラープ リンター 74

オー トクレーブ 6 カンテイングプロッター 9

-73-



5 依頼試験

●依頼試験 総数  86成 分 364件

受付件数受付件数 試  験  名試  験  名

14件オー トク レー ブ試 験定 性 分 析 44件

32件凍 害 試 験定 量 分 析 86成分

15件1件 熱 衝 撃 試 験耐 火 度 試 験

加 熱 重 量 変 化 浪」定 1件1件呈 色 試 験

13件28件 比 重 測 定乾 燥 収 縮 試 験

24件21件 か さ 比 重 測 定焼 成 収 縮 試 験

2件真 比 重 測 定全 収 縮 試 験 21件

粒 度 分 析 9件14件耐 薬 品 試 験

48件17件 曲 げ 強 度 試 験耐 圧 試 験

15件摩 耗 試 験吸 水 率 試 験 43件

成績 書 の複本 (和 文 ) 2件1件熱 膨 張 測 定
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6 研究参与事業

当事業は、信楽窯業試験場技術担当職員が行 う研究開発業務および指導業務において、

部外より専門講師を招聘 し、当面する諸問題に対 して、適切な解決策を検討 し、より高

度な指導を受けるために設けられた事業である。

O平成 10年度では次の指導を受けた。

期   日 講   師 指  導  内  容

H10.5,8 剣持 和之 住環境での陶器製品の活用の可能性についての提案

H10.5,11 出井 豊二 陶製インテ ジア製品の開発についてのデザイン提案

子110.5,15 稲岡 真理子 インテリア、雑貨製品の開発についての指導

H10.6,2 高橋 恵子 ガーデニング関連製品についての市場動向と企画指導

H10.6,8 出井 豊 「暮 らしの陶製品 98」 の展示計画の指導

卜110,7.16 出井 豊 「暮 らしの陶製品 98」 の展示計画について実地指導

H10,7.31 稲岡

出井

剣持

真理子

豊二

和之

試験場試作展「くらしの陶器 `98」 求評会

Hll.2.23 伊藤 伊佐男 業務用食器および大型食器の市場状況と開発指導

Hll.3.15 中野 聡志 地質学、鉱物学の視点から県内土石資源について指導

Hll,3.24 出井 豊二 次期新製品開発事業にかかる企画およびデザイン指導
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成果普及 田「晴報提供事 業

1 講演会の開催

2日 研 究 成 果 発 表

刊 行 物 の 発 行

マ ス コ ミ発 表 等

３

　

　

４



lB講演会の開催
■ 業界の製品開発の参考のため市場情報等について専門家による講演会を開催した。

O稲岡真理子 氏 (生活化学評論家)

《インテリア、雑貨商品の最新の市場動向と今後の消費動向の予測について≫

平成 11年 2月 15日

聴講者 18名

2日 研究成果発表

■  県内関係事業所に向けて、信楽窯業技術試験場が主として平成 9年度に研究開発 して

きた成果を発表 し、業界への普及に努めた。

開催 日 :平成 10年 11月  6日 (金)13時 30分～ 17時

会 場 :信楽窯業技術試験場 会議室

発表内容

1・ 迅速焼成に関する研究

2。 中空樹脂粉末を利用した多孔質軽量陶器の研究Ⅲ

3・ 無機中空体を利用した軽量陶器の開発

4・ アフ
°
ライトを主体とした加熱発泡セラミックスに関する研究

5・ 暮 らしの陶製品の開発研究 I

6・ 信楽陶器産業における商品開発支援システムの開発

参加事業所数 19社 聴講者数 30名

中島孝

川澄一司

宮代雅夫

横井川正美

福村哲

大谷哲也
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3 刊行物の発行

(1)業務報告書

平成 9年度に実施 した信楽窯業技術試験場の業務概要をまとめ関係企業、機関等に配付 した。

(工業技術総合センター業務報告第 12号  P89～ 116)

(2)研究報告書

平成 9年度に実施した信楽窯業技術試験場研究開発業務の成果をまとめ関係企業、機関等に

配付した。 (工業技術総合センター研究報告第 12号  P43～ 73)

(3)情報誌 「陶」

信楽窯業技術試験場が実施 している事業の成果や様々な窯業関係情報を紹介 している。

平成 10年 9月 (9号)と 11年 3月 (10号)の 2回/年 各 800部 を発行 し県内企業、

市町村役場、関係機関 。団体へ配付 した。

4 マスコミ発表等

給食用食器に信楽焼いかが

10,11.1(読 売新聞)

平成 1 0年信楽焼生産実態調査結果報告

11.1. 8(京 都新聞)

11.1.14(産 経新聞)

11,1.15(朝 日新聞)

11.1.25(陶 業時報)

11.1.22(毎 日新聞)

11.1.25(甲 賀新聞)

11.2. 2(日 経新聞)

11.2.11(中 国新聞)
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そ の 他

可口場内見学者数

2.信 楽 陶 器 業界 生 産 状 況



■
Ｉ 場内見学者数

●場内見学者数   553人

2B信楽陶器業界生産状況

(1)平成 10年 (1月 ～ 12月 )の調査結果

()は平成 9年

調査対象企業数 131(131)

従業員数

1,116

(1,131人 ) 男

620ノ(

(618人 ) 女

334人

(340人 ) パーート

162人

(173人 )

トンネル

9

(9) 電  気

96

(100)

登

穴

窯

窯

46

(45)窯

数

ガ   ス

239

(230) 重   油

17

(31) 合  計

407

(415)

生 産 高

(万 円)

前年比

(%)

平成 9年生産高

(万 円)

構成比

(%)

総  生 産 局 1,247,872 82.4 1,515,200

植  木  鉢 141,482 99,8 11.3 141,793

イ ン テ ジ ア

エ クステ リア 216,332 100。 8 17.3 214,632

花 器 97,684 89.6 7.8 109,053

819,886建 材 549,458 67,0 44.0

101,3 16.5 203,773食 卓 用 品 206,512

そ  の  他 36,404 139.7 2,9 26,063
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窯炉数

プE号 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1

従業員数

2345678910

基

440

420

400

380

360

340

320

300

280

260

240

220

200

180

160
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80

60

40

20

0

人
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☆ 」R軍浄線貴剣 H駅で信楽高原霊道に乗

り換え、信乗駅下軍徒歩約 20分 .

☆ 」日石山駅下軍、駅前より帝屋バスで終

点信桑下軍、徒歩 10分。

☆ 名神高速道踏瀬田粟、瀬田西ICおよび

京滋バイパス瀬田 ICより県連大澪悟桑線

で約 40分。

☆ 名神高速遭路ノヽ日市 iCよ り田道 307号
線で約 60分。

☆ 東名阪目動車適壬生野 ICよ り約40分。

至宰治
tO u」 I

滋賀県工業技術総合センター 信桑窯業技術試験場
〒529‐1851滋賀県甲買部信楽阿長野498
Te1 0748・ 82・ 1155 Fax 0748‐ 82‐115S

識 9
乗
ｓｔ苅

Ｂｕｓ

駅

ｓａｎ

帝
Ｔｅｌ

信薬窯業技術試験場

殺舗 :E鷺埋記辞H雪尋織と

神山
Koyama

至同山町

shiga Prerectunat Shigaraki Ceramic Research instiMte i

498 Nagano Shigarak卜 cho Kokattun Shiga「 Pprer. 」apan
http:〃

―
.sig.shiga‐ irc.go.IP/
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(3)
(財 )滋 賀県産業支援 プラザエ業支援課

旧 (財 》滋賀県工業技術振興協会



(財 )滋 賀 県工 業技 術振興協 会 の活 動

1日 概 況

2日 理 事 会 B運 営 委 員 会 の 開 催

3H専 門部 会 の 開催

4日 人材育成事業

5日 技術情報収集 B提 供事業

6日 技術・ 人的交流促進事業

7口 産学官交流促進事業



刊 概 況

人材育成 、技術情報収集・ 提供、技術 。人的交流、産学官交流促進 の 4つ を主 な事業 と

す る当協会 は、工業技術総合セ ンター と表裏一体の協力 のも とに本県工業技術 の拠点 とし

て企業ニーズに可能 な限 り対応すべ く、それぞれ の事業の内容充実 に努 めま した。

なお、当協会 は本年度で解散 し、平成 11年 度か ら (財 )滋 賀県 中小企業振興公社 、滋

賀県 中小企業情報セ ンターお よび滋賀県小売商業支援セ ンター と統合 し、県 内産業 に対す

る支援施策 を総合的、一体的に進 めるために新 たに 「 (財 )滋 賀県産業支援 プ ラザ」 とし

て発足いた します。

2 理事会・運営委員会の開催

3 専 門部会の開催

開 催  日 会  議  名 議 案

平 成 10年
6月 17日

理  事  会

(第 1回 )

平成 9年度 事業報 告 お よび収 支 決 算 に

つ き、議 決 を求 め る こ とにつ い て

役 員 (理 事 )の 辞任 に伴 う後 任 役 員 の

選 任 を求 め る こ とにつ い て

第 1号 議案

第 2号議案

平 成 10年
7月 29日

理  事  会

(第 2回 )

第 3号議 案   役 員 (理 事 )の 辞任 に伴 う後 任 役 員 の

選任 を求 め る こ とにつ い て

平成 10年
11月 27口

理  事  会

(第 3回 )

役 員 (理 事 )の 死 去 に伴 う補 欠役 員 の

選 任 を求 め る こ とにつ い て

役 員 (理 事 )の 辞任 に伴 う後 任 役 員 の

選 任 を求 め る こ とにつ い て

第 4号 議 案

第 5号議 案

理 事 会

(第 4回 )

第 6号議案  平成 10年 度事業計画お よび収支予算

の変更について

平成 11年
2月 8日

理  事  会

(第 5回 )

第 7号議案

第 8号議案

解 散 につ き 同意 を求 め る こ とにつ い て

残 余財 産 の処分 につ き議 決 を求 め る こ

とにつ い て

代表 清 算 人 の選 任 につ い て第 9号議 案

平成 11年
2月 18日

開 催  日 常下      F日 内 容

電子・ 機 械 ・ 平成 10年 度研 修 実施 状 況 につ い て

・ 平成 11年 度 技術 研 修 計 画 につ い て

平成 11年
1月 27日

。平成 10年 度研修実施状況 について

。平成 11年 度技術研修計画について

平成 11年
1月 28日

工業材料・

食 品
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4 人材育成事 業

「企 業 は人 な り」 を実践 す るた め、各 技術 分 野 にわ た り研 修 講座 を設 け、企 業 の求 め る

実 践 的 か つ 高度 な研 修 を め ざ し、理 論 と実習 の両 面 か ら研 修 内容 を充 実 して実施 しま し

た。

①短期研修

本年度 は 11講 座 を実施 しま した。

講座 の受講者 は 186名 で、大企業は 30。 6%、 中小企業が 58.6%の 割合 で、

地域別 の割合 では、湖南・ 甲賀・ 中部 で 79,0%を 占めています。

昭和 60年 か らの受講者 累計は 3, 195名 に達 しています。         ド

ア .実  績

実 施 年 月 口 講    座    名 受 講者 日 数

10. 5,22 ～  6。 15 金 属材 料 と熱 処理 講座

名

20

日

8

時 間数

時 間

29.5

10, 6. 4 ～ 6.25 プ ラスチ ック射 出成 形加 工技術 講

座

24 7 27.0

10.  6。   9 6.30

Visual Basicに よる

Winndowsプ ログ ラ ミン グ技術 講座 20 34.0

10, 6,26 ～  7, 3

FAに おけるマシン制御技術講座

(PLCを 中心 とした制御技術入 門 ) 15 6 33.0

10.10。 22 ～ 10,29 検 査 の た めのセ ンサ技術 13 4 24,0

10,10. 6 - 10,28

サーホ
゛
・アクチュエータを中心とした

メカ トロニクス技術講座 10 6 31,0

10,11.26 12.22 C言 語プ ログラ ミング技術講座 14 8 24,0

11. 2.23 ～   3. 2 食 品 技 術 講 座 16 18.0

11. 2,24 ～   3. 2 環 境 技 術 講 座 13 4 24,0
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実 施 年 月 日 講    座    名 受講者 日 数 時 間数

11. 3, 3 -  3.18 機 械 加 工 技 術 講 座 21 21,0

11 ,3.15 -  3.23 インターネット技術講座 20 21,0

計 11講座 186 64 286.5

大  企  業 中 小 企 業 そ  の  他 計

受 講 者 数 57名 109名 20名 186名

比 率 (%) 30. 6 58, 6 10. 8 100。 0

イ .企 業 規模 別 受 講者 数

ウ.地域 別 受 講 者 数

湖  南 甲 賀 中  部 湖  東 導月  耳ヒ 湖  西 そ の他 計

受 講者 数 89名 30名 28名 18名 8名 8名 5名 186名

比 率 (%) 47.8 16. 1 15,0 9,8 4,3 4,3 2.7 100.0

②長期研修

長期研修 は龍谷大学理工学部機械 システム学科 の講師による力学・機械材料・機械設計
。システムエ学等の基礎理論お よび演習、実習 を内容 とした 「機械設計技術者養成講座 」

を引き続 き開講 し、 さらに立命館大・学理工学部の電気電子系、情報系学科 との連携 を基軸

に 「電気・ 電子 回路技術者養成講座」お よび 「情報 システム技術者養成講座 」 の 2講座 を

実施 し、エ レク トロニクス、情報工学分野の技術者養成 を図 りま した。

カ リキュラムの編成 に当たつては、企業が受講者 を長期 間派遣す ることに相 当困難 を来

してい る社会状況 を考慮 し、内容 を分野別 に分割 し、選択受講が可能 な構成 としま した。

受講者数 は実人員 が 63名 で大企業が 15名 、中小企業が 46名 であ り、主な対象 を中

小企業者 とした傾 向を示 しています。

地域的には湖南が 41名 、 甲賀 。中部で 10名 と近隣地 区か らの受講 が特 に 目立 ってい

ます。
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ア .実  績

イ .内  容

・ 第 9期 機 械 設 計 技 術者 養 成講 座

。第 3期 電気・ 電子 回路技術者養成講座

*各 コー ス合 計 人数

受 講 者 日 数 時 間数実 施 年 月 日 講 座 名

1げ習静1
日

40轟寝設計技術者養成講座

18基礎 コー ス キ材 料 強度設 計 コー ス

14

10. 6. 2 ハV 10, 1

基礎 コー ス キ機 械 機 能設 計 コー ス

22 41 147竃真却電子 回路技術者養成講座

15電 気 。電子 工 学基礎 コー ス

10アナ ログ回路 コー ス

12デ ィジ タル 回路 ヨー ス

10. 6.16 - 10. 5

26 8423情報 システム技術者養成講座

10情 報 基礎 コー ス

1 8

10。  9.22 ～  12.11

情 報ネットワーク・ 情 報 システ ム コー ス

材料力学・ 材料力学演習 (5)

熱 力 学 (3)

機 械 設 計・ 機 械設 計演 習 (5)

基 礎 コー ス <必 修 >

(13)

機械材料学 (3)

機械材料学実験 (1)

材料強度学 。材料強度学演習 (6)

材 料 強度 実 験 (2)

材料強度実習 (3)

材 料 。強 度 設 計 コー ス

(15)

機 械 力 学・機 械 力 学演 習 (4)

<特別 講 義 >デ ィジ タル信 号解 析 の基礎 (1)

機 械 機 能 設 計 (4)

機 械 機 能 設 計 コー ス

(14)

システ ムエ学 。システ ムエ学演 習 (5)

42単 位  126時 間合 計

電 気 工学 の基礎 (5)

電気 回路 基礎 実験 (4)

電子工学の基礎 (5)

電 気 。電 子 工 学 基 礎 ヨ

ー ス     (20)
電子 回路基礎 実験 (6)

増幅回路の基礎 とオペアンプ (4)

オペ ア ンプ の応 用 (4)

アナ ログ回路実験 (4)

ア ナ ロ グ 回 路 コー ス

(12)

ディジタル ICの 基礎 と応用 (5)

A/D変 換 、 D/A変 換 (4)

ディジタルフィルタ (3)

デ ジ タル 回路 実験 (5)

デ ィジタル 回路 コース

(17)

49単 位  147時 間合    計
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情報基礎 コース

(12)

ノフ トウェアエ 学 (1)

ヨンパ イ ラ (1)

オペ レー テ ィ ングシ ステ ム (1)

計算機 システ ム (1)

デ ー タ構 造 とアル ゴ リズ ム (1)

計算機 構 成 論 (1)

UNIXオ ペ レー シ ョン演 習 I(1)

UNIXオ ペ レー シ ョン演 習 Ⅱ (1)

Cプ ログ ラ ミング演 習 I(1)

Cプ ログ ラ ミン グ演 習 Ⅱ (1)

Cプ ログ ラ ミング演 習 Ⅲ (1)

Cプ ログ ラ ミン グ演 習 Ⅳ (1)

情 報 ネ ッ トワー ク・ 情

報 システ ム コー ス

(16)

データ通信 (1)

通信 プ ロ トコル (1)

LAN概 論 (1)

WAN概 論 (1)

ネ ッ トワー ク構成論 (1)

LAN構 築 I(2)

LAN構 築 互 (2)

イ ンターネ ッ ト概論 (1)

HTML入 門 (1)

UNIXシ ステム管理 (1)

デ ータベースシステム (1)

<遠 隔講義)社会情報 システム (1)

オ ンライ ンシステム (1)

情報セキュ リテ ィ (1)

合    計 28単 位   84時 間

・第 3期 情報 システム技術者養成講座

5田 技術情報収集・提供事業

県 内企 業 が求 め る技 術 情 報 をオ ン ライ ン端 末機 に よ り、迅 速 に提 供 す る と ともに、年 間

8回 の科 学 技 術 セ ミナ ー の開催 、 さ らに情 報 紙 「テ ク ノネ ッ トワー ク」 の発 行 な ど、情 報

の提 供 に努 めま した。

①情報検索

件    数 利 用 時 間 備   考

34件 389分
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②科学技術セ ミナー実績

科学技術セ ミナーは、話題性 のある技術、先端技術、お よび将来期待 され る技術 、また

製 品開発へ の取組み方 な どをテーマ として、基本理論、応用への道筋、 さらには実践的活

動 の実例 を踏 ま えて実施 し、情報 の提供 に努 めま した。

ア .実  績

回 年  月  日 ア マ 講   師 参加 者 数

102

10.5。  14 環 境 に配 慮 した 防錆 技術 の動 向

●環 境 保 全 と防錆 技術 につ い て

大 阪府 立産 業 技術研 究所

評 価 技 術 部  表 面化 学 グル ー プ

主任 研 究員  佐藤  幸 弘 氏

●環境 対応 に適 した新 しい タイ プ の気 化性 防錆剤

の現 状

米 国 CORTEC社
SALES MANAGER

マ ー カ ス・ ビィーバ ー 氏

米 国 CORTEC社
日本 代表  村 松  晴也 氏

59

103

6. 25 環境保全商品開発 の現状 と将来

0地 球乗境 問題 に対す る自動車技術 の取組 み

三菱 自動車工業仰 名古屋

乗用車開発本部 乗用草技術セ ンター

技師長  中尾 謙三 氏

0グ ローバル環境エ ンジンGDIの 実現 について

三菱 自動車工業爛 京都

乗用車開発本部エ ンジン設計部

次長  尾上 和雄 氏

28

104

7. 23 モバイル コン ピューテ ィングの現状 と将来

0モ バ イル コン ピュー テ ィン グの動 向 と今 後 の発

展性

大 阪大 学 大 学 院

工学研究科情報 システムエ学専攻

助 教授   塚 本  昌彦 氏

0モ バ イル コン ピュー テ ィ ングの現 状 と将 来

シ ャー プ棚  情報システム事業本部

副参 事   熊 谷  典 大 氏

39
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回 年  月  日 ア 講   師マ 参加者数

105

9. 22 最近の複合材料技術 の動 向 とその実際

●複合材料 における界面化学

―界面構造の制御 と機能化 ―

神戸大学工学部

教授   中前 勝彦 氏

●炭素繊維強化複合材料

一最近の動 向 と今後 の展望 ―

東 レ爛 複合材料研究所

副所長兼 トレカ研究室長

佐藤 卓治 氏

54

106

10. 21 環境産業の現状 と事業展開の視点

0環 境 ビジネスの新 しい展 開 とその成功条件

日刊工業新 聞社 大阪支社編集局

第 1産 業部長 旭  鉄 郎 氏

●家電 ジサイ クル と産業界への影響

(財 )家 電商品協会

環境部長   貴島 康智 氏

__〔睡磐覆写貫撃蕉喬逸
ツセ'98と共催

]

410

12, 10 技術開発  Topセ ミナー

0技術 開発 の正否 は経営層 の決断か ら

ライオ ンエ ンジエア リング榊

相談役  岩崎 浩一郎 氏

0品 質工学の導入 と開発事例

富士ゼ ロックス爛経営品質推進部

担 当部長 立林  和夫 氏

(滋 賀県品質工学研究会 と共催 )

92

107

11, 2. 5 電池 開発 の現状 と将 来

●電 池 とそ の役 割

京都 大 学大 学 院 工 学研 究科

教授   小 久 見 善人 氏

●民生用 二次 電池 の現状 と将来展 望

三洋 電機 仰  ノフ トエ ナ ジー 事 業 本 部

ツフ トエ ナ ジー技術 開発研 究所

所 長   盛 岡 勇 次  氏

51
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参加 者 数回 年  月  日 ア マ 講   師

83

期 待 され る福祉 産 業 -21世 紀 へ の展 望

●福祉 工 学 が拓 く新 規 産 業 へ の道

北海 道 大学 電子 技術研 究所

教授   伊 福 部  達  氏

0こ れ か らの福祉 機器 産 業  一福祉 用 具産 業 に対

す る国 の支 援施 策 につ い て 一

新エネルギー・ 産 業 技術 総 合 開発機 構

医
｀
療 福祉機 器 開発 室

室長   小川 健 一郎 氏

「滋賀 ウェル フェアテ クノハ ウス研究会 と共催

クサツ・エス トピアホテルで開催 〕

108

3. 11

816合 計 8回

そ  の 他 計大  企  業 中 小 企 業

802 816181 333参加 者 数 (名 )

40 8 37. 0 10022. 2比  率 (%)

イ .企 業 規模 別 参加 者 数

ウ。地域別参加者数

計湖 湖  西 県  外甲 賀 中  部 湖  東湖  南

816名5名 273名54名 102名 37ネ受 講 者 数 259塔 86名

100.04.5 0,6 33.510.6 6.6 12.5歩ヒヨ語 (%) 31,7

(本 年 度 は第 106回 セ ミナ ー につ い て、県 が主催 した 「環 境 メ ッセ 」 と共催 を行 つた

た め、企 業 規模 別 のそ の他 が 302名 、地 域参加 者 別 の県外 が 273名 と例 年 の統 計

とは大 幅 に異 な つて い ます 。 )
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③ .情 報誌の発行

発 行 年 月 名 称 部  数

10. 5 テクノネ ッ トワーク VOL.50 2,500

1 0,   7 テクノネットワーク voL.51 2,500

1 0.  9 テクノネ ットワーク VoL.52 2,500

10。  11 テクノネ ットワーク VOL.53 2,500

1 1.  1 テクノネ ットワーク VoL.54 2,500

11. 3 テクノネ ッ トワーク voL.55 2,500

④ .工業技術総合セ ンター図書の管理運営

工業技術総合セ ンターの技術 関係 図書 を県内企業等 に広 く活用 して もら うた め、工業技

術総合セ ンターか ら委託 を受 けて、閲覧、貸 出、複写サー ビス業務 を行 いま した。
・ 1月 末現在

月 閲覧 (名 ) 複写 (名 ) 貸 出 (名 ) 月 閲覧 (名 ) 複写 (名 ) 貸 出 (塔 )

4 43 26 17 11 39 14 16

35 19 16 12 45 20 17

6 55 20 20 58 32 17

60 15 29 2 53 17 18

42 19 20 56 26 19

9 55 22 29

10 65 30 31

〈
口
　
　
計

606 260 249
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6 技術 B人 的交流促進事業

①滋賀県技術・市場交流プラザ開催事業

今年度のグループは、第 12次 目のグループで、公募による 30社 の申し込みがあり

ま した。

内容 につ い て は、 中小 企 業 が保 有す る技術 開発 力 を相 互補 充 し、 「融 合 化 」 に よつて

新 技術 。新 製 品等 の 開発 、事 業 化 に導 くた めの、第 一段 階 の 「交流 」 に着 目 し、 "参加

企 業 の 出会 い の場 "と して活動 を行 い ま した。

ま た 、 当協 会 か ら生 まれ た OBグ ル ー プ の活 動 につ い て も、積 極 的 に側 面 的支 援 を行

い ま した。

ア .平成 10年 度 技術・ 市場 交 流 プ ラザ の 開催

。活 動 内容

開 催 場 所 参加 者 数月   日 事   業   内   容

会 員 数

30社
平 成 10年

3月 ～ 4月

平成 10年 度技術・市場交流 プラザ会員募集

4月  7日 本 年 度 プ ラザ助 言者 に新 庄 秀 光 氏 を委 嘱

5月 19日

(発 会式 )

1.技 術・市場交流プラザの 目的 と運営 について

2,講 演 「技術・市場交流プラザの活動 と取組み

方 について」

3。 会員 自己紹介

4.会 則 と事業計画及び運営 について

工業 技術 振 興 会 館

研 修 室 2A
28名

工業技術振興会館

研修室 2A
25名6月 16日

1.企 業紹 介 「わが社 を語 る① 」

2,7月 宿 泊研 修 で の討議 テ ー マ につ い て

3.活 動 計 画 、運 営 方 法 につ い て

4.そ の他

志 賀 荘

(大 津市 )

23名

7月 17日

～ 18日

宿泊研修

1.研 究討論方法の説 明

研究テーマ選択 とグループ編成

―研究テーマー

・ 製 品 (技 術 )開 発 と販路開拓

・新分野進 出 と企業連携

・市場 ユーズの探索 とその具体的な展 開法

2.グ ループ討論

3,入 浴・ 夕食

4.グ ループ討論、 自由討論

5.就 寝

6.朝 食

7.グ ループ討論のま とめ

8。 発表お よび質疑

9.助 言者 の感想
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月   日 事   業   内   容 開 催 場 所 参加者数

8月 25日 1,企 業 紹 介 「わ が社 を語 る② 」

2.意 見 交換

3.助 言 者 の感 想

工業技術振興会館

研修室 2A 23名

9月 21日 1,工 業技術総合セ ンター見学

2.企 業紹介 「わが社 を語 る③」

3.意 見交換

4.助 言者 の感想

工業 技術 振 興 会 館

研 修 室 2A
18名

10月 22日 滋賀環境 ビジネスメ ッセ '98
1,基 調講演 「環境 ビジネスの市場動 向 と

これか らの ビジネスチャンス」

エヨドデネスネットワーク 代表 安藤  員 氏

2.展 示会場見学

3。 感想・意見交換

長 浜 ドー ム

北 ビフコホテル 住 文

(長 浜 市 )

22名

第 7回 滋 賀 県 異 業種 交流 大 会

～産 学 官  絆 で挑 戦  未 来創 成 ～

・ 各 大 学 の産 学 交流 の取組 み につ い て の発 表

。分科 会

。交流 懇 談 会

立命 館 大 学 び わ こ

く さつ キ ャ ンパ ス

(草 津 市 )

20名

11月 13日

11月 17日 会 員 企 業 見 学

榊 ニ ュー リー 。土 山

。概 要説 明、見 学

・ 意 見交換

・ 助 言者 の感 想

土  山  町 15名

12月  8日 会 員企 業 見 学

榊 大 和バ ル ブ

・ 概 要説 明、 見学

`意 見 交換

。助 言者 の感 想

。懇 談会

彦  根  市 20名

1月 19日 会 員 企 業 見 学

島津 メ クテ ム榊

・ 概 要説 明、見 学

・ 意 見 交 換

・ 懇 談会

大  津  市 20名

2月 16日 会員企業見学

大西電子榊

日本セー フテ ィウォー ター爛

・概要説 明、見学

・ 意見交換

・助言者 の感想

近 江 人 幡 市 21名
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月   日 事   業   内   容 開 催 場 所 参加 者 数

3月  9日 1.講 演 「新 分 野進 出 と融 合 化 へ の取組 み方 」

助 言 者  新 庄 秀 光 氏

2.「 交流 プ ラザ につ い て」会員 各位 の所感

3.ア ンケー ト結 果 につ い て

4.今 後 の活 動・ 運 営 につ い て

5.懇 談 会

ホ テル  ボ ス ト

ンプ ラザ 草 津

(草 津 市 )

21名

イ 。 当協 会 か ら生 まれ た OBグ ル ー プ の側 面 的支援

。OBグ ル ー プ の実績 (参 考 )

グ  ル プ  名 設 立年 月 日 会員 数

(名 )

例 会 等

(回 )

備 考

カ オ ス 60 S61.4.1 12 12 S62.6.1

H4。 10。 1

カオス・ハイテク(協 )設 立

爛カオス 設 立

テ ク ノ ス 61 S62.4.1 6 10 H4.4.8 テクノスタ
゛

'―

ン(協 )設 立

オ ラ クル 62 S63.4.1 9 1 1 Hl.12.1(協 )ハンクス設立

(メ ンハい゙はレイテック88・ テクノス61を 含む )

レイテ ック 88 Hl.4.1 8 17 Hl,12.1(協 )ハンクス設立

(メ ンハ中゙はオラクル62・ テクノス61を 含む )

H2.4.1 1 1 9ミン グル 89

STAGE90 H3.4,1 9 19

Hybrid91 H4,4.1 10 1 1 H9,3.31(協 )滋賀ミムテック設立

スタディオン 92 H5,4,1 7 12 H10.3,31(協 )スタテ
゛
ィオン設 立

びわプラザ 93 H6.4.1 13 12

12 12ユ ニ コ ム 95 H8,4.1

1 8 12バゼ ス ト97 H10。 4.1
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②融合化促進事業

異分野の技術力や市場、経営力な どを融合 させ て、技術開発、新製 品開発 、市場 開拓

な どを行い、新事業 を開拓 してい こ うとい う経営資源 の 「融合化」の動 きはます ます活

発 にな り、また、その成果 も生まれつつ あ ります。 同時によ り広 い事業機会 と協力可能

な企業 の相互確保 を 目的 として、一定地域 内でのグ″―プ活動か ら多数 のグループ とネ

ッ トワー クを作 る動 き、交流活動領域 の広域化 がますます活発 になっています。

ア.滋賀県異業種交流連合会 の運営

県 内異業種交流 グループの連合組織である 「滋賀県異業種交流連合会」 (平 成 3年 7

月設立、 18グ ループ)の 事務局 として交流大会 の開催や各委員会 の開催 、 FAXに よ

るネ ッ トワー クの推進等、活発 に展 開 しま した。

。滋 賀 県 異 業 種 交流 連 合 会 の活 動

年 月 日 内 容 実 施 場 所

平成 10年

4月 15日

役員会

。平成 10年 度事業計画・役員改選 について

草 津 市

4月 18日 「環境 問題研究会」 4月 例会

・ 環境 にや さしい金属切削潤滑剤

・ 家庭 か らの廃棄物 の再利用

。ある地方 自治体の資源 回収への取組み

爛 山久

(長 浜市 )

4月 20日 「情 報 システ ム研 究 会 」 検討 会

。平成 10年 度 活 動 計 画

・ 連 合 会 ホー ムベ ー ジの 内容 検討

草 津 市

4月 20日 企画委員会

・平成 10年 度行事計画について

。第 7回 滋賀県異業種交流大会 について

車津 市

4月 27日 「自己啓 発 グル ー プ」 4月 例 会

。海 外研 修 打合せ

彦 根 市

4月 28日 幹事会

・収支報告、事業計画、予算案、会則改正について

工 業 技 術 振 興 会 館

(栗 東 町 )

5月 9日

～ 12日

「自己啓発 グル ー プ」海 外研 修

。日系進 出企 業 見 学

タイ (バ ンコク )

6月 3日 役 員 会 、運 営 委員 会

・ 事 業 計 画 、役員 改 正 につ い て

。第 7回 滋 賀 県 異業 種 交流 大会 につ い て

工 業 技 術 振 興 会 館

(栗 東 町 )

6月 11日 異 業種 交 流・ 融合 化 推 進研 究会

(中 小企 業 事 業 団 。(財 )全 国 中小企 業融 合 化促 進 財 団 )

大阪商工会議所

(大 阪市 )

6月 22日 「環境 問題 研 究会 」 6月 例会

。工場 内 にお け る廃 棄 物 分別

。ドイ ン にお け る電気・ 電子機 器 リサイ クル 事情

・ F社 のゼ ロエ ミッシ ョンヘ の挑 戦

SGSエンシニ゙ア)ン ク
゛
修持

(高 月町 )

6月 26日 「 自己啓 発 グル ー プ」 6月 例 会

・ 海 外 研 修 の報 告 会

伊吹町
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年 月 日 内 容 実 施 場 所

7月 10日 運 営 委員 会

・ 専 門部 会 の設 置 につ い て

。各 部 会 の事 業 計 画検討

工業技術振興会館

(栗 東 町 )

7月 15日 産 学 官 交 流 に 関す るア ンケー ト実施

7月 22日 「自己啓 発 グル ー プ」 7月 例 会

。会 員 企 業 見 学

アト)工
。ア中ル・メーホ

S中

(志 賀町 )

8月 5日 専 門部 会  全 体会

・ 各 部 会 か らの報 告

・ 第 7回 滋 賀 県 異 業種 交流 大会 につ い て

工 業 技術 振 興 会 館

(栗 東 町 )

8月 6日 マルチメディア推進アンケー ト実施

8月 22日 「環 境 問題 研 究会 」 8月 例 会

・ 企 業 にお け る節 水 対 策

・ 焼 却 炉 につ い て

。県行 政 へ の要 望

日本電気硝子榊

(能 登川 町 )

9月 18日 「自己啓 発 グル ー プ」 9月 例 会

・ 勉 強会

志賀 町

9月 19日 「環境 問題研究会」 9月 例会

・廃棄物処理展 の見学報告

・焼却炉の動 き

アル メタ ンクス仰

(浅 井町 )

10月 15日 「自己啓 発 グル ー プ」 10月 例 会

・ 勉 強会

人 口市 市

10月 21日

～ 23日

滋賀環境 ビジネスメ ンセ '98に 出展 長 浜 ドー ム

(長 浜 市 )

立命 館 大 学

(草 津 市 )

H月 13日 第 7回 滋賀県異業種交流大会

「産学官 絆で挑戦 未来創成」

。各大学 の産学交流 の取組み

滋賀大学、滋賀県立大学

成安造形大学、立命館大学

・ 交流パーテ ィー      参加者 :250名
11月 20日 近 畿 ブ ロ ック技術 。市 場 交流 プ ラザ和 歌 山大会 力 ―゙テ

゛
ンホテル ハナヨ

(田 辺 市 )

県立女性セ ンター

(近 江人幡市 )

11月 21日 「環境 問題研究会」 11月 例会

・ 廃棄物処理展 の状況報告

・廃 プラスチ ンクの リサイ クル について

大津市12月 18日 「自己啓発 グループ」 12月 例会

・ 勉強会

1月 13日 「自己啓発 グループ」 1月 例会

①情報交換

共 同研究事業について

今後 の雇用機会 の創 出について

②年賀交歓会

棚イマ ック

(守 山市 )
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年 月 日 内 容 実 施 場 所

2月 6日 「環境 問題研究会」 2月 例会

・ 容器包装 ジサイ クル法について
。廃 プラスチ ンクの リサイ クル について

・ 各社 の廃棄物への取組みについて

ひこね市文化プラザ

(彦 根市 )

2月 25日

～ 26日

技術・ 市場交流プラザ全 国大会 虎 ノ門パ ス トラル

(東 京 都 )

3月 12日 運 営 委員 会・ 専 門部 会

。平成 10年 度 事 業報 告

・平 成 11年 度 事 業 計 画

工業 技 術 振 興 会館

(栗 東 町 )

3月 12日 「情報 システム研究会」検討会

・イ ンターネ ッ トの活用 について

。連合会 ホームペー ジについて

工 業 技 術 振 興 会館

(栗 東 町 )

3月 17日 「環 境 問題 研 究 会 」 3月 例 会

・ ゼ ロエ ミッシ ョンエ場 見 学

キ リン ビール仰滋

賀工場 (多 賀 町 )

3月 W日 「自己啓 発研 究会 」 3月 例会

。21世 紀 の産 業 を語 る

。東 南 ア ジア・ タイ の現況

エ クシブ琵琶湖

(米 原 町 )

3月 30日 近 畿 異 業種 交流 推進 連 絡 協議 会 幹 事会 京 都 ジサ ー チ パ ー

ク (京 都 市 )

・ FAXネ ッ トワークの推進

異業種交流連合会 の会員約 260名 に対 し、様 々な事業等の情報 を FAX通 信 によ り、

迅速 に提供 しま した。

・ 滋 賀 県 異 業 種 交流 連 合 会 イ ンターネ ッ ト・ ホー ムペ ー ジの運 営

連合 会 の活 動 状 況 お よび様 々 な事業 等 の情報 をホー ムペ ー ジ に登 載 し、連 合 会 の PRお
よび会員 へ の情 報 提 供 を行 い ま した。

イ .融合化セ ンターの運営

元年度 に設置 された融合化推進室 (融 合化セ ンター)の 運営 に携 わ り、異業種交流活動

の情報発信基地 としての機能充実 を図 りま した。

主要事業

・融合化相談等

・ 異業種交流室の利用
。融合化 に関す る情報提供

・融合化 に関す る図書の貸 出 し

・ カタライザーの派遣

。情報機器 の利用
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7口 産学 官交流促進事 業

産学官の連携 によ り、県 内産業の活性化 を図ることを 目的に、 「デザイ ン産業活性化事

業」の展 開、お よびNEDOか ら 2つ の事業の委託 を受 け産学官が一体 となって組織す る

「滋賀 ウェル フェアテ クノハ ウス研究会」 を母体 として積極 的な調査研 究活動 を行いま し

た。

① デザイ ン産業活性化事業

滋賀県 内のデザイナーお よびデザイ ン関係事業所 の組織化事業 によつて、平成 8年 10

月 29日 に設 立 された 「デザイ ンフォー ラム SHIGA」 (略称 :DFS)事 務局の運営

を引き続 き行 うとともに、滋賀県 内のデザイ ン業界の活性化 を図ることによ り、県 内産業

振興 に寄与す ることを 目的に、滋賀県工業技術総合セ ンターか ら、 「デザイ ン産業活性化

事業」の実施委託 を受 け、下記の事業 を行いま した。

(ア )デザインワークションプの開催

陶芸 ワー クシ ョンプ (作 品制 作 お よび展示 会 )

於  信 楽窯 業 技術 試 験場 (平 成 10年 9月 23日 ・ 27日 ・

10月 9日 実施 )

近 江 人 幡市 町並 み保 存 地 区 「酒 とアー トの宴 」

(平 成 10年 10月 11日 ～ 18日 展 示 )

コ ン ピュー タ ワー クシ ョンプ (ホ
~ム ペ ー ジ制 作 、 CG)

於  工業 技術 総 合 セ ンター (平 成 11年 3月 26口 )

(イ )デ ザ イ ンセ ミナ ー等 の 開催

セ ミナー 「デザイ ンマネ ジメン トの時代」

・基調講演 「経済はデザイ ン・情報へ」

講 師 立命館大学経営学部

環境イ ンステ ィチ ュー ト教授 佐藤 典司 氏

・ シンポジ ウム 「デザイ ンビジネス発展 のカギは ?」

コーデ ィネー タ  立命館大学 教授 佐藤 典司 氏

パネ リス ト   成安造形大学教授 柴 田 献一 氏

帥麻糸商会 社長 福坂 寿夫 氏

爛 ドッグマ ン社長 大野 好之 氏

県新産業振興課長 井上 嘉 明 氏

於  クサツエス トピアホテル (平 成 11年 1月 30日 実施 )

そ の 1

そ の 2

(ウ )デザイナーイ ンデ ックスの増補
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(工 )「 デ ザ イ ン フ ォ ー ラ ム SHIGA」 の 運 営

。活 動 内容

年 月 日 内 容 開 催 場 所

10. 5.13 <第 5回 運 営委員 会 >
・ 研 究会 の設 置案 につ い て

。平成 10年 度 通 常例 会 (総 会 )の 運 営 お よび

講 演 会 につ い て

。び わ こ文 化 デ ザ イ ン協会 よ りのイベ ン ト「酒 と

アー トの宴 」 にか か る協 力 要請 につ い て

。そ の他

工業技術振興会館

10. 5,13 道 具・ バ リア フ リー 。マル チ メデ ィア研 究会設 置

10。  6,  1 D F S Newsletter  No.2発 行

研 究会 (参 加 )に つ い て の ア ンケー ト実施

10. 6.13 通 常例 会 の 開催 に伴 う打合 わせ 近 江 人 幡 市

酒 遊 館

10. 6,13 <平成 10年 度 通 常例 会 >
。9年度 事 業報 告 と収 支 につ いて

。10年 度 事 業 計 画案 と予算案 につ い て

。道 具研 究会 、バ リア フ リー研 究会 、 マル チ メデ

ィア研 究会 各 幹 事提案 趣 旨説 明

出席 者 27名  委任 状 10名
<講 演 >「 酒・ デ ザ イ ン・ ま ちづ く り」

講 師 酒 勝酒 造爛

専務 取締役  西村  明 氏

・ 懇 親 会

近 江 人 幡 市 仲屋

町 中 21
酒 遊 館

10. 9,10 研 究会 につ い て のア ンケー ト結 果 送 付

10, 9.23

9.27

10. 9

陶芸 ワー ク シ ョップ実施

・ 酒 器 お よび酒 に関わ る造形 作 品の制 作

延 25名 参加

信楽窯業技術試験

場

10,10,11

～ 10,18

びわ こ文化デザイ ン協会・ 県酒造組合連合会主催

。「酒 とアー トの宴」 DFS作 品展開催

参加者延 15名 、展示作品 150点
・浜美枝 の トー クシ ョー協賛酒器 200セ ッ ト制作

近 江 人 幡 市 町 並 み

保 存 地 域 <旧 図 書

館 >
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開 催 場 所内 容年 月 日

工業 技 術 振 興 会館

10.10.22 <第 7回 運 営委員 会 >
・ デ ザ イ ンセ ミナ ー の 開催 案 につ い て

。研 究 会 の活 動 計 画 につ い て

。そ の他

長 寿 社 会 福 祉 セ ン

ター (草 津 市 )

10.11.26 バ リアフ リー研究会/道 具研究会主催

長寿社会福祉セ ンター 「ウェル フェアテ クノハ ウ

ス」 「福祉用具セ ンター」合 同見学会実施

クサ ツエス トピア

ホテル (草 津市 )

11. 1,30 セ ミナー 「デザイ ンマネ ジメン トの時代」 (滋 賀

県 と共催 )開 催

・基調講演 「経済はデザイ ン・情報へ」

・ シンポジ ウム 「デザイ ンビジネス発展 のカギ

は ?」

・交流パーティー      参加者 47名

工 業 技術 総 合 セ ン

ター

ワー クシ ョップ

・ ホームページ製作、 CG
11. 3.26
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② 「滋賀 ウェル フエアテクノハ ウス研究会」の運営

通商産業省 工業技術院の医療福祉機器技術研究開発制度の一環 として平成 8年 10月 に

完成 した 「ウェル フェアテ クノハ ウス滋賀 (介 護機器 の家 )」 を利用 して福祉 関連産業振

興・ 育成お よび これ らの分野の研究開発・事業化 の支援 を行 うことを 目的 とし産 。学 。官

か らなる研究会 「滋賀 ウェル フェアテ クノハ ウス研究会」 を運営母体 として、 NEDOか
ら委託事業 として 「ウェル フェアテ クノシステム研 究開発」では昨年度 か らの 4つ の ワー

キンググループに加 え、 2つ の ワーキンググループを増設 し、 6つ の ワー キンググループ

によ り、開発 を念頭 に置 きなが ら、研究 を行 つてきま した。

また、 「エネル ギー使用合理化在宅福祉機器 システム開発調査」では 1つ の ワー キンググ

ループを編成 し、調査研 究 を行いま した。

ア .研 究 会 の 開催

・ 研 究 会 委 員

(順 不 同 )

所 属 役 職 氏 名

立命館大学 理工学部 教 授 飯 田 健 夫

立命館大学 理工学部 教 授 牧川  方 昭

滋賀 県 立大 学  工学部 教 授 田中 勝之

滋賀 医科 大 学  医学部 教 授 福 田 員輔

龍 谷 大 学社 会 学 部 教 授 村 井  龍 治

成 安 造 形 大 学 教 授 柴 田 献 一

滋賀大学教育学部 教 授 板 倉  安 正

奈 良女子 大 学 生 活 環 境 学部 教 授 磯 田 憲 生

立命館大学コホ
゛
ティクスFA研 究センタい 顧 問 花房  秀 郎

(社 )滋 賀工業会 専 務 理 事 増 田 敏 雄

(社 福 )青 祥会 副 理 事 長 畑 下  圭 子

(株 )暁 電機 製 作所 代 表 取 締役 会 長 西河  勝 男

オ プテ ックス (株 )技術 セ ン ター 所 長 平位  晃 造

関西電力 (株 )滋 賀支店 お客きまチーフマネ中シ
゛
ャい 中村  脩

グ ンゼ (株 )研究 開発 部 取締役研 究 開発 部 長 根 岸  靖 雄

新 江州 (株 ) 常 務 取 締 役 草 野  勉

東陶機器 (株 )滋 賀工場 工  場  長 仁 部  寛

高橋 金 属 (株 ) 専 務 取 締 役 中川  善 一

松 下 電器 産 業 (株 )空調 研 究所 所 長 園 田 信 雄

ナショナル住 宅 産 業 (株 )技 術 開発 部 部 長 浅海  広 俊

ヨ ク ヨ (株 )研 究 開発 本 部 開発 統 括 部長 玉置  祥 治

住 友 精 密 工業 (株 )セ ンサ事 業 室 室 長 徳 江 林 三

近 畿 通 商産 業 局 産 業振 興部 産 業誤 課 長 松 下  文 夫

滋 賀 県健 康福 祉 部 レイカテ
゛
ィア推 進課 課 長 金 房  司

財 )滋 賀県 レイカデ ィア振興財 団 常 務 理 事 嶋川  尚

滋賀県立福祉用具セ ンター 所 長 小 鳴  寿 一

滋賀県商工労働部新産業振興課 課 長 井上 嘉 明

滋賀県工業技術総合セ ンター 所 長 山下  博 志

財 )滋 賀県工業技術振興協会 副 理 事 長 畑   信 夫
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。委 員 会 の活 動

開 催  場  所年 月 日 内 容

龍 谷 大 学 REC
ホー ル

<平成 9年 度研 究報 告 会 >

・ 基 調 講 演 「福祉 新 時代 の産 業創 造 」

(社 )新構 想 研 究会

政 策 情 報 セ ンター所 長  霧 生  廣  氏

・ 5WGの 研 究報 告       参加 者 110名

10,  6.  4

龍 谷 大 学 REC
2階 会議 室

10.  6.  4 <第 1回 委 員 会 >
。新 委 員 紹 介

・ 議   事  設 置 要 綱 の変 更 につ い て

平 成 9年 度 事 業報 告 お よび収支 報 告 につ い て

平 成 10年 度 事 業 計画 お よび収支 計 画 につ い て

滋賀県工業技術総合

セ ンター 中研修室

10.  8.  7

<NEDO助 成 金説 明会 >
。平成 11年 度 福祉 実用 化 開発 助 成 金公 募説 明会

参加 者  30名

ホテルニューサイチ

アネ ックス

11. 3. 5 <第 2回 委員 会 >
・ 新 委 員 紹 介

・ 平 成 10年 度 事 業 計 画 お よび収支 計 画 の変 更 に

つ い て

,新 規 事 業 の説 明

クサ ツエ ス トピア

ホテ ル

<福 祉 産 業化 セ ミナー >
。期 待 され る福祉 産 業 -21世 紀 へ の展 望 ―

「福祉 工学 が拓 く新 規 産 業 へ の道 」

北海 道 大 学 電 子 科 学研 究所

感 覚 情 報 分 野  教授  井  福  部   達  氏

「これ か らの福祉 機 器 産 業 」

一福祉 用 具 産 業 に対 す る国 の支 援施 策 につ い て 一

新 エ ネ ル ギー・ 産 業 技術 総 合 開発機 構

医療 福祉 機 器 開発 室  室長  小川  健 一 郎  氏

(工 業 技 術 振 興 協 会科 学 技術 セ ミナ ー と共催 )

参加 者   83名

11, 3.11

クサ ツエ ス トピア

ホ テル

11.3.24 <第 3回 委 員 会 >
。平成 9年度研 究報 告 会

①和室WG報 告②移動 。移乗WG報 告

③加齢WG報 告④福祉用具センター活用市 G報告

⑤長期健康モニターシステム開発WG
⑥ 自立動作補助機開発WG
⑦エネルギー使用合理化在宅福祉機器システム開

発調査研究WG
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イ .ウ ェル フ ェアテ ク ノシステ ム研 究 開発 事 業

。ワー キ ン グ グル ー プ委員

<高齢 者 と家族 の た めの和 室 空 間 の あ り方 に 関す る研 究WG>

<高 齢者 の室 内 にお け る移 動・ 移 乗 に 関す る研 究WG>

<加 齢 に よ る 日常動 作 の変化 に 関す る経 年 変化 研 究WG>

<用 具 セ ン ター 活 用 に よ る キ ッチ ン用 具 の活 用 につ い で の研 究 WG>

所 属 役 職 氏   名

WG長 龍 谷 村 井  龍 治

工

`

田 中 勝 之

立 工 Ъ 飯 田 健 夫

立命 館 大学 理 工 学部 教  授 牧川  方 昭

龍 谷 大 学社 会 学部 助 教 授 長 上  深 雪

副 部 長

オ プ テ ック ス (株 )構 術 セ ン ター 所  長 平 位  晃 治

閏 西 電 力 (株 )注 智 支 店 支 店 長 室 尉!長

服 部  隆 志

担 当 課 長 谷 川  重 喜

高橋 金 属 (株 ) マ ― ジ

小 西  東 子滋 賀 県 立福祉 用 具セ ン ター 主任 指 導員
滋 奢 県 工 業 持 術 総 合 セ ン タ ー 羊 杵 村 師 山 下  誠 児

所 属 役 職 氏   名

WG長 立 工 助 教 橿

立 命 館 大 学 理 工 学 部 教  揺 牧 川 デ昭

飯 田教  授

助 教 将 女之立命 館 大 学理 工学 部

滋 賀 医科 大 学 附 属 病 院 リハド ,テーション部 理 学 療 法 士 今 井  至

選 任 教 員 山崎  敦
コ ー ン 家 城  弘

シ ョ ル 横 田  哲

セ ン 羊 杏 那 須  罵ユーー

所 属 役 職 氏   名

WG長 立 工 教  授

工 沼

ハヒ テーション

ユ…テ
ヾ
ィネーケ 石部 出 口 洋

新 江 州 (株 )

高橋金 属 (株 ) マ

ナ シ ョナ ル 住 宅 産 業 (株 ) 次  長

深 昆  典 久工 セ ン ター 主 任 技 師

所 属 役 職 氏   名

WG岳 滋 智 県 立 福 祉 用 具 セ ン タ ー 所  長

教  揺 之滋 甕 県 立 大 学 工学部
立命 館 大学 理 工 学部 助 教授

講  師

オ プ ス セ ン ター 所  長 平位  晃 造

木 下  昌夫

ン 山上  正 文

担 当 誤 長 谷 川  重 喜ヨーテ
゛
ィネータ 東 陶機 器 (株 )滋 賀 営 業所

キ 杵 指 連 昌 小 西  東 子滋 賀 県 立 福 祉 用 具 セ ン ター
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所 属 役 職 氏   名

WG長 立命 館 大 学 理 工 学部
領 田 律 夫立命 館 大 学 理 工 学部 教 授

数 揺 吉 田  正 紺大 更電気 通 信 大 学 工学 部
渋 谷  恒 司龍 谷 大 学 理 工 学 部 助 手

整 教 授 浅 蔦  周 造

営 業 部長 内藤  富雅

営 業 部 小 橋  一 毅

ン 幻発 !

ヽ 研 究 員 家 城  弘
コーテ

゛
ィネ中タ 住 友 精密 工 業 (株 )セ ンサ事 業部 事 業 推 進 グル

ー プ 長

高橋  歩

<長 期 健 康 モ ニ ター シ ステ ム 開発 WG>

<自 立動作補助機 開発WG>
所 属 役 職 氏   堪

WG 理 工学部
顧 問大 理 工

飯 田 律 夫工 教 授

工 教 授 牧 川  方 昭
工
宝 専 任 教 員 分 木 ひ とみ

工 器 客 員研 究 員 高 橋  洋 子

!画 誤 草 野  信 一

。調 査研 究 内容

(a)高 齢 者 と家族 の た めの和 室 空 間 の あ り方 に関す る調 査研 究

O和 室 にお け る生 活 上 の不便 さ と身 体 的負 担 に 関す る調 査研 究

能 登 川 町 、 甲良 町 、野洲 町 の社 会福 祉 協議 会 に依 頼 し、和 室 を多 目的利 用 してい る

高齢 者 を対 象 にホー ムヘ ル パ ー に よ り、 聞 き取 り調 査 を行 つた。

開 き取 り件 数 -51件

調 査 結 果 ―現在 集 計 中で あ るが 、和 室利 用 で不 自由な点 の 回答 に は、 「移 動 」 、 「立

ち上 が り」 、 「布 団 の上 げ下 ろ し」 、 「滑 る」 、 「けつ まづ く」 とい う回答

が多 か った。

O和 室 を利 用 す る上 で の工夫 に 関す る調 査

WG委 員 に よ り、① で 回答 の多 か った 「移 動 」 、 「立 ち上 が り」 、 「布 国 の上 げ下

ろ し」 、 「滑 る」 、 「けつ まづ く」 につ い て、 工夫 してい る点 を、栗 東 町 、大 津 市 、

近 江 人 幡 市 のデ イ サ ー ビス を受 けてい る高齢 者 を対 象 に 聞 き取 り調 査 を行 つた。

(b)高 齢 者 の室 内 にお け る移 動・ 移 乗 に 関す る研 究

O膝 、 足 関節 にか か る負 担 を軽 減 す る装 具 の設 計 、製 作

既 製 品 の身 障者 用 関節 部 固定補助器 具 、 ス ポー ツ用 関節 部保 護 器 具 を改 造 し、装 具

を試 作 し、 階段 昇 降 、歩行 につ い て の可能性 を探 った。

今 後 は、機 械 的 な スイ ンチ ン グ機 構 の付加 、軽 量化 につ い て検 討 して い く予 定 で あ

る。

(c)加 齢 に よ る 日常動 作 の変化 に 関す る経 年 変化研 究

010名 の被 験者 に よ り、 昨年 度 の実 験 項 目に視 覚 、聴 覚 を加 え引 き続 き実 験 を行 つ

た。

昨年 度 と同様 の被 験者 10名 (男 5名 、女 5名 )に 対 して、 身 体 計 測 、視 力 、聴

力 、戸 の 開 閉 に よ る筋 電測 定 、和 室 で立つ動 作 につ い て の二次 元浪J定 、 日常動 作 につ

い て の検 査 お よび 聞 き取 りを、 10月 に行 つた。

ま た 、 同 内容 に よ る実験 を 2月 に実施 し、 昨年 のデー タ と比較 した。
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(d)福 祉 用 具セ ンター活 用 に よる高齢者 用 生活 用 具 の比較 検 討 につ い て の研 究
O台 所 用 作 業椅 子 の検討 お よび試 作

既 存 の作 業椅 子 を福祉 用 具 セ ン ター で改造 し、 問題 点 の抽 出 を行 つた結 果 、椅 子 と
い うイ メー ジ よ り、 チ ョイ掛 け (も たれ 木 )と い う発想 で試 作 を行 うこ とに な った。
[第 1号試 作 品 の完 成 ]

試 作 品 につ い てwG委 員 に よ り試 用 を行 い 、使 い心地 につ い て討 議 を行 つた。 外観
は、 コ ンパ ク トで か わ い い。 デ ザイ ン的 にはユ ニー クで あ る と好 評 で あ っ た。

[第 2号試 作 品 の完成 ]

座 り心 地 等 につ い て、 問題 点 を上 げ、討 議 の結 果 をま とめ、第 2号 品 を試 作 した。
ま た 、試 作 品 につ い て 、 レイ カデ ィァ大 学 の学 生 (男 性 5名 、 女性 8名 )に 試 用 を

して も らい 、試 作 品 につ い て の感 想 を聞 き取 つた。

[第 3号試 作 品 の完 成 ]

第 2号試 作 品 で 問題 とな った座 面、椅 子 の重 量 。移 動 方 法 、脚 の 円盤 サ イ ズ につ い

て検 討 を行 い 、新 しい形 の第 3号 品 の試 作 を行 つた。

この第 3号 試 作 品 につ い て は、現在 特許 出願 を検 討 中で あ る。

(e)長 期 健 康 モ ニ ター シ ステ ムの 開発

①健 康 な高齢 者 が一度 の転倒 で寝 た き りに陥 る とい うよ うに、 高齢 者 の特 徴 の ひ とつ

に容 易 に健 康 を損 ね る こ とが あ る。 これ は高齢者 が健 康 に 関 して脆 弱 な存 在 で あ るか

らで あ る。

この よ うな状 況 の 中で 、 高齢 者 が働 く、 あ るい はスポー ン を楽 しむ 、外 出 をす る な
ど種 々 の社 会 活 動 を安 心 して行 え る よ うな社 会 環境 を確 立す る、 ま た は健 康 に不安 な

健 康 弱者 が 自 らの身 体 の状 況 を把握 し、安 心 な生活 をお くるた め に は、 高齢 者 が い

つ 、 どこで 、何 を して い た のか。 そ の結 果 生理 情報 に どの よ うな変 化 が生 じるか を把

握 す る こ とが重 要 で あ る。

本研 究 の 目的 は、健 康 監視 のた めの携 帯型 健 康 モ ニ ター装 置 の 開発 を行 い 、 高齢 者
の体調 を適 切 に評 価 す るた めの検討 お よび心拍 、 呼 坂変動 デ ー タの 同時 モ ニ ター と健

康 チ ェ ックの方 法 の検 討 を行 い 、 高齢 者 が安 心 して社会 活 動 を行 え る支 援 シ ステ ム の

開発 で あ る。

平成 10年 度 は、 マイ ク ロ コン ピュー タ技 術 を用 いた電 池 駆 動 、長 期 連 続 動 作 可 能

な携 帯 型 デ ィジ タル 生 体信 号モ ニ タ装 置 に よる高齢者 の 日常生 活 にお け る健 康 監 視 の

た めの長期 健 康 モ ニ ター システ ムの 開発 を行 つた。

(f)自 立動 作補 助機 開発

O高齢 者 の移 動・ 移 乗 に関 して は、種 々 の リフ ター 、家庭 用 エ レベ ー タ等 が 開発 され
て い る。 しか しいず れ も天 丼 に レール を新 設 した り、設 置 空 間 を作 る必 要 が あ り、新

築 住 宅 の場 合 はそ の よ うな考慮 も可能 で あ るが 、従 来型 の住 宅 、特 に和 式 住 宅 で は こ

れ らの設備 は あ き らめ ざるを得 ない のが現 状 で あ る。

そ こで、従 来型 の住 宅 は柱 が しっか りしてい る ところに着 目 し、 これ を利 用 した移
動・ 移 乗 支 援機 器 を開発 す る こ とに よ り、 高齢者 の 自立支 援 及 び介 護 の軽 減 に寄 与 す
る。

本 研 究 は、移 動 補助 機 につ い て の調 査 を行 うと ともに、 高齢 者 の移 動 。移 乗 を支 え

る 「枠 」 を部 屋 の 4隅 の柱 上 部 か らワイ ヤー で 吊 り下 げ る方 法 を検 討 し、従 来型 家屋
内の高齢 者 の移 動・ 移 乗 を支援 す る移 動補 助機 開発 に向 け、試 作 を行 うこ とに よ り、
高齢 者 の 自立支 援 及 び介護 の軽減 につ い て の補 助 具 の実 用 化 の 可能性 を探 る こ とを 目

的 と して い る。

-105-



ウ.エ ネル ギー使用合理化在宅福祉機器 システム開発調査

。ワー キンググループ委員

<エ ネル ギー使用合理化在宅福祉機器 システムの開発調査研究WG>
氏   名役    職所 属

教  授 板倉 安正WG長 滋賀大学教育学部

教  授 磯 田 憲 生奈 良女 子 大 学 生 活 環 境 学部

中村  脩お客さまチいフマネいジャ
い

関西 電 力 (株 )滋 賀 支 店

駒 井  浩課  長ナ シ ョナ ル 住 宅産 業 (株 )コーテ
｀
ィネータ

主席 技 師 赤 峰  育雄(株 )松 下 電 器 産 業 空 調 研 究 所

調 査 研 究 内容

(a)介 護 現 場 にお け るエネ ル ギー の 日変化 、週 変化 及 び年 変化 の評 価

〇在 宅福 祉 機 器 のエ ネ ル ギー評 価

ウェル フ ェア テ ク ノハ ウス 内の介護 機 器 の消 費 電 力 の計 浪」を行 つた。

<対象機 器 >
。電 動 物 千 し  。電 動 洗 面 台  ・ 電動 シ ャ ンタ~ °電動 ブ ライ ン ド

。エ レベ ー ター  ・ 電動 玄 関 ドア

〇用 途 別 消 費 エネ ル ギー の実態調 査

冷 房 用 エ ネ ル ギー及 び夏期 の給湯 エネ ル ギー の消 費 特性 を把握 す るす るた め、高齢

者 住 宅 (12軒 )と 若 齢 者 住 宅 (12軒 )の 実 態調 査 を行 つた。

①温熱 環 境 実態 調 査

冷 房 時 の温 度 環 境 を測 定 し、若 齢 者 住 宅 との比較 に よ り、 高齢 者 住 宅 の冷房 環 境 の

特 徴 を把 握 す るた め、 高齢 者 住 宅 (12軒 )と 若 齢 者 住 宅 (12軒 )の 実 態調 査 を行

った。

① 高 断熱 高気 密 化 の調 査研 究

9年 度 の実 態調 査 か ら得 られ たデ ー タ (生 活パ ター ンや 空調 レベ ル 、 断熱 レベ ル

等 )を も とに、 シ ミュ レー シ ョン条件 を実 際 の生活 レベ ル に設 定 し、 高 断熱 高気 密 化

に よ る空調 エ ネ ル ギー の低 減 効 果 につ い て評 価 を行 つた。

(b)エ ネ ル ギー 有 効利 用 の た めの在 宅福祉機 器 システ ムの 開発

①深 夜 電 力利 用 の調 査研 究

冷 房 時 の性 能 確 認 を行 い 、 9年度 の暖房 時 の性 能評価 と合 わせ 、年 間で の特 性 評 価

を行 つた。

①天 上 輻 射 冷房 装 置 の調 査研 究

被 験 者 に高齢 者 (男 女 各 2名 )、 若 齢 者 (男 女各 2名 )を 招 き、天 上輻 射 冷房 とエ

ア コ ンの 2方 式 の温熟 環 境 測 定 を行 うと ともに体表 面温 度 な どの生理 デ ー タ測 定 を行

つ た。

O床 暖房 の効 果 確 認 滞 在 実 験

被 験 者 に高齢 者 (男 女 各 2名 )、 若 齢 者 (男 女 各 2名 )を 招 き、床 暖房 とエ ア コン

暖房 の 2方 式 で実 際 の生活 を想 定 した滞 在 実 験 を行 つた。

ま た 、建 築 常識 の異 な る地 域 間 で の快道 性 や 、高齢 者 の体感 に及 ぼす 影 響 につ い

て 、 そ の効 果 を明 らか にす るた め、 ウェル フ ェアテ クノハ ウス札 幌 と共 同 で 、実 験 を

行 つた。

O天 丼 扇 の省 エ ネ評 価

被 験 者 に高齢 者 (男 2名 、女 3名 )を 招 き、微 風 速 を利 用 した天 丼 扇 に よ る省 エ ネ

効 果 につ い て の滞在 実 験 を行 った。
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